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1. 緒言 

発電プラントの系統配管では、共鳴や圧力変動など流れに起因する事象により構造物が振動する流動励

起振動（FIV, Flow-Induced Vibration）が発生することがある。FIV は配管／構造物の疲労損傷や機器の誤作

動／損傷の原因となる重要な事象であり、発電プラントの安全かつ安定な運用および管理を行う上では

FIV事象への配慮が肝要である。FIVには種々の現象があり、そのメカニズム、発生原因／体系／条件、予

防対策など、国内外を問わず関心が高く、多くの研究がなされている[1],[2]。国内においては日本機械学会

（JSME, the Japan Society of Mechanical Engineers） 機械力学・計測制御部門所属の「FIV研究会」において、

国内外における既存の知見に基づいた「事例に学ぶ流体関連振動[1]」がとりまとめられ、2003 年に刊行さ

れている。本章では国内外の発電プラントにおける機器／配管の振動疲労事例、圧力脈動源に起因する配

管振動事例と配管振動評価法、および本研究で取り扱う配管分岐部における音響共鳴現象に関する既存知

見を取り纏め、実蒸気配管を対象とした音響共鳴現象の予測評価手法を構築する上で必要となる研究開発

要素、特に湿り蒸気流中の音響共鳴現象を評価する上での研究課題を抽出し、本論文の位置付けを明確に

する。 

1.1 発電プラントにおける機器／配管の振動疲労事例 

1.1.1 各損傷メカニズムによるトラブル頻度と FIV 事例の特徴 

発電プラントの機器／配管を損傷させる現象には様々なものがあり、各損傷メカニズムによって破断に

至る確率について、米国電力研究所（EPRI, Electric Power Research Institute）が 1961年～1995年の 2068炉年

にわたる配管／配管コンポーネントの事例 1511件のデータベースにより調査している（図 1-1）[3]。これに

よると振動による破断確率は最も大きく、応力腐食割れ（SCC, Stress Corrosion Cracking）等の他の劣化メ

カニズムと比較して 1～2 オーダー高いことがわかる。FIV による事例は事象の進展速度が速いことが特徴

であり、一旦亀裂が入ると応力集中により貫通してリークに至る可能性がある。一般的に応力の繰り返し

数が概ね107回を超えると材料の疲労強度は応力の繰り返し数に依存しなくなる傾向にある（図1-2）[4],[5]。

プラントの 1 運転サイクル（10 ヶ月運転）を考えた場合、運転時間は 2.6×107 秒程度であり、典型的な流

体による構造振動現象の振動数は 20 Hz 程度であるので、単純計算で 1 運転サイクル中に 5×108回の繰り

返し応力が作用することになる。つまり、1運転サイクル内で十分に疲労限界に達しうると考えられ、SCC

のように進展速度が非常に遅い現象とは異なり、破断に至りやすい重要な現象と考えられる。従って、

FIV による機器配管の振動疲労事象は発電所の安全かつ安定な運転に対するリスクが高く、現象の理解に

基づく評価手法の整備や設計／運転手順への適切な反映が肝要である。FIV のメカニズムは多数あり、発

生する構造物形状や、影響を与える構造物も様々である。また、中には流速の上昇に伴って振幅が増加す

るものもあれば、特定の運転条件で卓越した振幅が生じる、即ち例えば定格運転時には振幅が最大となら

ず、部分負荷運転時に振幅が最大となるものもある。 

具体的な FIV事例として、米国の原子力プラントに対しては、EPRI が加圧水型軽水炉（PWR, Pressurized 

Water Reactor）と沸騰水型軽水炉（BWR, Boiling Water Reactor）それぞれにおいて、各機器における重要事

象が何かを整理している[6],[7]。これによると、FIV が重要とされている機器は、PWR では蒸気発生器（SG, 
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Steam Generator）、BWRではジェットポンプと蒸気乾燥器（ドライヤ）が挙げられている。PWRの SGにつ

いては伝熱管の管群振動がしばしば問題となり、近年の大きな事象としては、2012 年に米国サザンカリフ

ォルニアエジソン社 San Onofre 原子力発電所（通称 SONGS）において発生した、三菱重工業製の SG 伝熱

管からの流体漏洩事象が挙げられる[8]。この原因は管群流力弾性振動のインラインモードでの振動による

フレッディング（FIV による細管の接触による摩耗）であることが明らかとなっている。また、BWR に対

しては FIV についての研究課題が多くあるようであり、重要視されている[7]．特に米国ではジェットポン

プの振動が大きな問題となっており、事象の進行によりセットスクリューの損傷に至ったり、ウェッジの

摩耗によってインレットミキサの振動が増加し、ジェットポンプの構造健全性が損なわれ安全機能の喪失

に繋がったりしているようである。これを受けて、EPRI のプロジェクト（BWRVIP, BWR Vessels and 

Internals Project）にてジェットポンプの実機試験がなされている[9]。また、BWRのドライヤについては、米

国 BWR-3 プラント Quad Cities 2 号機において、17.8％出力向上運転時にドライヤ破損に至る大きなトラブ

ルが報告されている[10]。励振源は主蒸気系の逃がし安全弁（SRV, Safety Relief Valve）管台における音響共

鳴（キャビティトーン）[11],[12]であり、詳しくは 1.2.1項で述べる。その他にも、例えば主蒸気隔離弁の取扱

いについては EPRIの Technical Report[13]があり、弁体構造やメンテナンス、主蒸気隔離弁で生じた国外不具

合事象について述べられているが、本レポートでは FIVの励振源としての記述は少ない。 

1.1.2 国内原子力プラントにおける FIV 事例の分析 

国内原子力プラントにおける FIV 事例としては、1991 年に関西電力美浜発電所 2 号機で生じた SG 伝熱

管破断事象、および 1995 年に高速炉もんじゅで生じた温度計さや管破損およびナトリウム漏洩事象が有名

である。これら事象の発生後にはその対策の必要性が原子力分野でも認められ、これら 2 つの事象に対応

した JSME の評価指針として、「直交二相流中の円管群の流力弾性振動[14]」および「配管内円柱状構造物の

渦励振[15]」が制定された。これらの事象は、プラントを比較的長期間停止させたという点で、プラント運

用サイドとしての重要性も高かったと言える。 

2002 年～2012 年の 11 年間に原子力施設情報公開ライブラリ「ニューシア（NUCIA）[16]」に掲載された

FIV 事例の調査結果に基づくデータベース一覧を表 1-1 に示す。抽出された事例は計 94 件であり、2002 年

～2010 年の間は毎年数件～十数件の事例が発生している。例えば PWR の SG や BWR のジェットポンプ、

ドライヤなど炉型特有の事例も発生してはいるものの、1.1.1 項で述べた米国での代表的な事例のように構

造物の重大な損傷までには至っていないものが殆どである。SG 伝熱管については、旧振止め金具使用時期

における表面の傷について、検知器の精度向上により新たに検知されたというものであり、調査対象期間

内においてはSG伝熱管の管群振動自体が問題となったわけではない。ジェットポンプについては、事象自

体は米国のものと同様であるが大きな問題となるほど事象は進展していない。ドライヤについてはドライ

ヤフードやプレナムパーティションなどの複数箇所の溶接部等にひび割れが生じているが、国内では出力

向上運転を行っていないために幸い大きな損傷には至っていない。加えて、炉型別の発生件数で見ると事

例発生件数の割合とプラント数の割合は同程度である（表 1-2）。即ち、国内における炉型特有の機器にお

ける事例の割合が全体に対して支配的となっているわけではなく、BWR／PWR問わず事例が発生している

と言える。また、FIV事象発生時のプラント運転状態に着目すると、全体の 8割程度が定格熱出力運転中に

発生している（表 1-3）。ここで、FIV による振動疲労事象の進展速度が速いことは 1.1.1 項で述べた通りで

あり、定格運転時に事象が顕在化し振動疲労が問題となる場合には、運開してから比較的初期にトラブル
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が発生するはずである。ただし、期間中に新設されたプラントにおける事例が突出して多いというわけで

はなく、期間中に新設されていないプラントにおける事例が大半である。これらを踏まえると、プラント

の起動／停止時や調整運転中、定検の試運転中などの部分負荷運転時に事象が顕在化し、その振動が積み

重なった結果として定格運転中に損傷に至ったケースが多いと考えられる。 

FIV 事象によって損傷するなどの影響を受けた構造物毎に事例を整理すると、機器に影響を与えた事例

数は 50 件、配管では 30 件、機器・配管では 1 件、弁では 13 件であった（表 1-4）。同様に全 FIV 事例の発

生件数を励振源毎に整理すると、発生する構造物形状や影響を受けた構造物が多岐に亘っているため、励

振源も多岐に亘ることがわかる（表 1-5）。中でも機器内部や弁／エルボ後流などで生じる流れの乱れに起

因するものや、ポンプ／回転機械などの運転に伴い発生する圧力脈動に起因するものが多く、直交流れ中

の単一管／管群振動もそれらに次いで件数が多い。その他にもキャビティトーンやキャビテーションなど、

各配管要素や構造物形状特有の事象も数件ずつ発生しており、重要であると言える。プラント配管が影響

を受けた FIV事例 31件について、母管に計装等の目的で取り付けられた小口径配管（概ね 50A以下）にお

いて発生した事例数が 22 件と他の配管要素に比べ著しく多く、また全事例に対しても 25%程度を占める

（表 1-5）。更に、小口径配管において発生した事例を励振源別に見ると、直交流中の円柱振動が 2 件であ

り、配管内の圧力脈動によって生じたものが 20件と多くを占めることがわかる。 

FIV 事象の発生によりプラント運転に対して影響のあった事例数は 41 件（全体の 45%程度）であり、そ

の内、計画外停止となったのは 14 件、停止期間延長となったのは 8 件である（表 1-6）。計画外停止／停止

期間延長となった事例における損傷箇所は、燃料棒や炉内計装配管などの炉内機器／配管や、大型機器や

重要な機器、非常用系／常用系の配管など様々である（表 1-7）。同様に励振源についても様々であるが、

ポンプ運転時圧力脈動の伝播、キャビテーションによる圧力脈動の伝播、配管要素／機器内流れにおける

乱流による圧力脈動（周波数レンジが広い）の伝播など、流れにより発生した圧力脈動が伝播し、配管／

機器と共振したものが多い。特筆すべき点として、計画外停止／停止期間延長に繋がった配管振動事例は

全て小口径配管損傷によるものであり、計画外停止は全 14件中の 6件（43%）、停止期間延長は全 8件中の

2件（25%）を占める。更に、小口径配管損傷によるプラントの合計停止時間は不明のものを除いても3135

時間に及び、これは FIV 事例による総計画外停止時間の 38%に相当する。プラントの主要な機器について

はトラブル発生後に設計変更等の対応により改善される一方で、軽微な機器や配管については壊れたら直

すという発想で製作されている場合が多い。特にプラント内に存在する配管系統は膨大であることや常用

系に多いことなどの理由により、設計変更よる改良は物量やコスト面から難しく、現状は事象発生後に取

り換えや溶接保修等の対応を取ることが多い。また、プラントの安全性に対する影響が相対的に小さいと

言える B・C クラスの中小配管が仮に壊れたとしても、国内では取り換えや保修等のためにプラント運転

停止となることが多いのが現状である。 

小口径配管の振動疲労損傷は、溶接方法やサポートなどに大きく依存する。小口径配管振動事例 22 件の

破損モードとしては、17件が溶接部や付け根部への応力集中による損傷である（表 1-8）。この 17件の内、

溶接不良や溶け込み不良が確認されたのは 8 件、またすみ肉／ソケット溶接とされていたのは 16 件であっ

た。すみ肉／ソケット溶接から突合せ溶接に変更するなど、強度の高い溶接法への改修は小口径配管にお

ける振動対策としてトラブルの低減に有効であると考えられる。ただし、17 件の内 1 件は溶接不良や溶け

込み不良もなく、かつ突合せ溶接とされていたにも関わらず損傷が生じており、強度の高い溶接法へ改修

したからといって、必ずしも確実にトラブルを回避できるわけではない。 
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1.1.3 FIV 事例の検出技術／スクリーニング手法 

1.1.2 項で取り纏めた国内原子力プラントにおける FIV 事例について、運転中に発見された事例は全体の

3 割程度である（表 1-3）。ただし、いずれも振動自体をモニタリングしているわけではなく、リークの発

見や機器運転に対する不具合等をきっかけとしている。即ち、現状の振動トラブルへの対応の特徴として、

不具合を発見した後にならないと対応ができていないと言える。定検時に亀裂の有無を調べた際に、亀裂

が発見されなくとも疲労に必要な応力変動が与えられていれば、次回定検までに亀裂発生／破断に至る可

能性がある。従って、亀裂発生前の段階で、高サイクル疲労の蓄積量を定量的に検出することができれば、

高サイクル疲労損傷の発生する危険性のある箇所の選定には非常に有効である。プラント運用保守の観点

から維持基準が策定されているものの、その有効な適用のためには構造物の疲労亀裂の発生／伝播に対す

る非破壊検査およびオンラインモニタリング技術の確立が重要である。特に材料の高サイクル疲労の進行

度合いを調べる手法としては、材料に生じる微小な転移を磁性の変化により検出する手法、結晶の歪みを

X 線により検出する手法などが考案されてはいる。しかしながら、このような検出技術は実用化には至っ

ていないのが現状である。なお、調査対象期間内におけるSG伝熱管の事例のように計測器の精度向上によ

りトラブルの兆候（この場合は表面の微細な傷）を検知できるようになるため、トラブルの未然防止には

計測器や検知器の精度向上も重要であると言える。 

一般的な振動対策としては、プラント機器／配管の振動を測定し、その振幅が許容振幅内に収まってい

ることを確認する手法が低コストで合理的と考えられる。しかし、1.1.2 項で述べたようにプラントの起動

時など部分負荷時に振幅が大きくなる場合もあり、更にはそれが長年の運転で蓄積して損傷し得るため、

部分負荷時の特性にも配慮の必要がある。また、発電プラントにおける機器／配管の物量は多く、全てを

網羅的に測定することは現実的ではない。特に、小口径配管は計装等の目的で母管に取り付けられたもの

が多いため、そもそも本数自体が非常に多い。以上を踏まえると、測定対象とすべき配管系統の抽出／選

定や優先度付けする手法（スクリーニング）が重要となる。 

小口径配管振動に限ったものではないが、一般的なスクリーニングによる対策では、系統運転経験や機

器／配管の運転時振動測定に基づき、「①スクリーニングすべき配管系統の選定（リークが運転停止に繋が

る重要な配管、励振源に近い配管、経験的に振動が大きい配管など）」、「②配管系統のスクリーニング・損

傷の可能性のある箇所の選定（どこがどれだけ振動したら「問題あり」とするか）」、「③詳細解析の実施」、

「④モニタリングすべき系統の選定」、「⑤変更すべき系統の選定と変更工事」、の手順がとられる。代表的

なスクリーニング手法としては、米国機械学会（ASME, the American Society of Mechanical Engineers）コー

ドによる配管溶接部の応力と配管振動速度の最大値を対応付けたもの[17]や、米国サウスウェスト研究所

（SwRI, Southwest Research Institute）のチャートのように 4000件以上の経験に基づく確率論的整理による配

管振動の一次診断手法[18]などがある。 
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図 1-1 損傷モードによって破断に至る確率[3] 

E-C：キャビテーションエロージョン、SC：応力腐食割れ、TF：熱疲労、CF：腐食疲労、 

COR：腐食、OTH：その他、UNK：原因不明、D&C：設計および施工不良、 

WH：ウォーターハンマ、E/C：流れ加速型腐食（FAC）、VF：振動疲労 

 

 

図 1-2 炭素鋼，低合金鋼および高張力鋼の設計疲労線図[5] 
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表 1-1 ニューシア[16]掲載 FIV事例一覧（対象期間：2002/01～2012/12）（見開き左側，１/３） 

 

 

No. 年 日付 通番 会社 プラント 号機 炉型 情報区分 プラント状態
プラント状態備考

(運転状態，定検回数等)
場所

1 2002 2/15 2082 関西 大飯 3号 P Ｍ（保全品質） 運転中 定格熱出力運転 C-原子炉補機冷却水ポンプ

2 2002 3/7 248 東北 女川 2号 B Ｔ（トラブル） 定検中 第5回 高圧復水ポンプ

3 2002 3/31 2106 四国 伊方 3号 P Ｍ（保全品質） 運転中 定格熱出力運転 復水器ボール洗浄装置ボール循環ポンプB

4 2002 5/25 253 中部 浜岡 2号 B Ｔ（トラブル） 運転中 確認運転 残留熱除去系

5 2002 9/2 2168 四国 伊方 1号 P Ｍ（保全品質） 運転中 定格熱出力運転 1次冷却系充てんポンプ1C

6 2002 9/15 2158 原電 東海第二 - B Ｍ（保全品質） 定検中 第19回 A系再循環流量制御弁

7 2002 10/22 304 東電 柏崎刈羽 2号 B Ｍ（保全品質） 定検中 - ジェットポンプ

8 2002 11/15 249 関西 美浜 3号 P Ｔ（トラブル） 運転中 定格熱出力運転 1次冷却材ポンプ封水注入ライン

9 2002 11/23 277 東電 福島第二 4号 B Ｍ（保全品質） 定検中 - ジェットポンプ

10 2002 12/2 280 東電 福島第二 2号 B Ｍ（保全品質） 定検中 - ジェットポンプ

11 2002 12/5 276 東電 福島第二 3号 B Ｍ（保全品質） 定検中 - ジェットポンプ

12 2003 1/17 305 東電 柏崎刈羽 3号 B Ｍ（保全品質） 定検中 - ジェットポンプ

13 2003 1/31 279 東電 福島第二 1号 B Ｍ（保全品質） 定検中 - ジェットポンプ

14 2003 3/6 306 東電 柏崎刈羽 4号 B Ｍ（保全品質） 定検中 - ジェットポンプ

15 2003 3/6 303 東電 柏崎刈羽 1号 B Ｍ（保全品質） 定検中 - ジェットポンプ

16 2003 5/23 307 東電 柏崎刈羽 5号 B Ｍ（保全品質） 定検中 - ジェットポンプ

17 2003 6/12 2261 北陸 志賀 1号 B Ｍ（保全品質） 定検中 第8回 原子炉給水ポンプ(A)

18 2003 6/19 2262 北陸 志賀 1号 B Ｍ（保全品質） 定検中 第8回 原子炉給水ポンプ(B)

19 2003 9/10 286 北海道 泊 2号 P Ｔ（トラブル） 運転中
定格熱出力運転時

漏水を発見
再生熱交換器

20 2003 9/30 334 東電 柏崎刈羽 1号 B Ｍ（保全品質） 定検中
第13回

(定例試験中)
ほう酸注入系

21 2003 10/8 366 中国 島根 1号 B Ｍ（保全品質） 定検中 第24回 高圧注水ポンプ駆動用タービン

22 2003 11/4 3044 東電 福島第一 6号 B Ｍ（保全品質） 定検中 - ジェットポンプ

23 2004 1/19 2228 東電 福島第二 3号 B Ｍ（保全品質） 定検中 - 残留熱除去系

24 2004 1/22 2210 関西 高浜 3号 P Ｔ（トラブル） 定検中 第15回 蒸気発生器

25 2004 1/29 2225 東電 福島第二 2号 B Ｍ（保全品質） 定検中 - ジェットポンプ

26 2004 1/30 2226 東電 福島第二 1号 B Ｍ（保全品質） 運転中
定格熱出力運転中

導電率上昇
主復水器(A1)

27 2004 2/11 2373 原電 東海第二 - B Ｍ（保全品質） 定検中 第20回 タービン駆動原子炉給水ポンプ

28 2004 2/18 2307 東電 福島第二 1号 B Ｍ（保全品質） 運転中
定格熱出力運転中

導電率上昇
主復水器(A2)

29 2004 2/23 2370 原電 東海第二 - B Ｍ（保全品質） 定検中 第20回 高圧炉心スプレイ系スパージャノズル

30 2004 3/15 2308 四国 伊方 3号 P Ｔ（トラブル） 運転中 定格熱出力運転 1次冷却系充填ポンプ(3C)

31 2004 5/12 2439 関西 高浜 1号 P Ｍ（保全品質） 定検中 第22回 制御棒クラスタ案内管支持ピン

32 2004 9/6 2551 関西 高浜 4号 P Ｔ（トラブル） 定検中 第15回 蒸気発生器

33 2004 9/10 2529 九州 川内 1号 P Ｔ（トラブル） 定検中 第16回 蒸気発生器
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表 1-1 ニューシア[16]掲載 FIV事例一覧（対象期間：2002/01～2012/12）（見開き右側，１/３） 

 

 

No. 事象 流体 原因
プラント運転
への影響

期間 対象 小口径配管

1 フラッシング水配管からの漏水 水
定期切替時におけるポンプ締切運転時のNZ成分と

配管の共振による高サイクル疲労損傷
- - 配管 -

2 復水流量計配管(外径30mm，小口径)付け根部(A) 水
溶接不良 + 給復水系運転に伴い生じる

機械振動による疲労損傷
停止期間延長 0 h 配管 ○

3 ポンプ主軸の折損 水
組立時不良 + ポンプ運転による

繰り返し応力に伴う疲労損傷
- - 機器 -

4
低圧注入管第２隔離弁(B)ドレン配管(20A，小口径管)

溶接部からの漏水
水

RHR両系注入運転時における定圧注入配管
の振動との共振による疲労損傷

計画外停止 ？ 配管 ○

5
パッキンリーク水戻り配管(外径22mm，小口径)からの漏

水
水 ポンプ運転に伴う配管振動による疲労亀裂 - - 配管 ○

6 スラストリングの破損，ボールシャフトの摩耗 水
再循環ポンプ高速運転および絞り運転に伴う

振動荷重による振動疲労・接触摩耗
停止期間延長 0 h 弁 -

7
セットスクリュー－インレットミキサ間の隙間発生，

ウェッジの摩耗
水 ジェットポンプを流れる水流の振動等 - - 機器 -

8 ベント弁溶接部（外径26.7mm, 小口径）からの漏水 水
溶接不良 + 注水(プラント停止・起働)時の

キャビテーションによる封水注入ライン内流体の
圧力脈動および弁自体の振動に伴う高サイクル疲労

計画外停止 88 h 57 min 配管 -

9 セットスクリュー－インレットミキサ間の隙間発生 水 ジェットポンプを流れる水流の振動等 - - 機器 -

10
セットスクリュー－インレットミキサ間の隙間発生，

ウェッジの摩耗
水 ジェットポンプを流れる水流の振動等 - - 機器 -

11
セットスクリュー－インレットミキサ間の隙間発生，

ウェッジの摩耗
水 ジェットポンプを流れる水流の振動等 - - 機器 -

12
セットスクリュー－インレットミキサ間の隙間発生，

ウェッジの摩耗
水 ジェットポンプを流れる水流の振動等 - - 機器 -

13 セットスクリュー－インレットミキサ間の隙間発生 水 ジェットポンプを流れる水流の振動等 - - 機器 -

14
セットスクリュー－インレットミキサ間の隙間発生，

ウェッジの摩耗
水 ジェットポンプを流れる水流の振動等 - - 機器 -

15
セットスクリュー－インレットミキサ間の隙間発生，

ウェッジの摩耗
水 ジェットポンプを流れる水流の振動等 - - 機器 -

16
セットスクリュー－インレットミキサ間の隙間発生，

ウェッジの摩耗
水 ジェットポンプを流れる水流の振動等 - - 機器 -

17 戻り配管さや管部のひび割れ 水
最小流量運転時の流体振動による

配管内の圧力脈動
- - 配管 -

18 戻り配管溶接部のひび割れ 水
最小流量運転時の流体振動による

配管内の圧力脈動
- - 配管 -

19 胴側出口管台とエルボとの溶接部からの漏洩 水
温度揺らぎによる変動応力 + オリフィス下流の

キャビテーション振動が重畳した小口径配管
(外径60mm)の高サイクル疲労損傷

計画外停止 ？ 配管 ○

20 ドレン配管(30mm，小口径)からの漏水 水
 ドレン配管アンカー部すみ肉溶接部への応力集中

 + ポンプの振動と圧力脈動による配管系振動
に伴う疲労破損

試験中止 - 配管 ○

21
案内羽根固定ボルト・ワッシャーの脱落，案内羽根の欠

損
蒸気

ワッシャー加工不適切によるボルトの緩み→案内羽根の
振動によるボルト緩みの加速→蒸気流によるワッシャ破断

ボルト脱落に伴う案内羽根の振動による疲労破断
- - 機器 -

22
計装配管(小口径か？)のひび，セットスクリュー

－インレットミキサ間の隙間発生，ウェッジの摩耗
水 ジェットポンプを流れる水流の振動等 - - 配管・機器 ○

23 冷却水ポンプ(B)吸込側フランジ部からの漏水 水
ガスケット締め付け力の経年低下

 + 流体 or ポンプ振動によるボルトの緩み
- - 機器 -

24 旧振止め金具部での伝熱管表面の損傷 蒸気
蒸気流による伝熱管の振動に伴う摩耗減肉

（検知器精度向上により新たに検知）
停止期間延長 ？ 機器 -

25 ジェットポンプ計測管(小口径か？)のひび割れ 水 ジェットポンプの振動 - - 配管 ○

26 冷却管の損傷 蒸気 スケール付着+蒸気流による振動疲労
出力低下運転

(500MW)
189 h 30 min 機器 -

27 出口逆止弁のワッシャー欠損・脱落 水 流体振動によるワッシャー回転摩耗 - - 弁 -

28 冷却管の損傷 蒸気
スケール付着 + 蒸気流による振動に伴う

変形・摩耗減肉の加速
出力低下運転

(500MW)
？ 機器 -

29 デフレクタの脱落 水
加工時不良等による初期欠陥 + 通常運転中のプレナム部流

動 or 定検時のMUWフラッシングによる振動に伴い破断
停止期間延長 720 h 機器 -

30 ポンプ主軸の折損 水
加工時不良(応力集中係数が大きい) + ミニマムフローライン
オリフィスでの気泡発生(定検時にタンク大気開放運転をした

ため)・流入による振動に伴う疲労
ポンプ切替運転 - 機器 -

31 支持ピンの止めピン部摩耗 水 1次冷却材の流動振動による摩耗 - - 機器 -

32 旧振止め金具部での伝熱管表面の損傷 蒸気
蒸気流による伝熱管の振動に伴う摩耗減肉

（検知器精度向上により新たに検知）
- - 機器 -

33 旧振止め金具部での伝熱管表面の損傷 蒸気
蒸気流による伝熱管の振動に伴う摩耗減肉

（検知器精度向上により新たに検知）
- - 機器 -



 －8－  

 

表 1-1 ニューシア[16]掲載 FIV事例一覧（対象期間：2002/01～2012/12）（見開き左側，２/３） 

 

 

No. 年 日付 通番 会社 プラント 号機 炉型 情報区分 プラント状態
プラント状態備考

(運転状態，定検回数等)
場所

34 2004 12/15 2664 九州 川内 2号 P Ｔ（トラブル） 定検中 第15回 蒸気発生器

35 2004 12/24 2683 四国 伊方 1号 P Ｔ（トラブル） 定検中 第22回 補助建屋排気筒

36 2005 1/18 2711 原電 敦賀 2号 P Ｔ（トラブル） 定検中 第14回 蒸気発生器

37 2005 2/8 2746 原電 敦賀 2号 P Ｍ（保全品質） 定検中
第14回

(耐圧試験中)
主給水系配管

38 2005 3/19 2850 関西 美浜 1号 P Ｔ（トラブル） 運転中 定格熱出力運転 1次冷却系充填ポンプ(B)

39 2005 4/13 2942 東電 福島第二 4号 B Ｍ（保全品質） 定検中 第13回 給水系，復水浄化系

40 2005 4/28 2943 関西 美浜 1号 P Ｔ（トラブル） 定検中 第21回 排気筒

41 2005 5/12 2959 四国 伊方 3号 P Ｔ（トラブル） 運転中 定格熱出力運転 中央制御室換気空調系

42 2005 5/13 2974 原電 東海第二 - B Ｍ（保全品質） 定検中 第21回 原子炉主給水系

43 2005 6/23 3165 関西 美浜 2号 P Ｍ（保全品質） 点検中 停止中ポンプ C-主給水ポンプ

44 2005 8/5 3216 関西 美浜 3号 P Ｍ（保全品質） 定検中 - 格納容器空調ダクト

45 2005 8/22 3226 東電 福島第一 5号 B Ｔ（トラブル） 運転中
定格熱出力運転時

定例試験
定圧炉心スプレイ系

46 2005 9/13 3267 四国 伊方 1号 P Ｍ（保全品質） 運転中 定格熱出力運転 タービン潤滑油ドレンガード管

47 2005 9/16 3263 関西 美浜 3号 P Ｍ（保全品質） 定検中 第21回 タービン建屋補助蒸気配管

48 2005 11/2 7965 東電 福島第二 2号 B Ｔ（トラブル） 定検中 - 残留熱除去系

49 2005 12/10 8012 東電 福島第一 4号 B Ｍ（保全品質） 運転中 調整運転 高圧復水ポンプ

50 2005 12/10 8048 関西 大飯 1号 P Ｍ（保全品質） 運転中 電気出力75%調整運転 A-タービン動主給水ポンプ

51 2006 1/6 8066 北海道 泊 1号 P Ｔ（トラブル） 定検中 第13回 主排気筒・非常用排気筒

52 2006 2/1 8123 中部 浜岡 5号 AB Ｍ（保全品質） 定検中 第1回 湿分分離加熱器(B)

53 2006 3/13 8154 中国 島根 2号 B Ｍ（保全品質） 定検中 第13回 高圧炉心スプレイ系スパージャノズル

54 2006 6/7 8264 東電 福島第二 1号 B Ｔ（トラブル） 定検中 停止時冷却モード 残留熱除去系(A)

55 2006 6/7 8292 四国 伊方 1号 P Ｔ（トラブル） 運転中
定格熱出力運転
異常音を確認

湿分分離加熱器

56 2006 6/15 8323 中部 浜岡 5号 AB Ｔ（トラブル） 運転中
定格熱出力運転

タービン振動過大・トリップ信号発生
低圧タービン

57 2006 7/18 8626 北陸 志賀 2号 AB Ｍ（保全品質） 点検中
通番8323を受けて

低圧タービン点検を実施
低圧タービン

58 2006 11/22 8804 原電 東海第二 - B Ｍ（保全品質） 定検中 第22回 ジェットポンプ計測管

59 2007 2/8 8642 北陸 志賀 2号 AB Ｍ（保全品質） 点検中 設備の総点検 給水加熱器

60 2007 2/21 8805 原電 東海第二 - B Ｍ（保全品質） 定検中 第22回 タービン駆動原子炉給水ポンプ(A)

61 2007 4/16 8857 四国 伊方 1号 P Ｍ（保全品質） 定検中 第24回 湿分分離加熱器(1B)

62 2007 4/22 9122 九州 川内 1号 P Ｍ（保全品質） 定検中 第18回 低圧タービン

63 2007 5/22 8950 東北 女川 1号 B Ｔ（トラブル） 定検中 第17回 高圧注水系

64 2007 6/8 8928 関西 美浜 3号 P Ｍ（保全品質） 定検中 第22回 蓄圧タンク窒素供給系統

65 2008 2/1 9582 四国 伊方 2号 P Ｍ（保全品質） 定検中 第20回 湿分分離加熱器(2B)

66 2008 3/3 9623 東電 柏崎刈羽 6,7号 AB Ｍ（保全品質） 定検中 - 低圧タービン
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表 1-1 ニューシア[16]掲載 FIV事例一覧（対象期間：2002/01～2012/12）（見開き右側，２/３） 

 

 

No. 事象 流体 原因
プラント運転
への影響

期間 対象 小口径配管

34 旧振止め金具部での伝熱管表面の損傷 蒸気
蒸気流による伝熱管の振動に伴う摩耗減肉

（検知器精度向上により新たに検知）
- - 機器 -

35 排気筒水平ダクト部のひび割れ 空気 ダクト曲がり後流での圧力変動による振動疲労 - - 配管 -

36 旧振止め金具部での伝熱管表面の損傷 蒸気
蒸気流による伝熱管の振動に伴う摩耗減肉

（検知器精度向上により新たに検知）
- - 機器 -

37
主給水ヘッダードレン管(外径34mm，小口径)からの漏

水
水

　ドレン管熱移動の抑制(プラント停止時)による引張応力
+ 主給水ヘッダーの流体振動と配管の共振による

高サイクル疲労損傷
- - 配管 ○

38 マニホールドカバーボルトの折損 水 締め付けトルク不十分 + ポンプの内圧変動による疲労損傷 ポンプ切替運転 - 機器 -

39 サンプリングノズル(30mm，小口径)の折損，き裂 水

直行流中の円柱振動による疲労損傷
復水脱塩装置出口ノズル：原子炉起働・停止時の

バイパス運転時に共振域の流速となった
高圧給水加熱器出口ノズル：通常運転中に共振域となる流速

低圧給水加熱器出口ノズル：試運転時に通常運転時
と比べ一時的に流速が増加し共振

- - 配管 ○

40 排気筒底板のひび割れと固定ドレン管の脱落 空気
溶接部の施工不良 + 排気筒内部流体

の乱流振動による疲労損傷
定検作業の一部(ダ
スト発生作業)中断

？ 機器 -

41
空調用冷凍機圧縮機の羽根車吸込み部

とシールリングの損傷
空気

組立時の芯ずれ + ベーン全開少流量運転時
の乱流振動による接触摩耗

- - 機器 -

42 逆止弁のワッシャー脱落 水 流体振動によるワッシャー回転摩耗 - - 弁 -

43 ベント管台溶接部からの蒸気漏洩 蒸気
ポンプ運転振動とベント管(ボルト1本脱落後)

の共振による高サイクル疲労損傷
ポンプ隔離 - 配管 -

44 排気ファン出口の設置機器脱落 空気 ファン運転による内圧変動に伴う振動疲労 - - 機器 -

45 CSポンプ(B)系の流量調整弁の弁棒の折損 水 中間開度時の剥離流による弁棒の振動疲労 計画外停止 1152 h 15 min 弁 -

46 サポートパイプ閉止栓からの油にじみ 油 溶接時残留応力 + ポンプの機械振動 漏れ部の締め付け - 配管 -

47 配管サポートの損傷 蒸気+水
補助蒸気通気(ウォーミング中)に伴う

凝縮励起ウォーターハンマによる配管振動
タービン建屋内立ち

入り制限
1 h 20 min 配管 -

48 海水ストレーナ内のバスケットの金網の損傷 水 水流による金網の振動に伴う素線の摩耗 - - 機器 -

49
入口ヘッダーのサンプリング配管(小口径管)

溶接部からのにじみ
水

ポンプの絞り運転(定格流量の1/2)
による振動増加に伴う疲労損傷

計画外停止 1927 h 7 min 配管 ○

50
ミニマムフローラインベント配管(15A，小口径)

溶接部からのにじみ
水

ベントライン配管と出力上昇試験中の主給水ポンプ振動
の共振による高サイクル疲労損傷

- - 配管 ○

51 管理区域内補強鋼材溶接部の貫通ひび割れ 空気
主排気筒：曲がり部での乱流振動

非常用排気筒：サポートを介した主排気筒からの振動伝播
- - 機器 -

52 第２段加熱蒸気副流量調整弁の弁棒折損 蒸気
組立時不良（シートリングガスケット未挿入）

 + プラント起働・停止時の流体荷重による応力
- - 弁 -

53 デフレクタの脱落 水 スプレイ試験時の流体振動＋WJPによる振動 停止期間延長 168 h 機器 -

54 残留熱除去系(A)停止時冷却注入弁の損傷 水
前回定検時締め付け不良

 + 弁体周りの流体の乱れによる振動疲労
- - 弁 -

55 蒸気整流板の溶接部の割れ 蒸気 蒸気流による高サイクル振動疲労 計画外停止 459 h 31 min 機器 -

56 低圧タービンの羽根損傷 蒸気
蒸気の乱れによるランダム振動 + 抽気管からのフラッシュ

バック振動による振動疲労(20%負荷遮断運転試験時)
計画外停止 ？ 機器 -

57 低圧タービンの羽根損傷 蒸気
蒸気の乱れによるランダム振動 + 抽気管からのフラッシュ

バック振動による振動疲労(20%負荷遮断運転試験時)
停止期間延長 ？ 機器 -

58
ジェットポンプ計測管(外径13.8mm, 小口径)

等の破断・ひび割れ
水

PLRポンプを音源とする圧力脈動によるPLR吸込み管の共鳴
と計測管の共振に伴う振動疲労

- - 配管 ○

59 内部仕切り板のひび 水
原子炉給水ポンプのミニマムフロー運転時(系統試運転段階)

のエア溜まり部の圧力脈動による疲労損傷
- - 機器 -

60
軸封部シール水出口配管(外径49mm，小口径)

溶接部からの漏水
水

溶接溶け込み不良 + 2001年の不具合(Oリング加工時不良
 + 封水出口配管とポンプ回転振動の共振)

計画外停止 696 h 33 min 配管 ○

61 蒸気整流板の溶接部の割れ 蒸気 蒸気流の高サイクル流体加振力による高サイクル振動疲労 - - 機器 -

62 内部車室カバーの割れ 蒸気 蒸気流の高サイクル変動応力による振動疲労 - - 機器 -

63 HPCI試験用調整弁の折損 水
キャビテーション(定例試験時 開度では

キャビテーション係数0.75)に伴う流体振動による疲労損傷
計画外停止 ？ 弁 -

64
A蓄圧タンク窒素供給系統配管(1B, 小口径管)

溶接部からの窒素漏洩
空気

溶接不良 + 定検毎の減圧・加圧
による圧力変動に伴う破損

- - 配管 ○

65 天板溶接部の割れ 蒸気
溶接不良 + 蒸気流による

高サイクル流体加振力に伴う振動疲労
停止期間延長 ？ 機器 -

66 低圧タービンの羽根損傷 蒸気
蒸気の乱れによるランダム振動 + 抽気管からのフラッシュ

バック振動による振動疲労(負荷遮断運転試験時)
- - 機器 -
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表 1-1 ニューシア[16]掲載 FIV事例一覧（対象期間：2002/01～2012/12）（見開き左側，３/３） 

 

 

 

No. 年 日付 通番 会社 プラント 号機 炉型 情報区分 プラント状態
プラント状態備考

(運転状態，定検回数等)
場所

67 2008 4/18 9721 九州 川内 1号 P Ｔ（トラブル） 運転中
通常運転

巡視点検中
Ａ充てん／高圧注入ポンプ

68 2008 4/23 9778 原電 東海第二 - B Ｍ（保全品質） 定検中
第23回

試運転時
残留熱除去系熱交換器(A)

69 2008 4/30 9817 四国 伊方 1号 P Ｍ（保全品質） 定検中 第25回 湿分分離加熱器

70 2008 5/17 9808 原電 敦賀 1号 B Ｍ（保全品質） 点検中 - 原子炉補機冷却水ポンプ(C)

71 2008 7/15 9878 東電 福島第二 2号 B Ｍ（保全品質） 運転中 定例試験時 原子炉隔離時冷却系

72 2008 8/7 9947 原電 東海第二 - B Ｔ（トラブル） 定検中
第23回

調整運転中
原子炉隔離時冷却系

73 2008 8/15 9968 原電 敦賀 2号 P Ｍ（保全品質） 定検中
第16回

調整運転中
電動主給水ポンプ(A, B)ミニマムフロー弁

74 2008 9/3 9973 九州 玄海 1号 P Ｍ（保全品質） 運転中 定格熱出力運転 原子炉補機冷却水冷却器

75 2009 4/12 10317 北陸 志賀 2号 AB Ｍ（保全品質） 運転中
定格熱出力運転

オフガスモニタ指示値上昇
燃料棒

76 2009 7/3 10566 東電 福島第二 4号 B Ｍ（保全品質） 定検中 - ジェットポンプ

77 2009 7/17 10544 原電 東海第二 - B Ｔ（トラブル） 運転中 定格熱出力運転 タービン駆動原子炉給水ポンプ主油冷却器

78 2009 7/23 10467 東電 柏崎刈羽 7号 AB Ｍ（保全品質） 運転中
調整運転

オフガスモニタ指示値上昇
燃料棒

79 2009 9/14 10739 原電 東海第二 - B Ｍ（保全品質） 定検中 第24回 蒸気乾燥器

80 2009 10/11 10662 関西 美浜 2号 P Ｓ(その他情報) 運転中 定格熱出力運転 A-給水ポンプ

81 2009 10/28 10670 原電 敦賀 1号 B Ｍ（保全品質） 定検中 第32回 蒸気乾燥器

82 2010 1/22 10887 北海道 泊 1号 P Ｍ（保全品質） 定検中 第16回 制御棒クラスタ案内管支持ピン

83 2010 2/1 10813 関西 大飯 1号 P Ｍ（保全品質） 運転中
定格熱出力運転
希ガス濃度上昇

燃料棒

84 2010 3/12 10879 東電 柏崎刈羽 2号 B Ｍ（保全品質） 定検中 - ジェットポンプ

85 2010 3/23 10893 関西 美浜 2号 P Ｔ（トラブル） 運転中
定格熱出力運転

格納容器内監視カメラにより確認
化学体積制御設備充てんライン
再生熱交換器の空気抜き配管

86 2010 5/11 10948 関西 高浜 2号 P Ｍ（保全品質） 運転中 定格熱出力運転 発電機水素ガスB冷却器

87 2010 6/2 10985 東電 福島第二 1号 B Ｔ（トラブル） 運転中
定格熱出力運転

定例試験時に発見
原子炉隔離時冷却系

88 2010 8/4 11109 東電 福島第一 1号 B Ｍ（保全品質） 運転中
調整運転

HPCI起働テスト
高圧注水系

89 2010 9/10 11087 東電 柏崎刈羽 7号 AB Ｍ（保全品質） 運転中
定格熱出力運転

オフガスモニタ指示値上昇
燃料棒

90 2010 10/20 11252 北海道 泊 3号 P Ｍ（保全品質） 運転中 定格熱出力運転 主蒸気管分岐管部

91 2011 9/26 11570 原電 東海第二 - B Ｍ（保全品質） 定検中 第25回 主蒸気逃がし安全弁

92 2011 12/16 11455 九州 玄海 3号 P Ｔ（トラブル） 定検中 第13回 1次冷却系充てんポンプ(C)

93 2012 3/3 11565 原電 東海第二 - B Ｍ（保全品質） 定検中
第25回

試運転時
残留熱除去系(C)

94 2012 6/7 11544 北海道 泊 3号 P Ｍ（保全品質） 定検中 第2回 炉内熱電対引出管



 －11－  

  

表 1-1 ニューシア[16]掲載 FIV事例一覧（対象期間：2002/01～2012/12）（見開き右側，３/３） 

 

 

 

No. 事象 流体 原因
プラント運転
への影響

期間 対象 小口径配管

67 ポンプ主軸の折損 水 小流量運転時の偏流に起因する振動疲労 ポンプ切替運転 - 機器 -

68 海水出口流量調整弁 水
小開度運転時(30%)のキャビテーションエロージョン

＋流動励起振動(キャビテーション係数0.9)
試運転中断 - 弁 -

69 蒸気噴出口溶接部の割れ 蒸気
溶接溶け込み不良 + 蒸気流の高サイクル

流体加振力による振動疲労
- - 機器 -

70 出口逆止弁ワッシャーの破損 水
分解点検時に仕様の異なるワッシャー設置

 + 流体によるワッシャー振動摩耗・弁体のチャタリング
による衝撃に伴う振動疲労

- - 弁 -

71 蒸気止め弁の不具合 蒸気
タービン止弁全開時における蒸気流による

振動に伴う浮上ヘッドレバーの外れ
RCIC制限逸脱 - 弁 -

72 タービン排気ライン逆止弁の弁体ネジ部の損傷 蒸気+水
RCICタービン低速回転時における凝縮振動

に伴う逆止弁開閉動作による振動疲労
RCIC制限逸脱 - 弁 -

73 制御用空気配管(銅管)の折損 空気
ポンプ運転時振動と空気配管の共振

による振動疲労
- - 配管 -

74 ゴムライニングの剥離に伴う海水流量低下 水
経年劣化による剥離 + 内部流体の影響

による振動に伴う剥離の進行・破断
CCWクーラ切替運転 - 機器 -

75 燃料棒からの漏えい 水
ワイヤー状の異物の混入・接触振動

によるフレッティング摩耗
出力低下運転(60%) 297 h 32 min 機器 -

76 ジェットポンプビームの位置ずれ 水
異物かみこみによるビーム据え付け不良

 + プラント運転中の流体振動によるビームのずれ
- - 機器 -

77 主油冷却器伝熱管からの漏洩 油
冷却器内の油の流れによる
伝熱管の振動に伴う摩耗

計画外停止 807 h 機器 -

78 燃料棒からの漏えい 水
ワイヤー状の異物の混入・接触振動

によるフレッティング摩耗
計画外停止 ？ 機器 -

79
プレナムパーテーション・フードの溶接部，

およびリフティングアイの回り止め溶接部のひび割れ
蒸気

蒸気流による振動疲労(起動時のタービン主蒸気止弁
急開を伴う試験による初期き裂の発生，

通常運転時の流動振動による疲労)
- - 機器 -

80
排水管分岐部(T継手，25A, 小口径管)

からの蒸気漏出
水

排水管固定Uボルトの緩み + ミニマムフロー
運転時振動による高サイクル疲労損傷

ポンプ切替運転 - 配管 ○

81 複数箇所の溶接部にヒビ 蒸気 蒸気流による振動疲労 - - 機器 -

82 支持ピンの止めピン部摩耗 水 1次冷却材の流動振動による摩耗 - - 機器 -

83 燃料棒からの漏えい 水
異なるメーカの燃料集合体の採用による偏流の発生・

サイドジェットの増加による燃料棒振動の増加
計画外停止 2490 h 30 min 機器 -

84 ジェットポンプ計測管(外径14mm, 小口径管)の切損 水
プラント起働・停止に伴う再循環系ポンプ水圧の変化や

ジェットポンプ振動との共振による疲労損傷
- - 配管 ○

85 空気抜き配管溶接部(2B→3/4B，小口径管)の損傷 水
充てんポンプ(100%出力運転時)の圧力脈動

との共振による振動疲労
計画外停止 422 h 40 min 配管 ○

86 冷却水ドレン配管(外径25mm, 小口径管)の損傷 水
ドレン弁改造に伴う発電機運転時振動

との共振による振動疲労
出力低下運転(90%) - 配管 ○

87 蒸気止め弁の弁棒折損 蒸気
点検時のミスによる初期亀裂
＋蒸気流の振動による疲労

計画外停止 173 h 2 min 弁 -

88 テスト配管戻り弁下流配管支持構造物の脱落 水
オリフィス＋弁の組合せによる水系配管内での
乱流発生に伴う加振力を原因とする振動疲労

- - 配管 -

89 燃料棒からの漏えい 水
ワイヤー状の異物の混入・接触振動による

フレッティング摩耗
出力低下運転 351 h 10 min 機器 -

90
タービン入口管ドレン弁接続配管(6A, 小口径管)

からの漏洩
蒸気+水

ドレン配管(40A)水溜り上部における蒸気流の気柱共鳴
＋ドレン部への伝播による振動疲労

- - 配管 ○

91 セットピンの折損 蒸気
安全弁作動による振動 + 蒸気流による振動

による振動疲労
- - 弁 -

92 ポンプ主軸の折損 水
体積制御タンク低水位運転時のガス流れ込みで

生じる振動による高サイクル疲労
ポンプ切替運転 - 機器 -

93
低圧注水系注入弁差圧検出配管(20A，小口径管)

付け根溶接部からの漏水
水

エア溜り発生に伴うポンプ運転時の
エア振動による高サイクル疲労

- - 配管 ○

94 炉内熱電対引出管(外径8mm，小口径管)の損傷 水
頂部プレナム内1次冷却材流れによる
引出管の共振に伴う高サイクル疲労

停止期間延長 ？ 配管 ○
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表 1-2 炉型別 FIV事例発生件数（表 1-1の分析） 

炉型 事例件数 事例件数割合 プラント数 プラント数割合 

BWR 46件 48.9% 28基（浜岡 1-2号，福島第一 1-4号も含む） 50% 

PWR 40件 42.6% 24基 42.9% 

ABWR 8件 8.5% 4基 7.1% 

 

表 1-3 FIV事象発生時のプラント運転状態（表 1-1の分析） 

プラント状態 事例件数 割合 

定格運転中 74件 78.7% 

部分負荷運転時 20件 21.3% 

内訳 プラント起動・停止時 6件 － 

調整運転 5件 － 

試運転・確認運転 5件 － 

負荷遮断運転 4件 － 

 

表 1-4 影響を受けた構造物別 FIV事例発生件数（表 1-1の分析） 

流体 事例件数 割合 

機器 50件 53.2% 

配管 30件 31.9% 

配管・機器 1件 1.1% 

弁 13件 13.8% 

 

表 1-5 励振源別 FIV事例発生件数（表 1-1の分析） 

発生箇所 励振現象 事例件数 小口径配管事例件数 

特定の構造物 

単一円柱振動・SGなどの管群振動 11件 2件 

燃料棒のデブリフレッティング 3件 － 

タービン羽根のランダム振動・逆流 4件 － 

動的機器 
ポンプ運転による圧力脈動 19件 9件 

機械運転・系統運転による圧力脈動 5件 3件 

静的機器 

分岐管気柱共鳴（キャビティトーン） 3件 1件 

空気ばね振動・空気流入時振動 4件 1件 

キャビテーション 4件 2件 

凝縮誘起ウォーターハンマ・凝縮振動 2件 － 

流体荷重 4件 1件 

機器内部での乱流 18件 2件 

配管要素（弁・バルブ・オリフィス）での乱流 17件 1件 
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表 1-6 FIV事例によるプラント運転への影響（表 1-1の分析） 

プラント運転への影響 事例件数 割合 累積時間 1件あたり平均時間 年平均時間 

計画外停止 14件 14.9% 8217時間 35分 587時間 747時間 

停止期間延長 8件 8.5% 888時間 111時間 81時間 

出力低下運転 5件 5.3% 838時間 12分 167時間 40分 76時間 

機器切替運転 6件 6.4% － － － 

その他 8件 8.5% 1時間 20分 10分 7分 

影響なし 53件 56.4% － － － 

 

表 1-7 計画外停止・停止期間延長となった FIV事例一覧（表 1-1の分析） 

プラント運転 

への影響 
発生場所 事象概要 原因 期間 

計画外停止 

燃料棒 燃料漏洩 管群振動 2490h 30min 

高圧復水ポンプ 小口径配管損傷 ポンプ運転時圧力脈動 1927h 7min 

低圧炉心スプレイ系 弁棒折損 流体荷重 1152h 15min 

給水ポンプ主油冷却器 伝熱管破損 管群振動 807h 

給水ポンプ 小口径配管損傷 ポンプ運転時圧力脈動 696h 33min 

湿分分離加熱器 整流板割れ 乱流 459h 31min 

再生熱交換器 小口径配管損傷 ポンプ運転時圧力脈動 422h 40min 

隔離時冷却系 弁棒折損 乱流 173h 15min 

ポンプ封水注入ライン 小口径配管損傷 キャビテーション 88h 57min 

残留熱除去系 小口径配管損傷 ポンプ運転時圧力脈動 不明 

再生熱交換器 小口径配管損傷 キャビテーション 不明 

低圧タービン 羽根損傷 ランダム振動・逆流 不明 

高圧注水系 弁棒折損 キャビテーション 不明 

燃料棒 燃料漏洩 デブリフレッティング 不明 

停止期間延長 

高圧炉心スプレイ系 デフラクタ脱落 乱流 720h 

高圧炉心スプレイ系 デフラクタ脱落 乱流 168h 

再循環系 弁部品損傷 ポンプ運転時圧力脈動 不明 

高圧復水ポンプ 小口径配管損傷 系統運転時圧力脈動 不明 

炉内計装配管 小口径配管損傷 単一円柱振動 不明 

湿分分離加熱器 天板割れ 乱流 不明 

低圧タービン 羽根損傷 ランダム振動・逆流 不明 

蒸気発生器 伝熱管表面傷 管群振動 不明 
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表 1-8 小口径配管振動発生部位と溶接手法・溶接不良の有無（表 1-1の分析） 

小口径配管全事例数 22件 

破損部位 
溶接箇所 溶接箇所以外 

17件 5件 

溶接手法 
すみ肉・ソケット溶接 突合せ溶接 － 

16件 1件 － 

溶接不良・溶け込み不良 
あり なし なし － 

8件 8件 1件 － 
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1.2 圧力脈動源に起因する配管振動の評価手法 

1.2.1 小口径配管振動事例の主要な励振メカニズム 

1.1.2 項で述べたように、配管振動の中でも特に発生件数が多い小口径配管振動は全事例の 25%程度を占

めており、かつ FIV が原因のトラブルによるプラント停止総時間の 40%を占めている。即ち、プラントの

安定な運転に対しての影響が大きい小口径配管の振動対策／振動防止は、プラントにおける FIV 事象頻度

ならびにプラント停止時間の低減に非常に効果的であり、重要な課題であると言える。一方、1.1.3 項で述

べた ASME コード[17]や SwRI のチャート[18]などの既存の手法を用いて小口径配管の振動評価を行うために

は、あくまで振動測定が必要となる。従って、測定すべき箇所やスクリーニングすべき配管系統を抽出し

選定する手法が必要である。一般に配管の振動／疲労損傷は、分岐管／弁／ポンプ／絞りなど、様々な配

管要素での圧力脈動を励振源（音源）としそれが伝播することで発生することが多く、1.1.2 項で調査した

国内プラントにおける FIV 事例における小口径配管の振動事例 22 件の内、配管内の圧力脈動によって生じ

たものは 20 件と多くを占める（表 1-5）。圧力脈動源としては、ポンプ／回転機械などの運転に伴い発生す

るものが 12 件、機器内部や弁／エルボ後流などで生じる流れの乱れに起因するものが 3 件である。その他、

高サイクルのものとしては、キャビテーションが 2 件、キャビティトーンが 1 件、空気ばね振動が 1 件で

あり、低サイクルのものとしては定検毎の減圧／加圧による流体荷重が 1 件である。このように、小口径

配管の振動事例における励振源（音源）は多岐に亘ることが特徴であり、スクリーニングすべき配管系統

の選定を行う上では、励振源（音源）の特定も重要な判断材料となる。 

ポンプ／圧縮機などの羽根を有する回転機械の運転時には、羽根通過枚数（羽根枚数×圧縮機回転数）

およびその高調波成分を有する圧力脈動が発生する。また、その共振振動数は、一般に回転数やハーモニ

クス次数を用いた比較的簡単な式で評価可能であることがわかっている。この現象では必ずしも定格運転

で振幅が最大となるわけではなく、部分負荷時においても共振しないように配慮する必要があるため、例

えば回転数を制御するようなポンプでは運転管理法の問題ともなる。圧力脈動の許容値の評価基準は明確

な規定はないため評価が難しいが、対象となる管内脈動の周波数が 100 Hz 程度以下であれば往復圧縮機の

評価基準が適用できる可能性がある。 

機器内部や弁／エルボ後流などでは、乱流に起因する圧力脈動（乱流励振）が発生する。一般に乱流励

振は比較的高周波まで広帯域の励振成分（数千 Hzまで）を有するために多かれ少なかれ発生してしまうも

のであるが、低周波側の方が大きな励振成分を有する特徴がある。例えば流路形状が複雑な流量調節弁

（玉形弁など）や小開度時の縮流部で音速となるような噴流などからの圧力脈動がよく知られている。一

般にバルブの振動は小開度の時に大きく、定格運転（全開時）の時には小さくなるため、特にプラント起

動や停止などの部分負荷時に注意する必要がある。また、高速かつ圧縮性を有する蒸気噴流からの騒音レ

ベル自体を緩和するためには、縮流部で音速となり衝撃波が生じるような高速の流れを避ける工夫が必要

である。既存の研究例として、モデル実験と数値計算に基づいて中間開度時の弁周りの振動発生メカニズ

ムを解明し振動を抑制する弁体構造を提案したものもある[19],[20]。 

キャビテーションは、水系の弁やオリフィスなどの縮流部、ポンプの翼列上などで流体力学的に減圧す

ることによって生じる気泡のs オーダーの急激かつ超高速の成長／崩壊に伴う流体現象であり、ポンプな

どの機器の性能劣化、壊食、振動などの障害をもたらすだけではなく、広帯域の圧力変動源となる。特に

ポンプでキャビテーションが発生すると管路系の流体に自励的な脈動現象が発生することがある。キャビ
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テーションでは減圧が現象の支配因子であり、代表点の静圧と流速、流体の飽和蒸気圧と密度を用いたキ

ャビテーション係数で発生しやすさを評価可能であることが知られている。種々の試験体における初生キ

ャビテーション数は体系やレイノルズ数に強く依存することが知られており、キャビテーション数が 4 以

上となる場合には、キャビテーションは発生しにくい。基本的な対策としては設計時の対策が必要である

が、実機事例などを踏まえると部分負荷運転条件や経年劣化の影響を考慮した対策も必要である。 

空気ばね振動は、水系の閉止分岐管に空気が混入した際に、圧縮性の違いにより空気塊がばねとして作

用し振動が生じたものである。空気ばねによる周波数は通常のばね振動の周波数により評価可能であると

考えられ、一般的には周波数が低く構造や渦との共振に至る可能性があるため注意が必要である。閉止分

岐管内へ伝播する圧力変動についての定量的評価に関する知見はないが、絞り部を流れが通過する際の流

れの乱れによって圧力変動が発生し配管を振動させると考えられる。オリフィス部で生成される音響成分

の簡易的なモデル化として、オリフィス部の圧力損失や乱流エネルギーと生成される音響成分（オリフィ

ス入口部の圧力脈動）には線形の相関があると考えられるため、設計条件などを基にしたオリフィス部音

源のモデル化が可能であると考えられる。 

キャビティトーンは流体自励音の一種であり、配管内などに存在するキャビティ部において、上流端で

の剪断層剥離により放出された渦が、流れに乗って下流端に衝突[21],[22]することによりキャビティ内に音波、

即ち圧力脈動が生じる現象である。発生した圧力脈動の周波数、即ち渦の放出周波数は主流の流速によっ

て変化し、特に分岐管のような深いキャビティに対しては、渦の放出周波数が分岐管部の構造により定ま

る気柱の固有振動数と一致すると、分岐管の深さ方向の音響モードと剪断層の不安定性との連成により分

岐管内において強いピーク音（圧力脈動）を伴う気柱共鳴が生じる[23],[24]。この時、圧力脈動が分岐部上流

端での渦放出を誘発するフィードバック機構が形成され、特定の流速範囲において渦放出周波数が分岐管

の固有振動数と一致（ロックイン）する（図 1-3）。1.1.2 項で述べた国内事例では、ドレン配管水溜り上部

において発生した圧力脈動がドレン部へ伝播して小口径配管の損傷に至った（図 1-4[25]）。また、1.1.1 項で

も述べた米国 BWRプラント事例では、出力向上により主蒸気管内蒸気流速が上昇し 1次モード（渦 1つ）

での共鳴条件に近づき、発生した圧力脈動が主蒸気配管および蒸気ドーム内を伝播してドライヤに繰り返

し荷重として作用したためにドライヤの高サイクル疲労損傷に至ったと報告されている[10]-[12]。定格運転時

であっても 2 次モード（渦 2 つ）での共鳴条件に近づき圧力脈動が発生する場合もあり、また発電プラン

トの蒸気系配管には多数の分岐部があるためにプラントの停止時や起働時なども含めプラント出力を変更

した際に事象が顕在化する場合もある。このように様々な条件で発生し得ることや、小口径配管損傷に留

まらずドライヤのような大型構造物の損傷原因ともなることなどから、FIV の中でも非常に重要な事象で

あり、プラントにおけるトラブル未然防止のためには共鳴の発生条件の予測が求められる。 

上述の通り励振源となる現象は多岐に亘るものの、個別の FIV 現象自体は古くから研究が進められてい

るため多くの知見があり、基本的なメカニズムの解明が進んでいるものが多い。その一方で、現象の理解

に基づく予測や、励振源（音源）の評価手法については必ずしも整備が十分ではない場合もあり、スクリ

ーニングや事象の未然防止に資する知見整備には課題が残されていると考えられる。 

1.2.2 既存の配管振動評価法 

フランス電力公社（EdF, Électricité de France）では、弁が接続された小口径配管の振動応力評価が行われ

ている（図 1-5[26]）。対象とされているのは母管にソケット溶接された小口径配管に弁が接続された体系で
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あり、支持がない場合におけるソケット溶接部の応力を解析的に評価している。解析モデルは片持ち梁を

仮定したものである。実機プラントにおける弁や小口径管にはサポートがあることが多いと考えられるが、

フランスではサポートを設けていない事が多く、振動が激しい箇所については母管からサポートを取るよ

うにしているようである。従って、弁や小口径管にサポートがあるような体系への解析の拡張は現状では

検討されていない。なお、EdF では実際に多くの小口径管について振動計測をしており、弁部の振動速度

が 20 mm/s を越えるとサポートを取り付けるようにしているようである。本評価モデルを用いて小口径配

管振動の評価を行う上では、入力として振動速度を計測する必要があるため、計測箇所のスクリーニング

にそのまま適用できるものではない。ただし、振動速度と励振源の強度／周波数の関係を対応づけること

ができれば、実際の応力評価モデルとして有効であると考えられる。 

また、小口径配管を対象としたものではないが、Na 冷却高速炉のホットレグ配管（大口径）を対象とし

た流力振動評価手法が提案されている（図 1-6[27]）。本手法は特定の大口径配管系を適用対象としたもので

あるが、内径の小さいエルボにおいても流れの乱れは発生するため、スケール則を考慮すれば適用可能で

あると考えられる。また、対象とされる配管系が限られているが、配管振動評価法の考え方としては十分

参考になるものであり、他の配管系への適用範囲の拡充をする際に有効に活用可能であると考えられる。 

近年では、IPP-Centre Ltd.（ウクライナ）[28]、PETROBRAS（ブラジル）[29]、Royal Dutch Shell（マレーシ

ア）[30]、VIBRATEC（フランス）[31]、Shell International（米国）[32]、PGESCo（エジプト）[33]などにおいて、

石油化学プラントや火力／原子力プラントへの適用を想定した配管振動解析ツールやスクリーニング手法

の開発も進められている。例えば Royal Dutch Shell社では、LNGプラントを対象とした WEBブラウザで動

作するツールの開発を進めており、様々な励振メカニズムに起因する振動疲労による配管健全性のスクリ

ーニングやリスクに基づいた検査（RBI, Risk Based Inspection）を活用した管理ランク設定に活用する目的

とのことである（図 1-7[30]）。また、VIBRATEC 社では、FIV に起因する配管系振動の予測手法の開発を進

めており、スクリーニングを行った上での詳細評価として、無次元で評価した音源を入力とし有限要素法

（FEM, Finite Element Method）により音響／構造解析を行うことで音響／振動応答を評価し、最終的には疲

労評価を行うとのことである（図 1-8[31]）。Shell International社では、配管系統における FIVのスクリーニン

グ手法の開発が進められており、三段階で行うとの考え方であるが、ガイドラインによる手法（High-Level 

Screening）では粗く、数値流体力学（CFD, Computational Fluid Dynamics）と FEMによる数値計算を活用し

た詳細手法（Comprehensive Screening）ではコストが大きいことから、中間手法（Intermediate Screening）に

着目している（図 1-9[32]）。これらの配管振動評価手法に共通することとして、励振源（音源）の特定と励

振源特性の入力が求められる点が挙げられ、1.2.1項でも述べたように重要な課題である。 

FIV の中でも非常に重要な事象の一つである分岐部の音響共鳴現象を主な音源の対象としたものとして

は、上述した配管振動解析ツールと似たような考え方に基づき、ドライヤ健全性の事前評価手法が Morita

らにより提案されている（図 1-10[34]）。本手法では、流動計算による音源評価から構造計算によるドライヤ

部応力評価までの一連の評価を数値計算のみによって評価可能であり、実機ドライヤの振動測定等に基づ

いた予測手法の妥当性確認を行うことで、実機の健全性評価も可能となると考えられる。音源は電力中央

研究所開発の蒸気流計算コードを用いた詳細 CFD 計算により評価するため、計算負荷が大きく評価に時間

を要する。従って、物量の多い小口径配管などの評価には必ずしも適さない。 
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図 1-3 分岐管部で生じる音響共鳴 

 

 

 

図 1-4 国内プラントにおけるキャビティトーン発生事例[25] 
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図 1-5 小口径配管振動評価フロー（左）と小口径配管振動モデル（右）[26] 

 

 

 

図 1-6 流力振動評価フロー（左）と適用対象配管系（右）[27] 
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図 1-7 配管振動解析ツールの画面表示例[30] 

 

 

 

図 1-8 配管振動予測手法のフロー概念[31] 
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図 1-9 配管振動のスクリーニング概念（左）と中間スクリーニングのフロー概念（右）[32] 

 

 

 
図 1-10 ドライヤ健全性の事前評価手法のフロー[34]  
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1.3 配管分岐部における音響共鳴現象に関する既存知見 

1.2.1 項にて述べたように、配管分岐部（キャビティ部）において生じうる音響共鳴現象（キャビティト

ーン）は、国内プラント事例において小口径配管の励振源となる主要な現象の一つであり、更に米国 BWR

プラントにおいては大型の構造物であるドライヤの損傷原因となるなど、FIV の中でも非常に重要な事象

である。数値計算により音源を評価する手法は提案されているものの、計算負荷などの観点から物量の多

い小口径配管などの評価には課題がある。従って、音源の特性を簡易に評価し共鳴発生条件や音源強度を

予測することでスクリーニングや事象の未然防止に資するための知見の整備が肝要である。 

共鳴発生条件の予測には、音源（圧力脈動源）の特性として、ストロハル数（St 数：流体の移流時間と

振動周期の比（＝分岐管の共鳴周波数×分岐管内径／主管内の流速））に対する圧力脈動振幅と卓越周波数

の応答特性の評価が求められる。米国BWRのドライヤ損傷の音源が発生した逃がし安全弁管台などに見ら

れる片側閉止分岐管のような深いキャビティに対しても、このような研究は古くから数多く行われており、

Ziadaら[35]はこれらの既存研究を体系的に整理することで共鳴の発生条件である共鳴限界 St数マップ等の設

計指標を提案している。St 数にも含まれる共鳴周波数は、共鳴現象を評価する上でも重要なパラメータの

一つであり、音速と分岐部の形状寸法を用いた一般的な理論式により計算される。この手法では、分岐管

内に形成される定在波の 1/4波長が分岐管長よりも少し長くなることが知られており、開口端補正長（開口

端補正係数を分岐管内径 d に乗じたもの）を分岐管長に加えて評価をすることが一般的である[1]。Rayleigh

の音響理論[36]によれば、開口端補正長は気体では一般に概ね 0.39d から 0.425d 程度となるとされており、

例えば Morita ら[34]や Knotts ら[37]の既存研究では、0.425d を開口端補正として共鳴周波数に対して考慮して

いる。単一の片側閉止分岐管における圧力脈動振幅応答としては、St 数が概ね 0.3 から 0.6 程度の範囲にお

いて強い音響共鳴が発生し、St 数が 0.4 から 0.44 程度において圧力脈動振幅が最大となるとした先行研究

が多い[21],[34],[37]-[39]。 

発電プラントにおける分岐管の本数、配置、分岐管開口部の上下流端形状（丸み有無）などは様々であ

り、これらの影響についても多くの研究がなされている。例えば、Weaver ら[38]は分岐部上下流端に丸みを

つけた場合の影響を調査し、分岐部上流端に丸みを付けた場合には音圧への影響は小さく周波数が変化し、

一方で分岐部下流端に丸みを付けた場合には周波数への影響は小さく音圧が低下することを明らかにした。

また、これらに基づいて音響共鳴を低減させる最適な開口部丸みの曲率半径を含む主蒸気逃がし安全弁の

設計指標を提案した。Knotts ら[37]は分岐管開口部の上下流端部形状の影響を調査し、端部処理なし（sharp）、

斜め面取り（beveled）、傾斜（ramp-shaped）、丸み（curved edges）の 4 通りの形状における圧力振幅低減効

果を明らかにした。Ziada ら[39]は、分岐管の本数（単一、複数）や配列（直列（tandem）、同軸（coaxial））、

分岐管と主管の口径比、上流エルボと分岐管の距離（偏流）の影響を調査し、分岐管の口径比や上流エル

ボとの距離は共鳴限界 St 数に強く影響を与えると述べている。加えて、最大圧力脈動振幅は放射損失と粘

性損失の影響を強く受け、直列や同軸配置などの複数分岐管体系における最大圧力脈動振幅は単一分岐管

体系に比べて大きくなると述べている。 

この他にも非常に多くの研究がなされているものの、これらの先行研究の大半は空気流を対象としたも

のであるため、既存知見を実プラント蒸気配管へ適用するために、まずは空気と蒸気の物性の違いによる

影響を理解する必要がある。蒸気流を対象とした研究例としては、既に述べた実機BWR主蒸気系における

音響共鳴現象の CFD 計算による評価手法構築[34]や、BWR 主蒸気系の実温実圧条件における蒸気試験[40]が
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実施されており、気体単相流となる乾き蒸気（過熱蒸気）と空気では概ね同様の音源特性であることが示

されている。ここで、一般にプラント等の蒸気系配管では、配管からの放熱やタービン仕事等によるエネ

ルギー低下により部分的に蒸気が凝縮し、気液二相流状態である湿り蒸気となっていることが多い。この

ような湿り蒸気流中に存在する液滴や液膜によって、共鳴現象の圧力振幅や周波数の特性が変化する可能

性があり、トラブルを未然に防止するためには蒸気の湿りが音響共鳴現象に与える影響を正確に把握して

プラントの設計や運用手順に反映することが肝要である。しかし、上述の CFD 計算[34]では湿り蒸気流を均

質流として扱っているため、湿り蒸気流中の液滴や液膜の影響を定量的に評価することは困難であり、例

えばBWR実機蒸気条件である僅かに湿った蒸気状態への適用性評価は必ずしも十分ではない。また、気液

二相流の流動計算には多大な負荷を要することから、プラント内に膨大に存在する配管に対するスクリー

ニング等を目的とした予測手法としては必ずしも現実的ではなく、かつ湿り蒸気流を対象とした実験は非

常に少ないため、計算結果の妥当性を確認することも現状では困難であると言える。気液二相流を対象と

した音響共鳴の研究としては、Omrani ら[41]および Sanna ら[42],[43]による Tandem 配列の T 管を対象とした水

―空気二相流における実験があり、液相の存在は圧力振幅や周波数に影響を及ぼすと指摘されている。た

だし、対象とする流動様式が層状流／波状流といった分離流に限定されている。また、湿り蒸気を対象と

した研究としては、Okuyama ら[44]により BWR 主蒸気系の蒸気条件を想定した単一分岐管の試験が実施さ

れており、試験条件範囲内（圧力 7 MPa 程度、湿り度 0.13%以下）では圧力振幅への蒸気湿り度の影響は

小さいことが指摘されている。これは上述した水―空気二相流における先行研究[41]-[43]の結果とは異なる結

論であり、両者の結果の差についての解釈は不十分である。共鳴周波数に含まれる音速については、

Collinghamら[45]およびEnglandら[46]により湿り蒸気音速の計測が行われており、等エントロピー仮定の理論

式に比べ、飽和蒸気音速に近い値となることが指摘されている。この点は Okuyama ら[44]の結果とも整合す

るが、そもそも湿り蒸気音速や蒸気条件での開口端補正係数に関して実験値が殆ど見当たらないため、重

要なパラメータの一つである共鳴周波数についても十分に予測可能であるとは言えない。このように湿り

蒸気流を対象とした実験は依然として少なく、共鳴現象に対する湿り蒸気流中の液滴や液膜の影響は必ず

しも明らかになっているとは言い切れないため、現状では共鳴現象に対する湿り蒸気流中の液滴や液膜の

影響を考慮して音源特性を評価することは難しい。 
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1.4 本研究の位置付けと目的 

既に述べてきたように、FIV の中でも非常に重要な事象である配管分岐部の音響共鳴現象については、

音源特性の評価に基づいて共鳴発生条件や音源強度を予測することでスクリーニングや事象の未然防止に

資するための知見の整備が肝要である。1.2.2 項で述べたドライヤ健全性の事前評価手法[34]などの先行研究

調査結果を参考に、音響共鳴などの音響的な圧力脈動に起因する配管振動疲労の事前評価フローを整理し

た（図 1-11）。既に述べているように、現状この中で評価に課題があるのは音源の特定と音源特性の評価で

ある。特に、実蒸気配管を対象とした配管分岐部の音響共鳴現象の予測評価手法を確立するためには、湿

り蒸気流中の液滴や液膜が音響共鳴の音源特性に与える影響を正確に評価することが求められる。これを

踏まえ、本研究では蒸気の湿りが圧力脈動振幅／共鳴周波数／共鳴限界ストロハル数（St 数）などの音源

の特性に及ぼす影響を把握することにより湿り蒸気流中の音響共鳴現象の特性を明らかにし、簡易的に音

源を評価可能な手法の構築を目指すものである（図 1-12）。本論文の主要な構想（図 1-13）を以下に述べ

る。 

第三章では、大半の既存知見が空気流を対象としたものであることを踏まえ、音響共鳴現象を評価する

上での研究課題である物性および蒸気状態の影響に着目した研究成果を取り纏め、実蒸気配管での現象予

測に対する既存知見の適用可否を判断する。音源特性の内、圧力脈動振幅／卓越周波数の応答特性に焦点

を当て、高温／高圧の蒸気流を高い精度で安定に制御可能な試験設備を用いた乾き／湿り蒸気流動試験、

および分岐管の形状寸法比を蒸気試験と一致させた空気流動試験の結果を整理する。各試験結果の比較に

基づき、気体単相流での物性の違いが音響共鳴現象に及ぼす影響、気体単相の乾き蒸気と気液二相の湿り

蒸気の場合での現象の違いを把握する。 

第四章では、音源特性の内、共鳴周波数と共鳴限界 St 数に着目した研究成果を取り纏める。一般的な理

論式で共鳴周波数を評価するには開口端補正係数を含む分岐部の形状寸法パラメータと音速が必要となる

が、蒸気における開口端補正係数、湿り蒸気音速についての既存知見が少ない。これを踏まえ、計測した

共鳴周波数に基づいて評価した開口端補正係数と既存の音響理論とを比較し、また同様に評価した湿り蒸

気音速と既存の理論式および相関式とを比較することで、共鳴周波数理論式の適用性を明らかにすると共

に、湿り蒸気流中の共鳴周波数の評価手法を提案する。更には、提案する共鳴周波数評価手法に基づいた

共鳴限界 St 数に対する流体や蒸気の湿り度の依存性を明らかにし、湿り蒸気流における圧力脈動振幅応答

の保守的な予測手法を提案する。 

第五章では、音源特性の内、乾き蒸気と湿り蒸気で大きな違いが見られた最大圧力脈動振幅応答に着目

した研究成果を取り纏める。最大圧力振幅に対する蒸気圧力と蒸気湿り度の複合影響を蒸気流動試験によ

り定量評価し、併せて湿り蒸気の流動様式の可視化試験に基づいた既存の流動様式線図の拡張、液滴のダ

イナミクスが減衰に及ぼす影響の理論的な解析と考察を踏まえて、湿り蒸気での最大圧力振幅の低下に対

する主要な影響因子を抽出する。また、二相流の数値計算には多大な計算負荷を要することを踏まえ、湿

り蒸気流における振幅低下メカニズムの考察に基づいた簡易的な音源評価手法を構築する。 

第六章では、実際の蒸気配管においては複数の分岐管で音響共鳴が発生し、振幅を音響的に強め合う連

成効果が生じる場合があることを踏まえ、音響共鳴現象を評価する上での研究課題である分岐管の本数や

配置などの体系影響に着目した研究成果を取り纏める。分岐管３本を直列に配置した体系、分岐管２本を

同軸に配置した体系における蒸気流動試験に基づいて、複数分岐管で音響共鳴が発生する複雑な体系へ簡
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易的な音源評価手法を拡張するための知見を集約する。併せて、分岐部形状の影響についての既存知見を

踏まえ、実蒸気配管において簡易的に音源評価を行う上で考慮すべき点を整理する。 

第七章では、簡易的な音源評価手法に基づいた圧力脈動の伝播／応力評価手法に焦点を当てた研究成果

を取り纏める。既存のドライヤ健全性評価手法などを参考に、汎用構造解析コードについて調査を行い、

湿り蒸気の簡易的な音源評価を入力条件とした場合に音源で発生する圧力脈動の伝播ならびに構造物周り

の音圧荷重に基づいた応力までを一貫して評価可能な手法について検討し、評価を行う上で注意すべき点

を整理する。 

最後に本研究により解明された湿り蒸気流中の音響共鳴現象を統括すると共に、湿り蒸気流中の音源評

価手法の高度化に向けた今後の研究課題を明確化する。 

 

 

 

 

 

図 1-11 配管振動評価手法のフロー概略 
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図 1-12 研究の全体像と本研究の位置付け 

 

 

 

図 1-13 本論文の主要な構成 
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配管に生じる振動振幅・応力評価
対象：配管 方法：構造解析

①音源評価

②伝播評価

③応力評価

音源部からの音響成分

各場所における荷重

※：圧力変動の内，配管内を長距離に
亘って伝播する周期的な変動成分

[1章]研究背景

[2章]音響共鳴現象に関する理論

[3章]①音源評価（モデル実験） ～物性／蒸気状態影響～
・空気／乾き蒸気、乾き／湿り蒸気の違い

[4章]①音源評価（モデル実験） ～共鳴周波数評価手法～
・開口端補正係数、湿り蒸気音速

[5章]①音源評価（モデル実験） ～湿り蒸気での振幅低下～
・流動様式、配管内圧力（スケール効果）、密度比影響

[6章]①音源評価（モデル実験） ～体系影響～
・複数分岐管での連成影響、偏流影響

[7章]音源評価法に基づいた②伝播／③応力評価（解析評価）
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2. キャビティトーン現象に関する理論 

2.1 キャビティトーン現象の一般的なメカニズム 

キャビティトーン現象の一般的なメカニズムについては 1.2.1 項でも簡単に述べた通りであり、配管内な

どに存在するキャビティ部において、上流端での剪断層剥離により放出された渦が、流れに乗って下流端

に衝突することによりキャビティ内に圧力脈動が生じる現象である。一般に自由剪断流の下流にキャビテ

ィのような圧力波の反射端となる構造物が存在する場合に、剪断層の剥離によって放出される渦構造の放

出周波数が特定の値に拘束される場合がある[1]。キャビティトーンはこれによって発生する流体自励音現

象の一つであり、キャビティの下流端に渦が衝突した際に生じる擾乱が音速で上流端に伝播し、再び上流

端での剪断層剥離を誘発するといったフィードバック機構が形成される。このような流体と音の相互作用

（Fluid-acoustic interactions）により、本質的に不安定な剪断層内に規則的な渦が形成されることとなり、狭

帯域のピーク音が発生する。発生するピーク音の周波数 f、即ち渦の放出周波数は主流の流速によって変化

し、二次元矩形キャビティを対象とした先行研究による Rossiter の式[47]を修正した次式[24]で表されること

が知られている。 

  2
1 1 2

h R

c

n CU
f

Ma Ud
UMa





 

                  (2-1-1) 

ただし、U：主流の断面平均速度、d：キャビティ長さ、nh：キャビティ部に存在する渦の個数に関連する

整数（モード数またはステージ数）、Ma：マッハ数、：比熱比、CR：定数、Uc：キャビティ上流端から下

流端への渦の移流速度である。一般に、周波数 f は代表長さ L と代表速度 U を用いて、次式に示す流体の

移流時間と振動周期の比であるストロハル数 Stとして無次元化される。 

fL
St

U
                      (2-1-2) 

本現象では渦の移流速度が重要な役割を果たすため、一般に代表速度に主流速度、代表長さにキャビティ

の流れ方向長さをとった St 数は、キャビティの幾何形状のみならず、剪断層の剥離点における境界層の特

性値（運動量厚さ、排除厚さ）、レイノルズ数、マッハ数の影響を受けることが知られている[1]。マッハ数

が 0.2以上の高速流れに対しては、式（2-1-1）において、Uc/U = 0.6、CR = 0.25とした場合の予測値が実験

値と良く一致するとの報告もある[48]。式（2-1-1）を簡素化した式として、キャビティ部での流れの不安定

性と擾乱の位相速度の関係によって、後述する分岐管での気柱共鳴がなくとも発生する可能性のある自励

振動の周波数 fnhは次式で表されることが報告されている[49]。 

 0.5 0.25h
n h

U
f n

d
                     (2-1-3) 

また、キャビティ上流端に丸みがある場合には周波数が変化することが知られており、この場合には St 数

の代表長さに丸み部分の曲率半径を加えれば良いことが報告されている[38]。 

キャビティにおける共鳴機構が存在するような場合には、その共鳴条件に近づくと大きな圧力変動が生

じることが知られている。Rockwell ら[24]はキャビティにおける流体振動現象を、剪断層の不安定流動場の



 －28－  

みによって生じる fluid-dynamic oscillation（流体力学的振動）、剪断層の不安定性とキャビティ内の音響モー

ドとの連成によって生じる fluid-resonant oscillation（流体共鳴振動）、剪断層の不安定性とキャビティ構造側

の弾性との連成によって生じる fluid-elastic oscillation（流力弾性振動）の３つに区分した。共鳴機構として

は例えばヘルムホルツ共鳴器や片側閉止分岐管などがある。片側閉止分岐管のような深いキャビティに対

しては、渦の放出周波数が分岐管部の構造により定まる気柱の固有振動数に近づくと、分岐管の深さ方向

の音響モードと剪断層の不安定性との連成により流体共鳴振動（音響共鳴）が生じ、分岐管内において強

いピーク音（圧力脈動）を伴う気柱共鳴が生じる。一般に、片側閉止分岐管の気柱の固有振動数（共鳴周

波数）fnacは一般に次式の理論式で計算される。 

   2 1 , 1,2,3,...
4

ac
n ac

a
f n n

h
                     (2-1-4) 

ただし、a：音速、h：キャビティ深さ、nac：キャビティ深さ方向の音響モード数である。また、管の端が

開放されている場合には、開口端で管内音波が完全反射するとした理論的な境界条件が実現象と正確に適

合しないため、理論的に求めた共振時の波長と管長との関係が実現象と正確に一致しない[53]。このため、

実際には hに開口端補正長を加える必要があり（図 2-1）、この点は 2.3節にて述べる。 

乱流キャビティ流れにおいて生じるピーク音を伴う自励振動のフィードバック機構については、横山ら

[50]-[52]により詳しく調査がなされている。流体共鳴振動における音波の発生機構や渦の形成機構は流体力学

的振動と本質的には同じであり、音波によるフィードバックで発生した擾乱が Kelvin-Helmholtz不安定によ

り発達することで大規模渦構造が形成される。この大規模渦構造がキャビティ下流端に衝突する際に回転

が阻害され、下流方向の局所的な速度変動が生じ、その結果として膨張波が発生する。ただし、流体共鳴

振動においては、キャビティ内に形成される音響定在波を介したフィードバック機構となる、即ち定在波

による圧力変動がキャビティ外部へ進行波として上流端へ伝播し擾乱の発生に影響を及ぼす点が流体力学

的振動とは異なる。また、同じ強さの大規模渦構造が衝突したとしても、音響定在波の影響により発生す

る音響エネルギーは流体力学的振動に比べ増大し、開口部での粒子速度が大きくなることで音響的なフィ

ードバック効果が強く顕れることなどが明らかにされている。 

 

 

図 2-1 片側閉止分岐管深さ方向の 1次の音響モード（nac = 1）での音響共鳴 

  

蒸気流れ

分岐管長 h

分岐管径 d

開口端補正長 Le音響定在波
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2.2 気柱の共鳴周波数理論式 

2.1節において、片側閉止分岐管における気柱の固有振動数は式（2-1-4）に示される一般的な理論式で計

算されることを述べた。本節では、伝達マトリクス法[54]を用いて、気柱の固有振動数の理論式を導出する

過程を述べる。 

2.2.1 単一管路の気柱振動 

伝達マトリクス法[54]により、気柱振動を考える。流体の運動方程式と連続の式より、 

2
f U UU U g P

U
t x x D




  
   

  
                  (2-2-1) 

e

P P U
U K

t x x

  
  

  
                   (2-2-2) 

ただし、P：圧力、U：流速、：密度、 f：管摩擦係数、D：管路直径、Ke：等価体積弾性率である。自由

振動の基礎式として、従属変数に圧力 p (kg/m2)、体積流量 q = AU (m3/s)をとると、式（2-2-1）および（2-2-

2）は以下のようになる。 

q A p

t x
 

 
 

                     (2-2-3) 

GKp q

t A x

 
 

 
                    (2-2-4) 

ただし、A：管路断面積、KG：体積弾性率である。式（2-2-3）および（2-2-4）から q または p を消去する

と以下の波動方程式を得る。 

2 2
2

2 2

q q
a

t x

 


 
                     (2-2-5) 

2 2
2

2 2

p p
a

t x

 


 
                    (2-2-6) 

ただし、aは音速で、 

0GK P
a


 

                      (2-2-7) 

ただし、：比熱比である。角振動数= 2fの自由振動が生じている時、qおよび pを定常値からの変化分

とすると、変数分離型の解をとって、 

 0 0sin cos sin
x x

q B C t
a a

             
    

                (2-2-8) 

 0 0cos sin cos
a x x

p B C t
A a a

              
    

                (2-2-9) 

となる。ただし、、B0、C0、は初期条件および境界条件から定まる。開放端では p = 0、閉止端では q = 0

である。 
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2.2.2 単一管路の伝達マトリクス Mに基づいた両端開の場合の固有振動数の導出 

図 2-2において、x = 0で q = Qinsin(t + ), p = Pincos(t + )とすると、式（2-2-8）および（2-2-9）より、  

        0 0 0 0sin 0 cos 0 sin sinxq B C t C t                     (2-2-10) 

        0 0 0 0cos 0 sin 0 cos cosx

a a
p B C t B t

A A

                     (2-2-11) 

となり、Qin = C0、Pin = B0 (a / A)となる。一方、x = lで q = Qoutsin(t + ), p = Poutcos(t + )の条件より、 

 

 

0 0sin cos sin

sin cos sin

x l

in in

l l
q B C t

a a

A l l
P Q t

a a a

   

   




          
    

          
    

             (2-2-12) 

 

 

0 0cos sin cos

cos sin cos

x l

in in

a l l
p B C t

A a a

l a l
P Q t

a A a

    

    



          
    

          
    

             (2-2-13) 

よって、 

sin cosout in in

A l l
Q P Q

a a a

 


       
   

               (2-2-14) 

cos sinout in in

l a l
P P Q

a A a

         
   

               (2-2-15) 

従って、圧力と流量の関係をまとめると、 

out in

out in

P P
M

Q Q

   
   

   
                  (2-2-16) 

1 1

1 1

cos sin

sin cos

l a l
A B a A a

M
C D A l l

a a a

  

 


                      
    

    

              (2-2-17) 

ただし、M は単一管路の左端の条件を右端に伝達する伝達マトリクスである。なお、固有振動数は両端開

の条件から Pin = 0、Pout = 0 を満たす全ての場合であり、式（2-2-15）より、 

1

2
sin sin 0

a l a fl
B

A a A a

           
   

               (2-2-18) 

即ち、 

2
ac

n ac

a
f f n

l
                    (2-2-19) 

ただし、モード数 nac = 1, 2, 3, …である。 
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2.2.3 単一分岐管の伝達マトリクス MBに基づいた片側閉止分岐管の固有振動数の導出 

図 2-3において、分岐管 BCの間には一般に次の関係が成り立つ。  

C B
C

C B

P P
M

Q Q

   
   

  
                  (2-2-20) 

cos sin

sin cos

C C b
C

C C b

h a h

A B a A a
M

C D A h h

a a a

  

 


                      
    

    

             (2-2-21) 

ただし、Abは分岐管断面積である。式（2-2-20）および（2-2-21）より、 

C C B C BP A P B Q                    (2-2-22) 

C C B C BQ C P D Q                    (2-2-23) 

ここで、Cは閉止端なので QC = 0とすると、式（2-2-23）より、 

C
B B B B

C

D
P Q Z Q

C
                     (2-2-24) 

となる。ZB は図 2-3 において B 点から分岐管をみたインピーダンスである。従って、分岐点前後の伝達マ

トリクスは、 

R L
B

R L

P P
M

Q Q

   
   

   
                  (2-2-25) 

1 0

1 1B
B

M
Z

 
  
 

                  (2-2-26) 

ただし、MB は単一管路の左端の条件を右端に伝達する伝達マトリクスである。なお、固有振動数は片端閉

―片端開の条件から PB = 0、QC = 0を満たす全ての場合であり、式（2-2-21）および（2-2-23）より、 

2
cos cos 0C

h fh
D

a a

         
   

                (2-2-27) 

即ち、 

 2 1
4

ac
n ac

a
f f n

h
                    (2-2-28) 

ただし、nac = 1, 2, 3, …である。これにより、片側閉止分岐管における気柱の固有振動数（式（2-1-4））を導

出した。 
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2.2.4 複数分岐管の伝達マトリクス MB  

図 2-4のような複数分岐管体系を考えた場合、主管の圧力と流量の関係および伝達マトリクスは、式（2-

2-16）および（2-2-17）より、 

Ri Li
Mi

Ri Li

P P
M

Q Q

   
   

   
                  (2-2-29) 

cos sin

sin cos

i i

Mi Mi
Mi

Mi Mi i i

l la
A B a A a

M
C D l lA

a a a

 

 


                      
    

    

             (2-2-30) 

 

分岐管の圧力と流量の関係および伝達マトリクスは、式（2-2-20）および（2-2-21）より、 

Cj Bj

Cj
Cj Bj

P P
M

Q Q

   
   

   
                  (2-2-31) 
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Cj Cj

Cj
Cj Cj j j

h ha

a A aA B
M

C D h hA

a a a

 

 


    
    

                        

             (2-2-32) 

分岐点前後の圧力と流量の関係および伝達マトリクスは、式（2-2-25）および（2-2-26）より， 

Rj Lj

Bj
Rj Lj

P P
M

Q Q

   
   

   
                  (2-2-33) 

1 0 1 0

1 1 1Bj
Bj Cj Cj

M
Z C D

   
    
   

                (2-2-34) 

近接点の圧力と流量の関係は、 

1

1

Li in

Li in

P P

Q Q




   
   

   
                  (2-2-35) 

4

4

Ri out

Ri out

P P

Q Q




   
   

   
                  (2-2-36) 

 

 

1

1

Li jRj

Rj Li j
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Q Q

 

 

  
   
    

 あるいは 
 

 

1

1

Rj iLi

Li Rj i

PP

Q Q

 

 

  
   
    

              (2-2-37) 
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Lj Ri j

P P

Q Q




   
   

   
 あるいは 

Lj iRi

Lj iRi

PP

QQ




  
   

   
              (2-2-38) 

以上の関係を用いると、入口と出口の圧力と流量の関係は、 
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 (2-2-39) 

即ち、 

4 3 3 2 2 1 1
out in in

M B M B M B M
out in in

P P P
M M M M M M M M

Q Q Q

     
      

     
             (2-2-40) 
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伝達マトリクス Mを展開すると 
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 (2-2-41) 

ここで、式（2-2-40）より、 

out out in out inP A P B Q                    (2-2-42) 

out out in out inQ C P D Q                   (2-2-43) 
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固有振動数は両端開の条件から Pin = 0、Pout = 0 を満たす全ての場合であり、式（2-2-42）より Bout = 0。式

（2-2-41）から、 
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(2-2-42) 
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図 2-2 単一管路と記号 

 

 

図 2-3 片側閉止分岐管と記号 

 

 

図 2-4 複数分岐管と記号 
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2.3 開口端補正 

一般に管の端が開放されている場合には、分岐管内の気柱振動に伴って開口部付近の流体が振動するた

め、分岐管内に形成される定在波の波長が分岐管長よりも少し長くなることが知られている。物理的には、

管の開口部付近では波長よりも長さの短い領域において管内の平面波から発散球面波への移行が生じ、管

の開口端で管内音波が完全反射するとした理論的な境界条件が実現象と正確に適合しないために、理論的

に求めた共振時の波長と管長との関係が実現象と正確に一致せず[53]、このために開口部を完全反射端と仮

定して求めた共鳴周波数と実際の共鳴周波数に差が生じる。このため、2.1 節において述べた片側閉止分岐

管における気柱の固有振動数の一般的な理論式（式（2-1-4））においては、分岐管長 hに開口端補正長 Leを

加えた評価を行う必要がある。片側閉止分岐管深さ方向の 1次の音響モード（nac = 1）における開口端補正

長を考慮した場合の気柱の固有振動数の理論式は次式で示される。 

 4
ac

n
e

a
f

h L



                    (2-3-1) 

Rayleigh[36]はこの開口端補正長 Leについて、分岐管の直径 dとすると、開口部にフランジがなく自由空間

にある場合（図 2-5 (a)）および開口部に無限の剛体フランジや鍔が存在する場合（図 2-5 (b)）に対して、

それぞれ式（2-3-2）および式（2-3-3）に示した。 

0.3eL d                      (2-3-2) 

4

8 3ed L d



                      (2-3-3) 

片側閉止分岐管は開口部に鍔がある場合に相当する。開口端補正係数は、音場における平面波の速度ポテ

ンシャルとフラックス q
．
の関係と、電気電導現象における静電位 と定常電流 q

．
との類似性におけるコン

ダクティビティ（導電率）Gc より理論的に求めることができる。最も単純な場合として、図 2-5 (c)のよう

な無限の広さを有する平板に小さい円筒孔がある場合を考えると、円筒孔付近のある空間領域における微

小振幅の音波によって円筒孔を通過する全フラックスは、平板左面（添え字 1）側および平板右面（添え

字 2）側の速度ポテンシャルの差に一定の比率（孔のコンダクティビティ）を乗じた以下の式で表現され

る。 

 1 2cq G                        (2-3-4) 

前述の通り、これは電気伝導現象における静電位 と定常電流 q
．
の関係と類似である。孔のコンダクティビ

ティは長さの次元を有する。式（2-3-3）の下限値は、このような平板の厚さが円筒孔の大きさに対して無

視できない場合に相当し、平板の厚さを Tb、円筒孔の直径を dとすると抵抗 Rrは 

2

1

4
b

r

T
R

d d
                      (2-3-5) 

となり、コンダクティビティ Gcは 

2 4

0.25c
b

d
G

T d







                    (2-3-6) 

となる。つまり円筒孔の長さが 0.25d だけ増えたと考えることができ、円筒孔は両端開であるため、片側

の開口端補正長は、 
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0.393
8eL d d


                      (2-3-7) 

となる。上限値については、図 2-5 (c)で言えば平板厚さが無限大の場合であり、図 2-5 (b)のような片側の

開口部における抵抗 Rr およびコンダクティビティ Ce は最終的には式（2-3-8）および式（2-3-9）にて記述

される。 

2 2

16

4 3 2
b

r

T
R

d d 
                     (2-3-8) 

2 4

4 3e
b

d
C

T d







                    (2-3-9) 

式（2-3-6）の場合と同様に円筒孔の長さが 4d/3だけ増えたと考えることができるため、片側の開口端補

正長は次式の通りである。 

4
0.425

3eL d d


                     (2-3-10) 

以上をまとめると、開口端補正長は以下の範囲となる。 

0.393 0.425ed L d                    (2-3-11) 

導出過程の詳細については、文献[36],[53]に詳しい。 

 

 

 

(a) フランジのない開口部     (b) フランジ付の開口部    (c) 無限の広さを有する平板 

図 2-5 キャビティ形状イメージ 
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2.4 音速の理論式および相関式 

気柱の共鳴周波数を求めるためには、気体の音速が必要となる。理想気体の音速 a の理論式として、式

（2-2-7）に示したように波動方程式から導かれる以下のものがある。 

0GK P
a


 

                      (2-4-1) 

ただし、2.2.1 項で述べたように KG：体積弾性率、：密度、：比熱比、P：圧力である。なお、式（2-4-

1）は平均分子量 Mb、気体定数 Rc、温度 T、および状態方程式の関係を用いて式変形すると、以下の式と

なる。 

c

b

R T
a

M


                      (2-4-2) 

等エントロピー流れを仮定した一般的な理論式は次式となる。 

theo

s

dP
a

d
                      (2-4-3) 

なお、式（2-4-3）に理想気体の状態方程式の関係を導入すると、式（2-4-2）が導かれる。以下では、式

（2-4-3）の導出仮定を簡単に述べる。微小な圧力波（音波）の波面前後の流れを音波の波面に乗った系で

考えた場合、波面の前後での状態量（流速、圧力、密度、温度）はそれぞれ音波の流入側では a、P、、

T、流出側では a+du、P+dP、+d、T+dTと記述される。音波の波面を通過する質量流量は、波面上の検査

面積 Aへの流入と流出の質量保存の関係から、 

  A a A d a du                        (2-4-4) 

式（2-4-4）より高次の微小量を無視して、 

d
du a




                       (2-4-5) 

また、運動量の変化と力積が等しくなるため、 

      PA P dP A A a a du A a a                      (2-4-6) 

即ち、 

dP adu                       (2-4-7) 

式（2-4-5）と式（2-4-7）から duを消去すると、 

2 dP
a

d
                      (2-4-8) 

微小な音波を考えたため、等エントロピーを仮定することができ、 

2

s

dP
a

d
 

  
 

                     (2-4-9) 

これにより等エントロピー仮定の音速の理論式（式（2-4-3））が導出された。乾き蒸気や飽和蒸気流での

音速の計測値は、式（2-4-3）によく一致する一方で、湿り蒸気流での計測値は式（2-4-3）とは大きくずれ
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たものとなるとの報告[45],[46]がある。 

湿り蒸気流のような二相流への適用を考えた際の音速の相関式として、石坂ら[55]は気相および液相の状

態方程式としてそれぞれ理想気体の状態方程式と温度補正を施した Tammann の式を用い、式（2-4-3）に均

質流モデルに基づく二相流体の状態方程式とエネルギー保存等を導入した式（2-4-10）を提案している。

（便宜上、本論分では Tammannの式とする。） 

2

0 1
Tam

pm

C
a T

C C C



                  (2-4-10) 

ただし、C0、C1、C2、Cp_mはそれぞれ以下の式にて与えられる係数である。 

 0 1 1 c c

c

R T P
C

P P P

    
 

                 (2-4-11) 

   1 1 2 c
c c c

c

P
C R A T B

P P
    


                (2-4-12) 

 
2

2 1 c c c c
c

c

A T B T C P
C R

T P P
   

  


                (2-4-13) 

 _ _ _1p m p w p sC C C                      (2-4-14) 

ただし、Pc、Ac、Bc および Cc は低圧飽和蒸気圧線近傍では定数であり、水に対してそれぞれ 1720 MPa、

5.767 J/kgK2、-2.964 kJ/kgK、2.098 MJ/kgである。また、Cp_wおよび Cp_sは液相（水）および気相（蒸気）の

定圧比熱であり、それぞれ 4.1844 kJ/kgK、1.882 kJ/kgKである。 

Srinivasanら[56]は次式にて示される均質平衡を仮定した HEM（Homogeneous Equilibrium Model）[57]モデル

による音速式を縮小―拡大平面ノズル内のキャビテーション流の数値計算に使用し、実験による画像観測

結果と良い一致を得ている。 

    
1

2

2 2

1
1HEM s w

s s w w

a
a a

  
 


  

     
   

               (2-4-15) 

Chung ら[58]は二流体モデルをベースとした構成方程式から気液二相臨界流における音速式として次式を

提案しており、気泡流体系（ < 0.3）での音速計測値と良い一致を得ている。 

 

   

2

2 2

2

2 2

1

1
1

s s
s w

s s w w

Chung

s s
s w

s s w w

a
a a

a a
a

a
a a

a a


  

 
  

 


 
 

               (2-4-16) 

上述の各音速式を Collinghamら[45]および Englandら[46]による音速計測値と比較した結果を図 2-6に示す。

横軸は蒸気クオリティであり、縦軸は音速比である。縦軸の音速比は、式（2-4-3）で計算される飽和蒸気

状態での理論音速値で規格化した。図 2-6左図（P = 0.1 MPa）において、0.97 < x < 1.0では Tammannの式、

あるいは HEMモデルが計測値と同程度であり、0.9 < x < 1.0では HEMモデルが計測値を同程度である。一

方、0.5 < x < 1.0では Chungらの式が計測値に最も近く、クオリティに対する音速の分布も同様である。図
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2-6右図（P = 0.31 MPa）では、0.9 < x < 1.0の高クオリティ条件では HEMモデルおよび Chungらの式が計

測値と同程度である。ただし、左図と同様に 0.5 < x < 1.0の広い蒸気クオリティ範囲においては、Chung ら

の式が計測値と同程度であり、クオリティに対する音速の分布も Chung らの式で再現できていると言える。

また、等エントロピー仮定の理論式は計測値との差が最も大きく、式（2-4-3）から湿り蒸気状態の音速を

評価することは難しいと考えられる。以上より、Chung らの式は湿り蒸気流のような分散体系にも広範な

蒸気クオリティにおいて適用可能であると考えられ、均質熱平衡状態が仮定できる高クオリティ湿り蒸気

流であれば HEMモデルも適用できると考えられる。 

 

 

 

図 2-6 各音速評価式と既存の音速計測結果との比較 
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2.5 蒸気流中の単一液滴の運動方程式 

本節では、図 2-7 に示すような蒸気の微小振幅振動に対する液滴の運動を考え、球に作用する抗力が蒸

気と液滴の相対速度に依存する（準定常）と仮定し、代表流速を蒸気と液滴の相対速度で定義した液滴 Re

数が小さい場合における液滴の運動方程式に基づいて、振動流中に存在する液滴の応答を解析すると共に、

解析された液滴の応答から付加質量係数および減衰定数を導出する過程を述べる。 

2.5.1 基礎式 

蒸気流に乗った座標系で考えた場合、球の抗力係数 Cdは、 

 2
0.5

D l
d

g g l

F A
C

u u



                   (2-5-1) 

24
, 0.416795511dC Re

Re
                    (2-5-2) 

    2

10 10 10log 0.0951 log 0.8747 log 1.4141, 0.416795511dC Re Re Re           (2-5-3) 

ただし、FD：球に作用する抗力、Al：球の投影面積、g：蒸気密度、ug：蒸気速度、ul：液滴速度、Re：レ

イノルズ数である。式（2-5-1）より、球に作用する抗力は、 

 21

2D d g g l lF C u u A                     (2-5-4) 

Re数が小さい場合、式（2-5-2）より、 

       
2

2 224 1
12 3

2 4
g l

D g g l l g g l g g l l

g g l l

d
F u u A u u u u d

Re u u d

   


     


    (2-5-5) 

ただし、g：蒸気粘性係数、dl：液滴直径である。 

液滴の運動方程式は、 

l Dmu F                      (2-5-6) 

ただし、m：液滴の質量（ 3

6 l lm d
  ）、l：液滴密度である。Re数が小さい場合、式（2-5-5）より、 

 3 3
6 l l l g g l ld u u u d
                       (2-5-7) 

よって、 

 
2

1

18
l g l

g
g

l l

u u u

d






                     (2-5-8) 
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ただし、g：蒸気動粘性係数である。ここで、時定数を 

2

1

18 g
g

l ld

 




                     (2-5-9) 

と定義すると、式（2-5-8）は、 

l l gu u u                       (2-5-10) 

と変形され、これをラプラス変換すると、 

 1 l gs U U                      (2-5-11) 

ただし、式（2-5-11）は微小振幅の時のみ成立する。 

2.5.2 ステップ応答 

時刻ゼロ（t = 0）で、ugが 0から所定の値にステップ状に変化した場合の液滴の応答を導出する。式（2-

5-6）および式（2-5-4）より液滴の運動方程式は、 

 231 1

6 2l l l d g g l ld u C u u A                     (2-5-12) 

よって、 

   
2

2 23 31 1
2 4 6 4

gl
l d g g l l l d g l

l l

d
u C u u d C u u

d

  


         
  

             (2-5-13) 

ugの所定の値は音圧レベルにより算出することを考える。音圧レベル Lpは、 

2

10 102
0 0

10 log 20 logp

P P
L

P P

   
      

   
                (2-5-14) 

ただし、P：音圧の実効値、P0：世界共通の最小可聴音圧（= 20×10-6 Pa = 20 Pa）である。式（2-5-14）を

変形して、 

20

0

10 pL P

P
                     (2-5-15) 

よって、音圧の実効値 Pは、 

20
0 10 pLP P                     (2-5-16) 

また、音圧振幅 Pamは、 

20
02 2 10 pL

amP P P                     (2-5-17) 

ここで、 

21

2 g gP u                     (2-5-18) 
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より、音圧の実効値に対する蒸気流速は、 

2
g

g

P
u


                     (2-5-19) 

また、音圧のピーク値（音圧片振幅）に対する蒸気流速は、 

_

2 2 2am
g am

g g

P P
u

 
                    (2-5-20) 

式（2-5-13）を f(t)とおくと、 

   23

4
g

l d g l
l l

f t u C u u
d




                    (2-5-21) 

初期条件は t = 0 で ug = ug_am、ul = 0なので、 

   2

_

3
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4
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d g am
l l

f C u
d




                   (2-5-22) 

式（2-5-21）の左辺を差分式で表すと、 

     l t t l tl
l

u uu
f t u

t t
 

  
 

                  (2-5-23) 

変形して、 
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 
             (2-5-24) 

t秒後（時刻 t + t）の液滴速度を ul(t+t)とおくと、 

    2

_
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4
g

d g am l t t
l l

f t t C u u
d


                     (2-5-25) 

2次のルンゲ・クッタを用いて、 

        1

2l t t l tu u t f t f t t                       (2-5-26) 

2.5.3 正弦波に対する応答 

ugが cos関数で振動する場合の液滴の応答を導出する。ある時刻 tでの蒸気流速 ugは、 

     _ _cos 2 cosg am g amg tu u ft u t                   (2-5-27) 

ただし、f：周波数、：角振動数である。式（2-5-21）において、ug の代わりに式（2-5-27）で定義した

ug(t)を使用し以降の考え方は 2.5.2項と同様とすることで、正弦波に対する応答を得ることができる。 
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2.5.4 液滴の運動を考慮した運動方程式 

液滴の運動を考慮した運動方程式の導出と、付加質量係数および減衰定数を導出する。連続の式は、 

0g gq

t x

 
 

 
                   (2-5-28) 

ただし、qg = gugである。運動方程式は、 
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g g g g D

P
u u F

t x x
   

   
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                 (2-5-29) 

等エントロピー仮定をおくと、 

2P P
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x x x

 


   
 
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                   (2-5-30) 

ただし、a：音速である。ここで、ug << aより式（2-5-29）の対流項（左辺第 2項）は無視すると、 

2 0g g
D

q
a F

t x

 
  

 
                  (2-5-31) 

ここで、液滴 1個の運動方程式は式（2-5-6）と同じく、 

l Dmu F                     (2-5-32) 

また、式（2-5-10）より、 

g l
l

u u
u

T


                     (2-5-33) 

従って、式（2-5-32）および式（2-5-33）より、液滴 1個の運動方程式は、 
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                    (2-5-34) 

検査体積内に N個の液滴があるとすると、 
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D g l

d N
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 


                    (2-5-35) 

よって、液滴の運動を考慮した運動方程式は、式（2-5-31）および式（2-5-35）より、 
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                (2-5-36) 

ここで、q’ = gulとおくと、 
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                (2-5-37) 

式（2-5-28）および式（2-5-37）をラプラス変換する、即ち、 

     exp , exp , expg g g gR st q Q st q Q st                   (2-5-38) 
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とおくと、連続の式は、 
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                (2-5-39) 

より、 
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                   (2-5-40) 

同様に、運動方程式は、 

          
3

2
exp exp

exp exp 0
6

g g l l
g

g

Q st R st d N
a Q st Q st

t x




 
   

 
           (2-5-41) 

ここで、式（2-5-11）および、qg = gug、q’ = gulの関係より、 
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                   (2-5-42) 

よって、式（2-5-41）の左辺第 3項（液滴運動による外力項）は、 
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             (2-5-43) 

従って、式（2-5-41）は、 
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式（2-5-44）を xで微分して、 
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整理すると、 
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                (2-5-46) 

式（2-5-40）と連立させて Qgを消去すると、 
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                (2-5-47) 

s = iとおくと、 
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               (2-5-48) 

 

 

変形して、 
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               (2-5-49) 

展開して、 
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ここで、 

 expgR ikx                    (2-5-51) 

とおく、即ち式（2-5-38）でg = expi(t + kx)とおいたと考えると、 
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より、 
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ただし、k：波数（= /a）である。整理すると、 
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従って、付加質量係数 Madは、 
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であり、が小さい、即ち = 2fより周波数が小さい場合、 
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また、減衰定数 Cdmは、 
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であり、周波数が大きい場合、 
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また、液滴の存在による減衰比は、 
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であり、周波数が小さい場合、 
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また、周波数が大きい場合、 
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図 2-7 振動流中に存在する液滴挙動の理論解析概念図 
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3. 物性および蒸気状態が音響共鳴現象に及ぼす影響 

本章では、大半の既存知見が空気流を対象としたものであることを踏まえ、音響共鳴現象を評価する上

での研究課題である物性および蒸気状態の影響に着目した研究成果を取り纏め、実蒸気配管での現象予測

に対する既存知見の適用可否を判断する。音源特性の内、圧力脈動振幅／卓越周波数の応答特性に焦点を

当て、高温／高圧の蒸気流を高い精度で安定に制御可能な試験設備を用いた乾き／湿り蒸気流動試験、お

よび分岐管の形状寸法比を蒸気試験と一致させた空気流動試験の結果を整理する。各試験結果の比較に基

づき、気体単相流での物性の違いが音響共鳴現象に及ぼす影響、気体単相の乾き蒸気と気液二相の湿り蒸

気の場合での現象の違いを把握する。 

3.1 気体単相流における物性の違いが圧力脈動に及ぼす影響 

3.1.1 試験の概要 

3.1.1.1 蒸気流試験装置 

実験は電力中央研究所所有の汎用蒸気試験設備および汎用蒸気試験設備（拡張）で実施した。図 3-1 に

試験設備の概要を、表 3-1 に設備能力をそれぞれ示す。合計 3 基のボイラ（三浦工業株式会社製 AI-2000-

25H：1台（図 3-2）、同 AI-500-16H：2台）により、最高圧力 2.5 MPa、最大流量 2500 kg/h程度の飽和蒸気

が連続的に供給される。ボイラから供給された飽和蒸気は、試験部上流の圧力調整弁と試験部下流の背圧

調整弁により任意の圧力および流量に制御可能である。汎用的に様々な蒸気流動試験が可能となるよう、

試験ラインを複数設けている（図 3-3）。試験部を通過した蒸気は熱交換器により全量凝縮され、コリオリ

流量計（OVAL 社製）により蒸気の全流量を計測する。また、蒸気の全流量は、過熱器下流において気体

単相流の乾き蒸気とした上で、渦流量計（OVAL 社製）によっても計測可能である。熱交換器には省スペ

ースで高効率であるものの圧力損失が大きいプレート式熱交換器と、大型となるものの圧力損失の小さい

シェル＆チューブ式熱交換器の二種類を採用し、試験内容に応じた使い分けを可能とした（図 3-4）。なお、

発電プラントの復水器接続配管などではゲージ圧力が負（絶対圧力 0～0.1 MPa）となる場合もあることを

踏まえ、本試験設備では負圧から正圧の幅広い圧力条件において連続蒸気流動試験が可能である（図 3-5）。 

蒸気状態の調整は過熱器および湿り度調整冷却器を用い、任意のクオリティを有する乾き蒸気および湿

り蒸気に制御可能である。過熱器には電気加熱方式を採用した。湿り度調整冷却器には、配管内へ直接水

を噴霧する方式ではなく間接熱交換方式を採用した。これは、実蒸気配管では配管からの放熱やタービン

仕事などによって飽和蒸気が部分的に凝縮することで蒸気の湿りが生成することを踏まえたものである。

なお、配管内に直接水を噴霧する方式は気体流量と噴霧する水流量を分離して計測／制御可能であるなど

のメリットがあり、気体が空気の場合において気液二相流を生成する際などに使用されることが多いが、

蒸気中に水を噴霧する場合には通常の流動安定化に加え気液間での伝熱／相変化についても考慮して流動

制御する必要がある。本設備の湿り度調整冷却器では、主蒸気管内に設置した銅製の冷却コイルに冷却水

を通水し、冷却水流量 Qw と冷却水の温度差（Tw_out-Tw_in）から熱交換量、即ち蒸気のエンタルピ減少量H

を式（3-1）により算出し、飽和蒸気エンタルピ以下になった分を補うように蒸気が凝縮するとして各状態

量を計算する。状態量の計算には国際状態方程式 IAPWS-IF97[59]に基づいた日本機械学会蒸気表[60]を使用し
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た。 

 _ _ _w p w w w out w inH C Q T T           (3-1) 

冷却水流量Qwは電磁流量計（横河電機製）で計測し、冷却水の密度wと定圧比熱 Cp_wは蒸気表から算出し

た。また、蒸気状態は次式に示す熱平衡クオリティ xとして計算した。 

_

_ _

s ts w sat

s sat w sat

H H
x

H H





          (3-2) 

ただし、Hs_sat および Hw_sat は試験部における飽和蒸気および飽和水のエンタルピであり、試験部蒸気圧力

Ps_ts の計測値に基づいて蒸気表より算出した。蒸気状態が飽和蒸気の場合、試験部の蒸気エンタルピ Hs_ts

が飽和蒸気エンタルピと一致するため、式（3-2）より蒸気クオリティ x = 1となる。なお、同様に飽和水の

場合には蒸気クオリティ x = 0 となる。蒸気状態が乾き蒸気の場合、試験部の蒸気エンタルピは飽和蒸気エ

ンタルピよりも大きくなるため、x >1 となる。この場合の試験部の蒸気エンタルピは、試験部圧力と温度

Ts_ts の計測値に基づいて蒸気表より算出した。蒸気状態が湿り蒸気の場合、試験部の蒸気エンタルピは次

式により算出した。 

_m s up
s

H
H H

Q


            (3-3) 

ただし、Hs_up は湿り度調整冷却器入口における蒸気エンタルピであり、湿り度調整冷却器入口の圧力 Ps_up

と温度 Ts_upの計測値に基づいて蒸気表より算出した。また、Qsは蒸気流量である。式（3-3）より算出され

る湿り蒸気エンタルピを飽和蒸気エンタルピよりも小さくすることで湿り蒸気状態を制御し、この場合の

蒸気クオリティは 0 < x < 1 となる。試験装置は十分に断熱されており、放熱の影響が相対的に大きくなる

低流量（高ストロハル数）かつ低圧の条件における湿り蒸気クオリティへの影響は、保守的に見積もって

も 0.15%以下であり、放熱の影響は十分に小さいと言える。 

計測の不確かさは ISOのガイド（Guide to the expression of uncertainty in measurement, GUM[61]）に基づいて

評価した。本試験設備の計測系はトレーサビリティを確保しており、蒸気の全流量を計測するコリオリ流

量計ならびに湿り度調整冷却器の電磁流量計はそれぞれ産業総合技術研究所にて校正を実施済みであり、

汎用蒸気試験設備におけるコリオリ流量計および電磁流量計の標準不確かさ（Type B）はそれぞれ 0.03%お

よび 0.23%である[62],[63]。また、白金測温抵抗体は JCSS（Japan Calibration Service System）校正を実施済みで

ある。圧力計および白金測温抵抗体の標準不確かさ（Type B）はそれぞれ 0.58%および 0.03%よりも小さい。

各測定器の Type A 標準不確かさは試験結果から算定した。最大圧力振幅となる流速条件の湿り蒸気クオリ

ティに対する拡張不確かさは 0.6 %（k=2）以下である。 

3.1.1.2 空気流試験装置 

図 3-6および 3-7に空気流実験装置の概要を示す。最大で静圧 10 kPa程度の昇圧能力を有するブロアによ

り、最大流量 900 m3/h の空気が連続的に供給される。ブロア回転数のインバータ制御により任意の流量に

調整可能であり、ブロア出口から 15D 程度下流に設置した渦流量計により流量を計測する。試験部流入前

には流動安定化のためにバッファータンクを設け、大気解放となる最下流には騒音低減のためのダクト型

サイレンサを設置した。 
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3.1.1.3 試験部 

図 3-8 に物性影響／流動状態影響評価のための音響共鳴試験部の断面概要図を示す。試験部の材質は蒸

気試験では SUS304製、空気試験ではアルミ製とした。また、形状寸法は主流配管径 D（蒸気試験では 42.6 

mm、空気試験では 52.0 mm）に対し分岐管内径 d = 0.3D程度、分岐管長 h = 1.05D程度の単一の片側閉止分

岐管を有する試験部体系とした。寸法比は代表的なBWRプラント主蒸気逃がし安全弁管台と同等である。

現象の単純化のために分岐管接続部の曲率半径 r = 0とし、分岐管内での液相の滞留を防ぐため分岐管は重

量方向に対し上向きの設置とした。分岐管天端部に汎用／小型／高周波応答の変動圧力計測センサ（PCB 

Piezotronics社製、表 3-2）を設置し、分岐管内に発生する圧力変動を計測した。更に、分岐管試験体の上下

流に複数の圧力計測孔を設けた直管部（蒸気試験では 17.6D 程度、空気試験では 18.3D 程度）を設置し、

同様の圧力センサによって主流管内における圧力変動分布の計測を可能とした。また、試験部上下流のノ

イズ低減のため、配管状サイレンサ（長さは蒸気試験では 23.5D 程度、空気試験では 13.5D 程度）を試験

部上下流に設置した。サイレンサは有孔内管を有する二重円管形状であり、外管と内管の間には撥水性の

フェルトのようなものを充填している。変動圧力計測センサのカタログ上の拡張不確かさは 1%（k=2）で

あり、ノイズレベルは十分に小さい（図 3-9）。後述する動圧で無次元化した分岐管天端部の RMS（Root 

Mean Square）圧力振幅およびストロハル数に対する拡張不確かさは、最大圧力振幅条件においていずれも

2%（k=2）以下である。 

3.1.1.4 試験条件 

表 3-3 に試験条件を示す。本項では、気体単相流の場合の物性の違いが圧力脈動に及ぼす影響に着目す

るため、乾き蒸気と空気の試験結果を比較する。空気流動試験では流入圧力が概ね大気圧程度となるため、

乾き蒸気試験においても可能な限り低圧の条件とした。流量を変化させることで試験体部の流速をパラメ

ータとして、試験を実施した。空気実験の場合にはブロア回転数を変化させることで流量を変えているが、

蒸気実験の場合には流量を変化させるために流入圧力を変化させる必要がある。従って、試験部圧力の変

化に伴って、密度が変化する。この密度の変化については流速を算出する際に考慮した。試験結果は 2.1節

でも述べたストロハル数 St（式（3-4））で整理した。 

fd
St

U
            (3-4) 

ただし、f：圧力脈動の卓越周波数、U：主管の平均流速である。また、本実験では分岐管端部の曲率半径 r 

= 0であるため代表長さは分岐管内径 dとした。なお、一般に分岐管端部が曲率を有する場合には分岐管内

径に曲率半径を加えたものを代表長さとすれば良い。また、主流のレイノルズ数 Re、マッハ数 Ma はそれ

ぞれ式（3-5）、（3-6）で評価される。 

UD
Re


            (3-5) 

U
Ma

a
            (3-6) 

ただし、は動粘性係数、a は音速である。共鳴周波数 fnacについては、音速と 2.3 節で述べた開口端補正長

を考慮した形状寸法を用いた理論式で計算可能であるが、開口端補正係数の理論値は蒸気流での適用性が

定量的に示されていない。この点は 4.1節にて明らかにするが、本節での共鳴周波数は理論式を用いず、計
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測値を用いた。即ち、分岐管天端部での変動圧力計測値を周波数解析し、最大振幅となる St 数条件での卓

越周波数を共鳴周波数の計測値 fn_meas として用いた。なお、圧力や温度の変化により、音速が変化する。

2.4 節で述べたように音速の理論値がわかっている乾き蒸気の場合では、本実験において圧力変動が最大と

なる流速条件での音速に対して+1%～-2%以内の変化量である。同様に、空気の場合では+4%～-2%以内の

変化量である。ここで、式（2-3-1）において開口端補正係数の圧力および温度依存性がないと仮定すれば、

共鳴周波数の圧力および温度依存性は音速の圧力および温度依存性に集約されることとなり、本試験条件

範囲内における影響は十分小さい。 

3.1.1.5 試験手法 

St 数に対する圧力脈動応答のヒステリシス性有無の確認のため、乾き蒸気／空気いずれにおいても低流

量から高流量へ流量を増加させる場合（St 数減少）と、高流量から低流量へ流量を減少させる場合（St 数

増加）を実施した。計測時間は 1.4 s、サンプリング周波数は 100 kHz（10 s）とし、5回の連続計測を行い

その平均値を用いた。本試験体系にて実現可能な乾き蒸気条件での共鳴周波数は、開口端補正長を考慮せ

ずに式（2-3-1）を用いた場合 2600 Hz 程度であるため、実現象の計測には十分なサンプリング数である。

なお、本計測手法では 1回の計測点数は 140,000点であり、周波数解析を実施した場合における最大解像周

波数は理論上 65,536 Hz、分解能は 0.76 Hz程度となる。 

3.1.2 乾き蒸気と空気における分岐管天端部の圧力脈動特性 

図 3-10 に乾き蒸気流と空気流における分岐管天端部の RMS 圧力振幅（図 3-10 (a)）および卓越周波数

（図 3-10 (b)）の応答曲線を示す。図 3-10 (a)の縦軸は無次元 RMS圧力振幅 Prms
*であり、FFT解析結果にお

いてピーク周波数となった時の RMS 圧力振幅に対し、RMS 圧力振幅が 1/10 程度となるまでの周波数区間

を積分した値を主管の動圧 0.5U2 により規格化したものである。図 3-10 (b)の縦軸は共鳴周波数計測値

fn_meas に対する圧力振幅の卓越周波数の比である。なお、図 3-10 (b)中には、キャビティ部での流れの不安

定性と擾乱の位相速度の関係から分岐管での気柱共鳴がなくとも発生する可能性のある自励振動の周波数

fn
h（式（2-1-3））を一点鎖線（nh = 1）および破線（nh = 2）で示した。また、両図とも流量増加即ち流速を

上昇させることにより St 数を下降させて計測を行った場合と、流量減少即ち流速の下降により St 数を上昇

させて計測を行った場合とを同じ記号で示しており、RMS 圧力振幅応答および卓越周波数応答いずれにつ

いてもヒステリシス性は確認されなかった。図 3-11 には代表的な St 数条件における分岐管天端部の圧力脈

動の時刻歴波形（左）とスペクトル（右）を示す。両図とも縦軸は主管の動圧 0.5U2 により規格化し、ス

ペクトルの横軸は共鳴周波数計測値 fn_measで規格化した。 

図 3-10 (a)より、0.8 < Stでは乾き蒸気／空気共に St数が小さくなるにつれて Prms
*が増加し、St = 0.8程度

で最大となった。また、図 3-10 (b)より、乾き蒸気／空気共に 0.7 < St < 1.0において卓越周波数が共鳴周波

数計測値に概ね一致し、特定の St 数区間において渦の放出周波数が分岐管部での気柱の固有振動数と一致

するロックインが生じていると考えられる。St = 0.8程度の圧力脈動波形とスペクトル（図 3-11 (a)）におい

ても、周期的な圧力脈動が発生し共鳴周波数計測値に近い周波数が卓越するピークが確認され、振幅は小

さいながらも 2次の渦放出モード（nh = 2）として共鳴現象が発生したと考えられる。 

0.6 < St < 0.8では、乾き蒸気／空気共に St数が小さくなるにつれて Prms
*は減少し、St = 0.6程度で最小と

なった（図 3-10 (a)）。St = 0.6 程度の波形とスペクトルからも周期的な圧力脈動や共鳴周波数計測値付近で
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のピークは確認されず（図 3-11 (b)）、共鳴が収束した状態であると考えられる。 

0.4 < St < 0.6では乾き蒸気／空気共に St数が小さくなるにつれて Prms
*は再び増加し、St = 0.4程度におい

て最大となった（図 3-10 (a)）。St = 0.4 程度の波形とスペクトルにおいても周期的かつ大振幅の圧力脈動が

発生し、共鳴周波数計測値に近い周波数において St = 0.8程度の 2次の渦放出モードに比べて大きなピーク

が確認された（図 3-11 (c)）。Prms
*は 0.3 < St < 0.5程度において大きな値となり、St < 0.3では乾き蒸気／空気

共に St 数が小さくなるにつれて Prms
*は減少した（図 3-10 (a)）。図 3-10 (a)において Prms

*が大きくなった 0.3 

< St < 0.5程度における周波数比 f / fn_measを見ると、0.38 < St < 0.50で概ね 1.0、0.30 < St < 0.38で概ね 1.05と

なった（図 3-11 (b)）。即ち、St = 0.38程度を境に 1次の渦放出モード（nh = 1）に沿うように僅かに周波数

がジャンプしており、これは主管内に形成される音響定在波との相互作用によるものと考えられる（図 3-

12）。従って、Prms
*が大きくなった 0.3 < St < 0.5程度において、卓越周波数が僅かに変化したものの概ね共

鳴周波数計測値と一致しロックインが生じており、1 次の渦放出モード（nh = 1）として共鳴現象が発生し

たと考えられる。なお、ロックインしていると考えられる St 数区間においても、St 数の低下に伴い僅かに

周波数比が増加している。本試験では、試験部流速を変化させるために流入圧力を変化させており、この

ために音速が僅かに変化する。一方で、3.1.1.4 にて述べたように本節では共鳴周波数に計測値を使用し、

これは同一の蒸気クオリティ条件では St 数に依らずに一定値となるため、音速の変化を各 St 数における共

鳴周波数に考慮できていないことが原因である。 

図 3-10 (a)より、Prms
*の最大値は乾き蒸気では 1.1程度、空気では 0.8程度であった。動圧に含まれる密度

の他に空気と乾き蒸気で異なる主要な物性値は音速であり、これを考慮して RMS 圧力振幅をUa および

a2 で規格化した結果を図 3-13 (a)および(b)に示す。音速と密度の両方を考慮した場合においても、規格化

の手法の違いによって、乾き蒸気と空気の無次元 RMS圧力振幅に明確な差は確認されなかった。即ち、上

述のように乾き蒸気と空気で Prms
*の最大値に多少の差はあったものの、これは流体の物性に起因するもの

ではなく、例えば試験部材質の違いの影響や、空気試験では蒸気試験に比べて試験部上下流のサイレンサ

長さが短いために除去しきれなかったノイズ成分等の影響を受けた可能性等が考えられる。 

以上より、気体単相流である乾き蒸気と空気では、RMS 圧力振幅／卓越周波数の圧力脈動応答特性は定

量的に一致し、既存知見[34],[40],[44]でも指摘されているように流体物性の影響は小さいことが確認された。 
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図 3-1 汎用蒸気試験設備（拡張）の概要 

 

表 3-1 汎用蒸気試験設備（拡張）のスペック概要 

Item Value 

最大蒸気流量 (kg/h) ~2500 

供給端蒸気圧力 (MPaA) ~2.5 

試験部蒸気圧力レンジ (MPaA) 0.03–2.0 

最大蒸気温度 (K) ~500 

湿り度調整冷却水最大流量 (m3/h) ~4 

試験ライン配管内径 (mm) 42.6–108.3 
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図 3-2 汎用蒸気試験設備（拡張）ボイラ周りの外観写真 

 

 

図 3-3 汎用蒸気試験設備（拡張）試験ラインの外観写真 
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図 3-4 汎用蒸気試験設備（拡張）復水系の外観写真 

 

 

図 3-5 汎用蒸気試験設備の試験可能範囲 
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図 3-6 空気流動試験設備の概要 

 

 

図 3-7 空気流動試験設備の外観写真 
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図 3-8 試験部概要 

 

表 3-2 変動圧センサ仕様 

 蒸気用 空気用 

センサ型番 
S112A03 

（高耐熱） 

S112A22 

（高感度） 

106B 

（高感度） 

ダイナミックレンジ (kPa) 0.14–69,000 0.07–345 0.00069–57.2 

分解能 (kPa) 0.014 0.007 0.00069 

耐圧 (kPa) 103,000 3,450  

立ち上がり時間 (sec) < 2.0 < 2.0 < 9.0 

温度範囲 (degC) -240 – +204 -73 – +135 -54 – +121 

ノイズレベル＠1kHz (Pa) < 0.020 不明 不明 

拡張不確かさ（k=2） (%) 1 1 1 

※ノイズレベルは仕様書に記載がないため、本研究で最も使用頻度が高く、 

かつ最も分解能が大きい高耐熱蒸気用センサに対して、メーカに調査依頼をした 

 

変動圧力センサ

21.5D(Steam), 19.4D(Air)

h

D r

d

Flow

43.0D(Steam), 38.8D(Air)

Branch diameter d = 0.3D
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図 3-9 変動圧力センサ（S112A03）のノイズレベル 

 

表 3-3 試験条件 

 乾き蒸気 空気 

流入圧力 (MPaA) 0.1–0.3 ~0.1 

温度 (K) 410–460 290–320 

蒸気クオリティ 1.06, 1.03 ― 

流量 (kg/h) 80–800 150–800 

流速 (m/s) 20–100 15–90 

レイノルズ数 5.0×104–5.0×105 7.5×104–3.0×105 

ストロハル数 0.3–1.3 0.25–1.25 

マッハ数 ~0.2 ~0.25 
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(a) RMS圧力振幅の応答曲線 

 

(b) 卓越周波数の応答曲線 

図 3-10 乾き蒸気と空気における分岐管天端部の圧力脈動応答 
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(a) St = 0.81 

 

(b) St = 0.59 

 

(c) St = 0.39 

図 3-11 分岐管天端部における圧力脈動の時刻歴波形（左）とスペクトル（右） 
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図 3-12 乾き蒸気と空気における主配管内の相対圧力振幅 
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(a) RMS圧力振幅をUaで規格化した場合の応答曲線 

 
(b) RMS圧力振幅をa2で規格化した場合の応答曲線 

図 3-13 乾き蒸気と空気における分岐管天端部の圧力脈動応答 
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3.2 蒸気状態が圧力振幅／周波数特性に及ぼす影響 

3.2.1 試験の概要 

試験は汎用蒸気試験設備ならびに汎用蒸気試験設備（拡張）を使用し、3.1.1.1 に記載の通りである。ま

た、試験部については乾き蒸気試験と同様であり、3.1.1.3に記載の通りである。 

試験条件を表 3-4に示す。試験手法については乾き蒸気試験と同様であり 3.1.1.5に記載の通りである。 

3.2.2 湿り蒸気における分岐管天端部の圧力脈動特性 

図 3-14 に湿り蒸気流における分岐管天端部の RMS 圧力振幅および卓越周波数の応答曲線を示す。規格

化手法は 3.1.2 項で述べた通りであるが、湿り蒸気密度は次式に示す均質流仮定の気液混合密度mを使用し

た。 

 
_ _

11

m s sat w sat

xx

  


            (3-7) 

図 3-14 (a)より、0.6 < Stでは Prms
*は 0.01程度であり、気体単相流の乾き蒸気や空気（図 3-10 (a)）に比べ

て小さいものの、0.8 < St < 0.9程度において 2次の渦放出モードによるピークが確認された。St = 0.6程度を

境に卓越周波数が 1次の渦放出モードに移行し（図 3-14 (b)）、0.45 < St < 0.6において St数の低下に伴って

Prms
*が増加し、定性的に乾き蒸気や空気と同様の応答特性を示した。湿り蒸気条件における Prms

*は 0.35 < St 

< 0.5 程度において相対的に大きくなり、St = 0.45 程度において最大となった。各蒸気クオリティにおいて

Prms
*が最大となる St 数条件における分岐管天端部の圧力脈動の時刻歴波形（左）とスペクトル（右）を図

3-15に示す。卓越したピークを有する周期的な圧力脈動が発生したものの、Prms
*の最大値は 0.2程度であり、

乾き蒸気や空気に比べ 80%程度小さい値となった。図 3-14 (b)より、Prms
*が相対的に大きな値を示した 0.35 

< St < 0.5 程度における卓越周波数は乾き蒸気や空気とは異なり共鳴周波数にはロックインせず、St 数の低

下に伴って周波数比が緩やかに増加することが確認された。これは、本来分岐管開口部における剪断層の

不安定性と音場の相互作用によって生じる音響共鳴に対して、湿り蒸気流中を液滴あるいは液膜として流

れる液相成分が影響を及ぼしたことで共鳴が弱められたものと考えられ、詳細は 5.1.4 項にて述べる。なお、

図 3-14では図 3-10と同様に St数を低下させながら計測した場合と、St数を上昇させながら計測した場合と

を同じ記号で示しており、RMS 圧力振幅および卓越周波数いずれについても乾き蒸気と同様にヒステリシ

ス性は確認されなかった。 

以上より、気液二相流となる湿り蒸気では気体単相流となる乾き蒸気や空気とは圧力脈動特性に違いが

生じ、本試験条件のように圧力が低い場合には共鳴条件における最大圧力振幅が著しく低下すること、卓

越周波数は共鳴周波数に明確にロックインせず St数の低下に伴って緩やかに上昇することが確認された。 

3.2.3 主流管へ伝播する圧力脈動特性 

図 3-16 に乾き蒸気、湿り蒸気、空気における主流配管内の相対 RMS 圧力振幅の分布を示す。いずれも

分岐管天端部で Prms
*が最大となる St 数条件である。縦軸は分岐管天端部の RMS 圧力振幅を基準として相

対化した。横軸は分岐管部からの距離 l を主流配管径 D で規格化したもので、分岐管部から見て上流方向

を正とした。 

3.2.2 項で述べたように、分岐管天端部における Prms
*の最大値は湿り蒸気と乾き蒸気および空気では大き
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く異なった一方で、分岐管部から主配管内に伝播する圧力脈動の相対値は乾き／湿りの違いに依らず定量

的に一致し、概ね 5%程度となることが確認された。更に、主配管内に励起される定在波のモードも同様で

あった。分岐管と主管の口径比が同程度である既存の数値計算[34]や高圧蒸気試験[40]においても、相対的な

主配管内の圧力振幅は本研究と同程度となることが確認されており、配管断面積の広がりによる空間減衰

の効果が主な原因の一つと考えられる。 

 

 

表 3-4 試験条件 

 湿り蒸気 

流入圧力 (MPaA) 0.1–0.3 

飽和蒸気温度 (K) 380–410 

蒸気クオリティ 0.99, 0.97, 0.90 

流量 (kg/h) 80–800 

流速 (m/s) 20–100 

レイノルズ数 5.0×104–5.0×105 

ストロハル数 0.3–1.3 

マッハ数 ~0.2 
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(a) RMS圧力振幅の応答曲線 

 

(b) 卓越周波数の応答曲線 

図 3-14 湿り蒸気における分岐管天端部の圧力脈動応答 

 

0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2

Wet steam (x = 0.99)

Wet steam (x = 0.97)

Wet steam (x = 0.90)

Strouhal number St = fd / U [-]

R
M

S
 a

m
pl

itu
de

 P
rm

s*
[-

]
(a)

100

101

10-1

10-2

10-3

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

1.1

1.2

0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2

Wet steam (x = 0.99)

Wet steam (x = 0.97)

Wet steam (x = 0.90)

Hydrodynamic freq.
(nh = 1)

Hydrodynamic freq.
(nh = 2)

F
re

qu
en

cy
 r

at
io

f
/ 

f n
_

m
e

a
s

[-
]

Strouhal number St = fd / U [-]

(b)



 －67－  

 

(a) x = 0.99 

 

(b) x = 0.97 

 

(c) x = 0.90 

図 3-15 分岐管天端部における圧力脈動の時刻歴波形（左）とスペクトル（右） 
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図 3-16 最大圧力振幅となった St数での主配管内の相対圧力振幅 
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4. 蒸気条件における共鳴周波数評価手法 

本章では、音源特性の内、共鳴周波数と共鳴限界 St 数に着目した研究成果を取り纏める。一般的な理論

式で共鳴周波数を評価するには開口端補正係数を含む分岐部の形状寸法パラメータと音速が必要となるが、

蒸気における開口端補正係数、湿り蒸気音速についての既存知見が少ない。これを踏まえ、計測した共鳴

周波数に基づいて評価した開口端補正係数と既存の音響理論とを比較し、また同様に評価した湿り蒸気音

速と既存の理論式および相関式とを比較することで、共鳴周波数理論式の適用性を明らかにすると共に、

湿り蒸気流中の共鳴周波数の評価手法を提案する。更には、提案する共鳴周波数評価手法に基づいた共鳴

限界 St 数に対する流体や蒸気の湿り度の依存性を明らかにし、湿り蒸気流における圧力脈動振幅応答の保

守的な予測手法を提案する。 

4.1 蒸気条件における開口端補正係数 

4.1.1 試験の概要 

試験は汎用蒸気試験設備ならびに汎用蒸気試験設備（拡張）を使用し、3.1.1.1 に記載の通りである。ま

た、試験部は単一分岐管体系とし、3.1.1.3 に記載の通りである。ただし、周波数を変えるため、異なる長

さの分岐管を使用した（表 4-1）。 

試験条件を表 4-2に示す。試験手法については 3章と同様であり、3.1.1.5に記載の通りである。 

4.1.2 開口端補正係数の算出 

乾き蒸気における開口端補正係数の評価結果を図 4-1 に示す。式（2-3-1）を変形し、3.1.1.4 で定義した

共鳴周波数の計測値 fn_meas と等エントロピー仮定の理論音速 atheo（式（2-4-3））を用いて、各分岐管長／ク

オリティ条件における開口端補正係数の平均値を評価した。 

_4
theoe

n meas

aLEnd Correction hd f
          (4-1) 

本実験条件範囲における乾き蒸気での開口端補正長はクオリティの違いに依らず概ね 0.36d < Le < 0.44d の

範囲にある。全条件の平均値は 0.4d となり、これは 2.3 節で述べた理論値[36]と定量的に一致し、乾き蒸気

条件においても理論値が適用可能であると言える。また、理論値は気体物性の違いについては考えられて

いないことから、開口端補正長に及ぼす物性の影響は小さく、形状パラメータとして扱って良いとも言え

る。 

4.1.3 乾き蒸気における共鳴周波数評価手法 

開口端補正係数評価結果を踏まえ、乾き蒸気流での共鳴周波数は、次式に示すように開口端補正係数を

0.4として既往の評価式により予測可能であることがわかった。 
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          (4-2) 

図 3-10 (b)に示した卓越周波数応答曲線の縦軸を、式（4-2）で評価した乾き蒸気条件の共鳴周波数を用

いた周波数比で整理し直した結果を図 4-2 に示す。なお、空気の共鳴周波数については、開口端補正係数

を乾き蒸気と同じ 0.4として理論式（式（2-3-1））で評価した。卓越周波数は 0.3 < St < 0.4の領域において

共鳴周波数に明確にロックインしており、図 3-10 で見られた St 数の低下に伴う周波数比の僅かな増加は確

認されなかった。これは、3.1.2 項でも触れたように、式（4-2）により共鳴周波数を評価することで、圧力

や温度の変化による音速の僅かな変化を考慮できるようになったためである。 
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表 4-1 試験マトリクス（分岐管長と蒸気クオリティ） 

分岐管長 
蒸気クオリティ 

1.06 1.03 1.01 

0.836D － ○ － 

1.045D ○ ○ ○ 

1.256D － ○ － 

1.411D － ○ － 

1.568D － ○ － 

1.620D － ○ － 

1.674D ○ ○ ○ 

1.883D － ○ － 

 

 

 

表 4-2 試験条件 

 乾き蒸気 

流入圧力 (MPaA) 0.1–0.3 

温度 (K) 410–460 

蒸気クオリティ 1.06, 1.03, 1.01 

流量 (kg/h) 80–800 

流速 (m/s) 20–100 

レイノルズ数 5.0×104–5.0×105 

ストロハル数 0.3–1.3 

マッハ数 ~0.2 
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図 4-1 乾き蒸気における開口端補正係数の評価結果 

 

 

図 4-2 乾き蒸気と空気における分岐管天端部の卓越周波数応答 
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4.2 湿り蒸気における音速 

4.2.1 試験の概要 

試験は汎用蒸気試験設備ならびに汎用蒸気試験設備（拡張）を使用し、3.1.1.1 に記載の通りである。ま

た、試験部は単一分岐管体系とし、3.1.1.3 に記載の通りである。ただし、開口端補正係数評価試験と同様

に周波数を変えるため、異なる長さの分岐管を使用した（表 4-3）。 

試験条件を表 4-4に示す。試験手法については 3章と同様であり、3.1.1.5に記載の通りである。 

4.2.2 湿り蒸気音速の評価 

4.1.2 項において乾き蒸気の開口端補正係数を評価した際と同じ考え方に基づいて、共鳴周波数の計測値

fn_meas を使用して湿り蒸気音速の評価を試みる。ここで、湿り蒸気では式（2-3-1）に音速と開口端補正長の

二つの未知数があることに注意しなければならない。湿り蒸気流における開口端補正長の定量値は取得さ

れていないものの、4.1.2 項で述べた通り開口端補正長への物性影響は小さく形状パラメータであると考え

られる。これを踏まえ、ここでは実用性を考慮し乾き蒸気と同じ開口端補正長 0.4d を用いることとする。

この時、式（2-3-1）を以下のように変形することで、共鳴周波数の計測値から湿り蒸気音速を推定可能と

なる。 

  _4 0.4wet n measa h d f           (4-3) 

式（4-3）によって評価した湿り蒸気音速を図 4-3 に示す。縦軸は飽和蒸気音速で規格化した。図中には

本試験結果に加えて、図 2-6に示した Collinghamら[45]および Englandら[46]による計測値、等エントロピー仮

定の理論式（式（2-4-3））および HEM モデル[57]（式（2-4-15））による音速を併せて示した。本試験により

取得された湿り蒸気音速は、0.9 < x < 1.0において飽和蒸気音速に対し-1～-6%程度の値となり、既存の湿り

蒸気音速計測値とも概ね一致した。0.9 < x < 1.0における既存の湿り蒸気音速計測値は、概ね飽和蒸気音速

に近い値を示しているものの、蒸気クオリティの低下に伴い僅かに低下している。HEM モデルにより評価

される湿り蒸気音速は、0.9 < x < 1.0において本試験結果および既存の計測値に近い値を示しているものの、

蒸気クオリティの低下に伴って既存の計測値との差が大きくなっている。均質流仮定を適用した等エント

ロピー仮定の理論式により評価される湿り蒸気音速は、本試験結果および既存の計測値のいずれとも定量

的に一致せず、湿り蒸気音速を正確に評価できないと言える。ここで、工場等の一般的な蒸気配管では蒸

気トラップやドレン系統などの設置により蒸気クオリティはそれほど低下してはいないものの、蒸気クオ

リティの値自体は不明であることが多い。このため、HEM モデルや 2.4 節で述べた Chung らの相関式（式

2-4-16）などのようにボイド率や蒸気クオリティを使用する湿り蒸気音速の相関式は、実用性の観点から

は必ずしも適当であるとは言えない。図 4-3 より、湿り蒸気流中に存在する液滴は連続相である飽和蒸気

中を伝播する圧力波に対して障害物となるが、高クオリティ湿り蒸気では相対的に液滴の量が少なく、そ

の伝播速度即ち音速が飽和蒸気音速に近くなったと言える。なお、本試験条件におけるボイド率は、均質

流仮定で 0.999以上であり、体積の大半を気相が占める流動状態である。以上を踏まえると、実用上 0.9 < x 

< 1.0 においては、飽和蒸気状態を仮定した音速を用いることで共鳴周波数を近似評価する手法が有効であ

ると考えられる。 
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4.2.3 湿り蒸気における共鳴周波数評価手法 

湿り蒸気音速評価結果を踏まえ、0.9 < x < 1.0（湿り度 10%以下）の湿り蒸気での共鳴周波数は、次式に

示すように開口端補正係数は乾き蒸気と同じ 0.4、音速には飽和蒸気音速を用いることで、既往の評価式に

より予測可能であることがわかった。 

 _
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         (4-4) 

図 3-14 (b)に示した卓越周波数応答曲線の縦軸を、式（4-4）で評価した湿り蒸気条件の共鳴周波数を用

いた周波数比で整理し直した結果を図 4-4 に示す。圧力や温度の変化による音速の僅かな変化を考慮した

場合においても、Prms
*が相対的に大きな値を示した 0.35 < St < 0.5程度における卓越周波数は共鳴周波数に

ロックインせず、図 3-14 (b)と同様に St数の低下に伴って周波数比が緩やかに増加することが確認された。 
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表 4-3 試験マトリクス（分岐管長と蒸気クオリティ） 

分岐管長 
蒸気クオリティ 

0.99 0.97 0.90 

0.836D － ○ － 

1.045D ○ ○ ○ 

1.256D － ○ － 

1.411D － ○ － 

1.568D － ○ － 

1.620D － ○ － 

1.674D ○ ○ ○ 

1.883D － ○ － 

 

 

 

表 4-4 試験条件 

 湿り蒸気 

流入圧力 (MPaA) 0.1–0.3 

飽和蒸気温度 (K) 380–410 

蒸気クオリティ 0.99, 0.97, 0.90 

流量 (kg/h) 80–800 

流速 (m/s) 20–100 

レイノルズ数 5.0×104–5.0×105 

ストロハル数 0.3–1.3 

マッハ数 ~0.2 
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図 4-3 湿り蒸気音速の評価結果 

 

 

図 4-4 湿り蒸気における分岐管天端部の卓越周波数応答 
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4.3 共鳴周波数評価式の適用性と共鳴限界ストロハル数の評価 

図 4-5 に提案した共鳴周波数評価手法（乾き蒸気：式（4-2）、湿り蒸気：式（4-4））による共鳴周波数の

予測値 fnacと共鳴周波数計測値 fn_measとの比較結果を示す。提案した評価手法により、乾き蒸気では±2%以

内、湿り蒸気では±6%以内で実測値を予測可能であることがわかった。ただし、周波数が低い条件では湿

り蒸気における予測値と実測値の差が相対的に大きくなり、卓越周波数、即ち共鳴周波数の実測値に対す

る液滴の影響が周波数によって異なるためであると推測される。実配管は本試験体系よりも 10 倍程度大き

いことがあり、この場合単純計算で共鳴周波数は 1/10 程度となることから、より広範な体系において共鳴

周波数に対する液滴の影響を検討することが重要である。この点についての詳細は 5.3.4項にて述べる。 

ここまでの議論においては、実際の現象を評価する上で、RMS 圧力振幅／卓越周波数の応答曲線を、卓

越周波数を用いた St 数（式（3-4））によって整理してきた。一方、実配管の設計等において共鳴条件を予

測する上では、次式に示す共鳴周波数を用いた St数を用いることが一般的である。 

ac
nf d

St
U

            (4-5) 

図 4-6 に乾き蒸気、空気、湿り蒸気における分岐管天端部の RMS 圧力振幅（図 4-6 (a)）および卓越周波数

（図 4-6 (b)）の応答曲線を示す。図 3-10および図 3-14に示した結果を、共鳴周波数予測値を用いた St数で

整理し直した。乾き蒸気と湿り蒸気における圧力振幅／卓越周波数の応答特性の基本的な違いについては、

図 3-10 および図 3-14 と同様である。図 4-6 (a)より、湿り蒸気において 1 次の渦放出モードにより圧力振幅

が大きくなり始めるSt数（共鳴限界St数）は概ね0.6程度であり、これは乾き蒸気や空気と概ね一致した。

即ち、本試験条件においては共鳴限界 St 数に対する蒸気状態の影響は小さく、湿り蒸気に対し飽和蒸気音

速で近似した共鳴周波数を用いた場合には乾き蒸気や空気と同一に共鳴限界 St 数を予測可能であることが

わかった。一方で、3.2.2 項でも述べたように、湿り蒸気における圧力振幅の最大値は乾き蒸気や空気に比

べて小さくなる。以上を踏まえると、蒸気クオリティが不明であるような湿り蒸気に対して、気体単相流

を仮定した評価によって数値計算負荷を低減し、かつ保守的な圧力脈動振幅応答を予測可能であると言え

る。 
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図 4-5 共鳴周波数予測値と実測値の比較 
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(a) RMS圧力振幅の応答曲線 

 

(b) 卓越周波数の応答曲線 

図 4-6 乾き蒸気／空気／湿り蒸気における分岐管天端部の圧力脈動応答 
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5. 湿り蒸気における振幅低下要因の抽出と音源の簡易評価手法の構築 

本章では、音源特性の内、乾き蒸気と湿り蒸気で大きな違いが見られた最大圧力脈動振幅応答に着目し

た研究成果を取り纏める。最大圧力振幅に対する蒸気圧力と蒸気湿り度の複合影響を蒸気流動試験により

定量評価し、併せて湿り蒸気の流動様式の可視化試験に基づいた既存の流動様式線図の拡張、液滴のダイ

ナミクスが減衰に及ぼす影響の理論的な解析と考察を踏まえて、湿り蒸気での最大圧力振幅の低下に対す

る主要な影響因子を抽出する。また、二相流の数値計算には多大な計算負荷を要することを踏まえ、湿り

蒸気流における振幅低下メカニズムの考察に基づいた簡易的な音源評価手法を構築する。 

5.1 圧力脈動応答に対する蒸気湿りと蒸気圧力の複合影響 

5.1.1 試験の概要 

試験は汎用蒸気試験設備ならびに汎用蒸気試験設備（拡張）を使用し、3.1.1.1 に記載の通りである。ま

た、試験部は図 5-1 に示すような単一分岐管体系とし、詳細は 3.1.1.3 に記載の通りである。なお、本節で

は上流エルボから分岐管までの助走区間を変化させた試験も実施し、図 5-1 に示すように 48D（基本ケー

ス）と 66Dの二通りである。 

試験条件を表 5-1および表 5-2に示す。本節は主に特定の蒸気クオリティで広範な St数に対する圧力脈動

応答曲線を取得する試験（表 5-1）と最大圧力振幅に対する蒸気圧力と蒸気湿りの複合影響に着目した試験

（表 5-2）の二通りを実施した。なお、試験手法については 3章と同様であり、詳細は 3.1.1.5に記載の通り

である。 

5.1.2 乾き蒸気と湿り蒸気での圧力脈動応答の比較 

図 5-2 および図 5-3 に乾き蒸気および湿り蒸気における分岐管天端部の RMS 圧力振幅と卓越周波数の応

答曲線を示す。なお、本章では無次元 RMS圧力振幅 Prms
*のピーク値について議論するため、前章までとは

異なり、FFT解析結果においてピーク周波数となった時の RMS圧力振幅の値を主管の動圧 0.5U2により規

格化した。St 数は各流速での卓越周波数を用いて整理しており、周波数比は 4 章での議論を踏まえた評価

式により算出される共鳴周波数予測値で規格化した。図 5-2 (a)および図 5-3 (a)より、1次の渦放出モードに

よる Prms
*のピークが St = 0.35付近にあり、2次の渦放出モードによる Prms

*のピークが St = 0.8付近にあるこ

とが確認された。また、各条件における最大圧力振幅は、1次の渦放出モードのピークである St = 0.35付近

で確認された。この時の圧力脈動スペクトル（図 5-4 および図 5-5）より、いずれの条件においても共鳴周

波数付近に卓越したピークが確認された。図 5-2 (b)より、乾き蒸気における卓越周波数は Prms
*が大きくな

った 0.3 < St < 0.45 程度において共鳴周波数と一致しロックインが生じており、1 次の渦放出モードとして

共鳴が発生したことが確認された。一方で、図 5-3 (b)より、湿り蒸気では 1 次の渦放出モードにより Prms
*

が大きくなる St 数範囲内においても、卓越周波数は乾き蒸気とは異なり共鳴周波数にはロックインせず、

St 数の低下に伴って周波数比が緩やかに増加することが確認された。このような乾き蒸気と湿り蒸気にお

ける応答曲線の定性的な違いについては、3章で述べた低圧条件における試験結果とも一致した。 

図 5-2および図 5-3の横軸を、共鳴周波数予測値を用いた St数で整理し直した結果を図 5-6に示す。図 5-

6 (a)より、1 次の渦放出モードにより圧力振幅が大きくなり始める St 数（共鳴限界 St 数）は、乾き蒸気で



 －81－  

は 0.6程度、湿り蒸気では 0.6–0.65程度と乾き／湿り蒸気共に概ね同程度であり、かつ本試験条件よりも低

圧条件の図 4-6 (a)とも定量的に一致した。即ち、本試験条件においては共鳴限界 St 数に対する蒸気圧力の

影響は小さいと言える。なお、本試験条件における共鳴周波数予測値は計測値と定量的に一致しており

（図 5-7）、4 章で提案した乾き／湿り蒸気に対する共鳴周波数予測手法の有効性が確認された。即ち、圧

力が高い場合においても、湿り蒸気に対し飽和蒸気音速で近似した共鳴周波数を用いた場合には乾き蒸気

と同一に共鳴限界 St 数を予測可能であると言える。図 5-6 (a)より、圧力が同程度である場合には、湿り蒸

気における Prms
*の最大値は乾き蒸気に比べ低下することが確認され、これは本試験条件よりも低圧条件の

図 4-6 (a)とも定性的に一致した。一方で、分岐管部から主配管内に伝播する圧力脈動の相対値は乾き／湿

りの違いに依らず概ね 5%程度となり（図 5-8）、かつ本試験条件よりも低圧条件の図 3-16 とも定量的に一

致した。3.2.3 項で既に述べたように、分岐管部から主管内に伝播する圧力脈動には、配管断面積の広がり

による空間減衰の影響があると考えられる。以上より、乾き蒸気と湿り蒸気における圧力脈動の応答曲線

の定性的な傾向や、共鳴限界 St 数および主管内の相対圧力振幅に対する蒸気圧力の影響は小さいことが確

認された。 

5.1.3 乾き／湿り蒸気の最大圧力振幅に対する蒸気圧力の影響 

図 5-6 (a)より、蒸気クオリティが同じ場合で比較すると、乾き蒸気の Prms
*の最大値は 0.25 MPaの場合の

み他と比べて小さいものの、概ね同程度である。一方で、湿り蒸気では蒸気圧力の増加に伴って Prms
*の最

大値が増加することが確認された。更に、0.8 MPaの湿り蒸気の 0.5 < St < 0.9程度における卓越周波数応答

曲線は、蒸気圧力が低い他の湿り蒸気に比べて乾き蒸気の応答に近い挙動を示した。 

上流エルボから分岐管までの助走区間を変化させた場合の RMS 圧力振幅応答曲線を図 5-9 に示す。なお、

図 5-9 (a)における x = 1.03と 0.99の応答曲線は、図 5-6 (a)のものを 1次の渦放出モードに着目して再プロッ

トしたものである。図 5-9 より、RMS 圧力振幅応答に対する助走区間の影響は小さく、両者とも助走区間

が十分長いと考えられる。しかしながら、助走区間が長い場合には共鳴限界 St 数が僅かに大きくなった。

これは、空気流において上流エルボの影響を調査した既存知見[39]とも定性的に一致し、上流エルボによる

流速分布の僅かな違いが原因である。図 5-9 における Prms
*の最大値を助走区間に対してプロットしたもの

を図 5-10 に示す。助走区間が長くなると、乾き蒸気における Prms
*の最大値は増加した。これも空気流の既

存知見[39]と定性的に一致し、上流エルボによる偏流の影響で断面平均流速と分岐管開口部付近の局所流速

に僅かながら差が生じたためであると考えられる。一方で、湿り蒸気では、ボイド率が他の条件よりも相

対的に小さい 0.8 MPaの x = 0.97を除けば、Prms
*の最大値に対する助走区間の影響は小さいことが確認され

た。 

サイレンサの有無による Prms
*の最大値への影響を図 5-11 に示す。なお、上流エルボから分岐管までの助

走区間は 66D である。図 5-11 のサイレンサ有りの場合の結果は、図 5-10 と同じ結果である。乾き蒸気（x 

= 1.03）の 0.25 MPa の場合では、サイレンサ有りの場合に比べてサイレンサ無しの場合の Prms
*の最大値は

僅かに大きくなった。即ち、高圧条件に比べて相対的に Re 数が低い低圧条件では、サイレンサの有孔内管

が流れ場の発達（境界層の発達）に影響を及ぼしているものと考えられる。しかしながら、高圧の乾き蒸

気ではその影響は小さく、更に高クオリティの湿り蒸気（x = 0.99）においては圧力に依らずサイレンサが

Prms
*の最大値に及ぼす影響は小さいことが確認された。サイレンサの有孔内管よりも気液二相流れとなっ

ていることの方が Prms
*の最大値に及ぼす影響が大きいと考えられ、高クオリティの湿り蒸気における主配
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管の流れ場はサイレンサとは独立でサイレンサの有無により大きく変化することはないと言える。 

各条件で Prms
*の最大値を与える St 数において、試験部圧力／蒸気クオリティの違いに依らず、Ma 数と

St 数はそれぞれ概ね一定である。一方で、試験部圧力により気相密度が変化するため、スケール効果のパ

ラメータの一つである Re数は試験部圧力の違いにより異なる値となる。これを踏まえて、図 5-12に乾き／

湿り蒸気における Prms
*の最大値の Re 数依存性を示す。本研究による乾き蒸気（x = 1.03）と湿り蒸気 x = 

0.99）の結果は、図 5-6 (a)、図 5-10、図 5-11に示した結果および、3章で取得した低圧の試験結果を同じク

オリティに対して同じシンボルでプロットした。また、図中には Takahashi ら[40]による空気流を対象とした

数値計算結果、Okuyama ら[44]による高圧の空気（0.65 MPa）、乾き蒸気（3 MPa）および高圧かつ高クオリ

ティ条件の湿り蒸気（7 MPaかつ 0.998 < x < 1）を併せてプロットした。なお、湿り蒸気流における Re数は

式（3-7）に示す湿り蒸気密度を使用して評価した。 

図 5-12より、乾き蒸気条件における Prms
*の最大値は 1–2程度の範囲であり、Re数に対して概ね一定であ

った。ただし、前述のように相対的に低 Re数の条件では、上流エルボからの助走区間の影響により Prms
*の

最大値が僅かに小さくなった。本研究により取得された乾き蒸気条件の Prms
*の最大値は、併せて示した既

存の空気条件での数値計算結果[40]や高圧空気／高圧乾き蒸気の試験結果[44]とも定量的に一致した。また、

既存の空気条件での数値計算結果[40]に基づけば、Re < 1.0×105の領域では Re数の増加に伴い Prms
*の最大値

が増加する一方、1.0×105 < Reの領域では Re数の増加に対して Prms
*の最大値が概ね一定値となっている。

3.1.2項や既存知見[34],[40],[44]でも示されているように、気体単相流となる乾き蒸気と空気は概ね同様の圧力振

幅／周波数応答特性であることも踏まえれば、本試験条件範囲は 1.0×105 < Re であるため、乾き蒸気条件

では Prms
*の最大値に対する Re 数の依存性が小さい領域であると言える。一方で、湿り蒸気条件について

は、乾き蒸気と概ね同程度のRe数範囲であるにも関わらず、Re数の増加に伴いPrms
*の最大値が増加した。

即ち、本試験条件範囲内における湿り蒸気条件では、Prms
*の最大値の Re 数依存性が乾き蒸気条件とは異な

ることが確認された。更に、Okuyama ら[44]により取得された BWR 運転条件下を想定した高 Re 数（高圧）

かつ高クオリティの湿り蒸気条件における Prms
*の最大値は気体単相流の場合と同程度であり、本研究によ

り取得された Prms
*の最大値よりも大きい値である。なお、Okuyama ら[44]の湿り蒸気試験は本研究よりもク

オリティが高く、かつ本研究とは異なり配管内での水噴霧により蒸気湿りを生成させていることから、両

者の単純な比較には注意が必要である。 

5.1.4 最大圧力振幅に対する蒸気湿りと蒸気圧力の複合影響 

図 5-13に蒸気クオリティと Prms
*の最大値の関係を示す。なお、前項でも触れた Okuyamaら[44]により取得

された高 Re数（高圧）かつ高クオリティの湿り蒸気条件における Prms
*の最大値も併せてプロットした。図

5-13より、湿り度の増加に伴って本試験により取得された Prms
*の最大値は増加し、蒸気圧力 0.25 MPaでは

x > 0.98程度、蒸気圧力 0.8 MPaでは x > 0.99程度で概ね一定となることが確認された。また、蒸気圧力 0.8 

MPaにおける Prms
*の最大値は、0.25 MPaの場合と比べて 2倍程度大きくなった。 

圧力が異なる場合には気液密度比が異なるため、湿り度が同じであっても、ボイド率が異なる。ボイド

率の評価手法としては、均質流モデルやスリップ流モデル、ドリフトフラックスモデルなどがある[64]。

ここでは、均質流モデル（式（5-1））と蒸気－水二相流に対して気液間のスリップ比 S が気液の密度比

w_sat/s_satの関数であるとした Thom[65]のモデル（式（5-2））に対する、Winterton[66]による近似式（式（5-3））

を用いてボイド率を評価した。 
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図 5-14 にボイド率と Prms
*の最大値の関係を示す。本試験では実蒸気配管を想定した現実的な蒸気クオリ

ティ範囲として 0.9 < x < 1.0程度を対象としたが、均質流仮定のボイド率では 0.999以上、気液間のスリッ

プを考慮したボイド率として評価しても 0.998以上であり、殆どが気相である。なお、スリップ流モデルで

は気液間のスリップにより均質流モデルに比べて液相流速が低下するためボイド率が小さくなるものの、

蒸気クオリティが高い本試験条件範囲内ではボイド率に対する影響は小さいと言える。更に、図 5-14 より、

ボイド率を均質流モデルで評価した場合とスリップ流モデルで評価した場合とで、ボイド率に対する Prms
*

の最大値の分布は定性的に一致している。両図とも、ボイド率の増加に伴って本試験により取得された

Prms
*の最大値は増加し、ボイド率が 1 に近い条件で概ね一定となった。ここで、図 5-10 に示したように、

ボイド率が他の条件よりも相対的に小さい 0.8 MPaの x = 0.97における Prms
*の最大値は上流エルボからの助

走区間の影響を受け、助走区間が長い場合にはボイド率が大きい高クオリティ条件の Prms
*の最大値と定量

的に一致した。これを踏まえると、気相に比べて慣性の大きい液相が相対的に多く存在する低ボイド率に

おいては、流速分布に対して液相流れが影響を及ぼすことが Prms
*の最大値が低下する要因の一つであると

推測される。また、Sanna ら[67]は層状流の水―空気二相流を対象とした配管内の音響減衰比を実験的に評

価しており、配管内の気液二相流れにおける粘性減衰と熱散逸に起因する音響的な減衰の効果として、液

相体積の増加によって減衰比が増加すると述べている。これは、本試験においてボイド率の増加に伴って

Prms
*の最大値が増加する傾向とも定性的に一致する。ただし、例えば図 3-16 や図 5-8 に示したように分岐

管天端部の Prms
*に対する相対的な主配管内の圧力振幅は乾き蒸気と湿り蒸気では大きく異ならないため、

本試験条件範囲内の湿り蒸気流において粘性減衰や熱散逸の効果が乾き蒸気流に比べて顕著になったとは

考えにくい。 

図 5-14 におけるボイド率に対する Prms
*の最大値の定性的な分布は、蒸気クオリティで整理した場合と同

様である。しかしながら、図 5-14 ではボイド率に対して Prms
*の最大値が増加する領域においても圧力が異

なる場合には Prms
*の最大値に差が生じている。この差はボイド率に対して Prms

*の最大値が概ね一定となる

領域における差と同程度であり、圧力の増加に伴って Prms
*の最大値が増加することが確認された。ここで、

前項でも触れたように、図 5-14にも併せてプロットした Okuyamaら[44]の試験による Prms
*の最大値は気体単

相流と同程度の値であり、これは蒸気湿り度が 0.1%程度以下（x > 0.999）と液相の量が極めて少ないため

であると指摘されている[44]。しかしながら、Okuyama らの試験と同程度のボイド率で液相体積が非常に小

さい場合であっても、本試験のように蒸気圧力が低い場合には圧力振幅が顕著に低下する場合があること

が確認され、単純に湿り度やボイド率のみでは振幅低下を説明できないと言える。 

図 5-15 に Prms
*の最大値の気液密度比依存性を示す。図 5-12 に示した本研究における湿り蒸気条件（x = 

0.99）の Prms
*の最大値と、Okuyama ら[44]により取得された Prms

*の最大値を併せてプロットした。図 5-15 よ

り Prms
*の最大値は気液密度比に対して明確な相関を有しており、気液密度比の増加に伴って Prms

*の最大値
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が増加した。本研究の湿り蒸気条件と Okuyama らの湿り蒸気条件は、いずれも均質流仮定のボイド率が

0.999 以上であり、液相の量に起因する効果は小さいと考えられる。ここで、試験部上下流のサイレンサに

よって試験配管の末端における音響境界条件が一定となるため、サイレンサがある場合は試験部における

音響放射損失は蒸気状態に依らず全てのケースの試験で概ね一定であると考えられる。2.1 節でも述べたよ

うに、音響共鳴現象は剪断層の不安定性と音響場との相互作用によって生じる自励振動現象である。従っ

て、乾き蒸気と湿り蒸気で音響場の条件が大きく変化しているわけではないとすると、湿り蒸気条件にお

ける最大圧力振幅の低下は分岐管開口部における剪断層の不安定性に影響を及ぼす流動場に起因するもの

と考えられる。例えば、湿り蒸気流中に液滴や液膜として存在する液相成分が、分岐部における周期的な

渦放出から後縁への衝突までの剪断層の移流挙動を阻害するなどの影響を及ぼしているものと推測される。

このような液相成分の影響は、流動様式や圧力、周波数などの流れ場の状態に依存すると考えられる。 

Omrani ら[41]は、数値計算に基づく別研究[68]の結果を踏まえて、気相流れに比べて慣性の大きい固体粒子

や液滴の存在が、剪断層の不安定性により分岐管開口部に生じる大規模渦構造を弱める効果があると述べ

ている。また、Sanna ら[43]は、水―空気二相流状態を形成する水注入ノズルの位置を主配管内の上部と下

部、および分岐管から近い場合と遠い場合で変化させた試験によって、液膜が分岐部上流端に存在するの

みでは圧力振幅には殆ど影響がない一方で、液相が剪断層と共に移流するような流れ場となると圧力振幅

への影響が大きく、顕著な振幅低下が生じる場合があると述べている。本研究の湿り蒸気条件では高ボイ

ド率かつ高速流れとなっているため、流動様式は環状噴霧流ないしは噴霧流となっていると推測される。

この場合には、ボイド率が大きく相対的に液相の量が少ない場合においても液相が剪断層と共に移流する

流動状態となると考えられ、最大圧力振幅の低下原因の一つとして分岐管開口部付近における剪断層の不

安定性と液相流れの相互作用が考えられる。即ち、気液の密度差が大きくなる低圧条件ほど、分岐管開口

部における気相の剪断層流れに対して慣性の大きい液相流れが強く影響を及ぼすと考えられ、剥離剪断層

の発達を弱める等の相互作用によって振幅低下が生じていると推測される。圧力が高くなると液相密度が

僅かに小さくなる一方で気相密度が顕著に大きくなり、結果として液相に対する気相の密度比s_sat/w_sat が

増加する。図 5-15 は、気液の密度比s_sat/w_satが大きい高圧条件ほど、圧力脈動に対する湿り蒸気流中の液

相の影響が小さくなると解釈できる。以上より、湿り蒸気条件における最大圧力振幅の低下に対しては、

蒸気湿り度（ボイド率）のみではなく蒸気圧力（気液密度比）の影響もあり、最大圧力振幅の低下は両者

の複合的な影響によって生じているものと考えられる。従って、Okuyama ら[44]の結果は、高クオリティ、

即ち高ボイド率であること、高圧で気液の密度比s_sat/w_sat が大きいことの両者の複合的な作用によって液

相の影響による振幅低下効果が小さい条件であると推測される。一方で、本試験結果のように圧力が低く

液相に対する気相の密度比s_sat/w_sat が小さくなる場合には、高クオリティ（低湿り度）であっても圧力振

幅が顕著に低下する場合があると言える。なお、既存の流動様式線図は本試験体系のような湿り蒸気条件

への適用性が不明であるため、流動試験による確認が必要である。 
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図 5-1 試験部概要 
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表 5-1 圧力脈動応答曲線に着目した試験の条件 

 乾き蒸気 湿り蒸気 

流入圧力 (MPaA) ~0.25 ~0.40 ~0.60 ~0.80 ~0.25 ~0.40 ~0.60 ~0.80 

温度 (K) ~433 ~448 ~459 ~470 ~400 ~417 ~432 ~444 

蒸気クオリティ 1.03 0.99, 0.97 

流量 (kg/h) 200–2450 200–2300 

流速 (m/s) 30–120 30–120 

レイノルズ数 1.0×105–1.3×106 1.1×105–1.3×106 

ストロハル数 0.25–1.0 0.25–1.0 

マッハ数 0.06–0.25 0.06–0.25 

 

 

表 5-2 最大圧力振幅に着目した試験の条件 

 湿り蒸気 

蒸気クオリティ ~0.9–0.999 

流入圧力 (MPaA) ~0.25 ~0.40 ~0.60 ~0.80 

温度 (K) ~400 ~417 ~432 ~444 

流量 (kg/h) 520–630 820–1100 1200–1500 1700–2000 

流速 (m/s) 60–90 

レイノルズ数 3.2×105–4.0×105 4.8×105–6.4×105 7.0×105–8.8×105 9.5×105–1.1×106 

ストロハル数 0.35–0.5 

マッハ数 0.12–0.18 

 

  



 －87－  

 

(a) RMS圧力振幅の応答曲線 

 

(b) 卓越周波数の応答曲線 

図 5-2 乾き蒸気における分岐管天端部の圧力脈動応答 
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(a) RMS圧力振幅の応答曲線 

 

(b) 卓越周波数の応答曲線 

図 5-3 湿り蒸気における分岐管天端部の圧力脈動応答 
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(a) 0.25 MPa                   (b) 0.40 MPa 

   

(c) 0.60 MPa                   (d) 0.80 MPa 

図 5-4 乾き蒸気における最大圧力振幅となる St数での分岐管天端部の圧力脈動スペクトル 
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(a) 0.25 MPa                   (b) 0.40 MPa 

  

(c) 0.60 MPa                   (d) 0.80 MPa 

図 5-5 湿り蒸気における最大圧力振幅となる St数での分岐管天端部の圧力脈動スペクトル 

 

 

 

 

P
re

ss
u

re
 f

lu
ct

ua
tio

n
(-

)

100
101

10-1

10-2

10-3

10-4

10-5

10-6

Frequency ratio f/fnac (-)
0.0 0.5 1.0 1.5

(a)

P
re

ss
u

re
 f

lu
ct

ua
tio

n
(-

)

100
101

10-1

10-2

10-3

10-4

10-5

10-6

Frequency ratio f/fnac (-)
0.0 0.5 1.0 1.5

(b)

P
re

ss
u

re
 f

lu
ct

u
at

io
n

(-
)

100
101

10-1

10-2

10-3

10-4

10-5

10-6

Frequency ratio f/fnac (-)
0.0 0.5 1.0 1.5

(c)

P
re

ss
u

re
 f

lu
ct

u
at

io
n

(-
)

100
101

10-1

10-2

10-3

10-4

10-5

10-6

Frequency ratio f/fnac (-)
0.0 0.5 1.0 1.5

(d)



 －91－  

 
(a) RMS圧力振幅の応答曲線 

 

(b) 卓越周波数の応答曲線 

図 5-6 乾き蒸気／湿り蒸気における分岐管天端部の圧力脈動応答 

0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2
Strouhal number St = fnacd / U (-)

R
M

S
 a

m
pl

itu
de

 P
rm

s*
(-

)
(a)

100

101

10-1

10-2

10-3

P=0.25MPa
P=0.40MPa
P=0.60MPa
P=0.80MPa

0.7

0.8

0.9

1.0

1.1

1.2

0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2
Strouhal number St = fnacd / U (-)

F
re

qu
en

cy
 r

at
io

 f
/f

n
a

c
(-

)

(b)

Hydrodynamic freq.
nh = 1           nh = 2



 －92－  

 

図 5-7 各圧力における共鳴周波数の計測値と予測値の比 

 

 

図 5-8 最大圧力振幅となった St数での主配管内の相対圧力振幅 
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(a) 助走区間 48D 

 

(b) 助走区間 66D 

図 5-9 乾き蒸気／湿り蒸気における RMS圧力振幅応答に対する助走区間の影響 
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図 5-10 乾き蒸気／湿り蒸気における最大圧力振幅に対する助走区間の影響 

 

 

図 5-11 乾き蒸気／湿り蒸気における最大圧力振幅に対するサイレンサの影響 
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図 5-12 最大圧力振幅の Re数依存性 

 

 
図 5-13 最大圧力振幅と蒸気クオリティの関係 
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(a) 均質流モデルによるボイド率との関係 

 

 

(b) スリップ流モデルによるボイド率との関係 

図 5-14 最大圧力振幅とボイド率の関係 
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図 5-15 最大圧力振幅の気液密度比依存性 
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5.2 高クオリティ湿り蒸気流の流動様式 

5.2.1 試験の概要 

本節では、流動試験を通じて既存の流動様式線図の湿り蒸気条件への適用性を明らかにする。試験は汎

用蒸気試験設備を使用し、3.1.1.1 に記載の通りである。音響共鳴試験用の直管試験ラインとは別の直管試

験ラインに図 5-16 に示す可視化試験部を設置し、流動様式の可視観察を行った。可視化試験部は内径 D = 

42.6 mm、長さ 200 mm 程度の直管体系であり、配管側面の一部にガラス窓を設置し配管内部を観察可能な

構造である。ガラス窓の外面は平坦であり、観察面の寸法は幅 28 mm（配管中心から上下に 14 mmずつ）、

長さ 150 mm程度である。また、内面は金属配管と同じ曲率を有する曲面形状であり、金属配管との接続部

の影響は極力低減させている。なお、試験部上流の直管長は 70D程度である。 

試験条件を表 5-3 に示す。試験部圧力、流量（試験部流速）および蒸気クオリティ（湿り度）をパラメ

ータとした。試験部圧力は3通り、流量は4通りとし、それぞれに対し湿り度が3通りの計36条件である。

状態量の計算手法は 3.1.1.1 で述べた通りである。各条件において流動状態を可視観察すると共に、バック

ライト法を用いて 1200 fps の高速カメラで撮影を行い、流動様式を評価した。既存の流動様式線図として、

水―空気系の断熱水平円管内の流動様式を整理したMandhane線図[69]（以下、既存の線図という）と比較す

るため、結果は気相および液相の見かけ速度で整理した。 

5.2.2 流動様式の可視化結果 

図 5-17 に高速カメラで撮影した代表的な流動状態の可視観察結果を示す。いずれの画像においても、湿

り蒸気流は右から左へ流れている。なお、画像中心部の明るい部分は観測面と反対側のガラス部であり、

曲率の影響、および奥行により観測面よりも幅が狭く撮影されているものであるが、ガラス窓の幅や位置

は観測面と同じである。観測面に液膜の波立ちがある場合にはガラス面が靄かかったように観察される一

方、液膜は存在するものの厚さが薄く、波立ちが大きくない場合や流速が速い場合では、カメラで撮影さ

れた画像に液膜が存在しないように見えるものもある。また、観察窓の幅よりも配管内径が大きく、撮影

画像では管内の上部までは確認できないため、可視観察結果も含めて流動様式を判定する。 

図 5-17 (a)では、蒸気流速が遅く重力影響により液膜は配管下部のみに形成されており、波状流の領域で

ある。図 5-17 (b)では、観察面には薄い液膜が存在するものの波立ちが小さく、かつ流速が速いためカメラ

で撮影された画像に液膜が存在しないように見えるが、流動様式は環状・環状噴霧流である。図 5-17 (c)で

は、液膜が厚くはっきりと波立ちが確認され、流動様式は環状・環状噴霧流である。 

図 5-18 に本実験における流動様式の評価結果を示す。流動様式は配管内全体の液膜の有無に着目して波

状流と環状・環状噴霧流に区別し、配管上部の液膜が非常に薄いなど明確な判定が難しいものは中間とし

て波状流～環状噴霧流とした。既存の線図[69]-[71]と比較すると、本実験により観測された波状流および環状

噴霧流の領域はよく一致している。また、波状流と環状噴霧流の境界（遷移領域）は既存の線図において

もある程度の幅を有しており、本実験において中間と判定した結果は遷移域に近い条件であると言える。

更には、既存の線図外においても、本実験に基づく流動様式評価結果は遷移境界を外挿したものと概ね一

致している。観察された流動状態により、既存の線図は本実験のような水―蒸気体系にも適用可能であり、

本実験条件範囲内において既存の線図を外挿して流動様式を判定可能であると言える。 

図 5-19 に音響共鳴実験における流動条件を気相と液相の見かけ速度で整理した結果を示す。なお、ここ
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では流速の異なる条件をプロットするため、表 4-3に示した x = 0.97かつ分岐管長をパラメータとした試験

において、Prms
*が最大となった St 数条件をプロットした。大半の条件が既存の線図外に存在するものの、

可視観察結果を基に外挿して考えると、流動様式は概ね環状噴霧流の領域であると判定される。従って、

流動状態は図 5-20 のような状態と考えられる。即ち、分岐部付近の主管内には液膜が存在し、分岐部では

上流端で生成した液滴が飛散し、剥離剪断層と共に移流していると考えられる。このため、5.1.4 項で述べ

たように、液相流れと剪断層不安定性との相互作用によって最大圧力振幅の低下に繋がったものと考えら

れ、5.1.4 項での議論を否定しない。なお、流速が遅い場合には同様に外挿することで層状・波状流の範囲

となるため、音響共鳴試験全体での湿り蒸気流の流動様式は波状流と環状噴霧流の遷移領域付近から環状

噴霧流の領域である。 

 

 

 

図 5-16 流動様式可視化試験部の概要 

 

表 5-3 流動様式可視観察試験条件 

試験部圧力 (MPa) ~0.12–0.20 ~0.40 ~0.60 

流量 (kg/h)  ~100, ~200, ~400, ~600 

流速 (m/s) 20–100 7.0–50 3.4–35 

気相見かけ速度 (m/s) 20–104 7.0–54 3.4–36 

液相見かけ速度 (m/s) 1.3×10-3–8.4×10-3 2.8×10-3–1.2×10-2 4.5×10-3–1.5×10-2 

蒸気クオリティ 0.65–0.99 0.60–0.98 0.48–0.96 

（蒸気湿り度 (%)） （1.0–35） （2.2–40） （3.5–52） 
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(a) 波状流 

（0.41MPa, 220kg/h, x = 0.90 (jg = 18 m/s, jl = 4.6×10-3 m/s)） 

 

(b) 環状・環状噴霧流（液膜が薄い場合） 

（0.17MPa, 410kg/h, x = 0.89 (jg = 78 m/s, jl = 9.2×10-3 m/s)） 
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(c) 環状・環状噴霧流（液膜が厚い場合） 

（0.60MPa, 580kg/h, x = 0.87 (jg 31m/s, jl 1.6×10-2 m/s)） 

図 5-17 流動様式可視観察結果一例 

 

 

図 5-18 可視観察結果に基づく流動様式評価結果 
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図 5-19 最大圧力振幅となる音響共鳴実験条件（x = 0.97, h = 0.84D–1.88D）と流動様式線図の比較 

 

 

 
図 5-20 湿り蒸気条件の音響共鳴試験において推定される分岐部付近の流動状態 
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5.3 湿り蒸気流中の液滴の振動応答の理論解析 

本節では、剪断層流れと共に移流する液滴の影響について検討するため、振動流中の液滴の応答を 2.5節

での立式に基づいて解析する。 

5.3.1 振動流中の液滴の時定数 

式（2-5-9）に示した微小振幅時の運動量に対する液滴の時定数（緩和時間）を感度解析した結果を図 5-

21 に示す。なお、式（2-5-9）は、森ら[72]の結果とも一致している。液滴径 20 m とすると、各圧力条件に

おける時定数は 1.7×10-3 s（0.15 MPa）、1.3×10-3 s（1.0 MPa）、8.7×10-4 s（7.0 MPa）となる。つまり、液

滴径一定の条件下においては、圧力の増加により気液の密度差が小さくなる（密度比g/l が大きくなる）

ため、時定数は小さくなる。このため、流速変化に対する液滴の応答は早くなる。また、圧力 1.0 MPa と

すると、時定数は 3.3×10-4 s（10 m）、1.3×10-3 s（20 m）、3.0×10-3 s（30 m）となる。つまり、圧力一

定の条件下においては液滴径の増加により時定数が大きくなるため、流速変化に対する液滴の応答は遅く

なる。 

図 4-5 に示した音響共鳴試験における共鳴周波数は 1400–3000 Hz 程度であり、2000 Hz とすると周期は

5.0×10-4 sである。液滴径 20 mとすると、周期に比べ時定数が 1オーダー大きいため、圧力変動に対して

湿り蒸気流中の液滴は追従しにくいと言える。一方で、実機など本実験に比べ大きい体系で想定される振

動は、本実験体系に比べ 1オーダー程度低い周波数であることが多い。例えば、圧力 7.0 MPaで周波数 100–

200 Hz 程度とすると周期は 5.0×10-3–1.0×10-2 s である。液滴径 20 m とすると、周期に比べ時定数が 1–2

オーダー小さいため圧力変動に対して十分追従すると言える。 

5.3.2 ステップ状の圧力変化に対する液滴の応答 

式（2-5-26）を感度解析した結果を図 5-22 に示す。前項で述べたように、液滴径が同一の場合には圧力

の増加によって時定数が小さくなるため、流速のステップ変化に対する液滴の応答が早くなる。また、圧

力一定の場合には液滴径の増加によって時定数が大きくなるため、流速のステップ変化に対する液滴の応

答は遅くなる。また、音圧が増加すると蒸気速度と液滴速度との差が大きくなるため液滴の応答は早くな

り、液滴の応答が遅い場合に音圧の影響は顕著に表れている。液滴径が小さい場合には音圧の違いによる

液滴の応答の差は小さく、相対的には液滴径や圧力の影響の方が大きいと言える。 

森田[73]の相関式を用いて液滴の D10 直径を評価すると、低圧の音響共鳴試験条件相当（圧力 0.15 MPa、

蒸気湿り度 0.1–10.0%）では 10～30 mの範囲にあり、BWR主蒸気系条件相当（圧力 7.0 MPa、蒸気湿り度

0.5%程度）では相関式を外挿した場合には 1–2 m 程度となる。これを踏まえて図 5-22 を見ると、実験条

件に比べ BWR 条件では液滴の追従が早く、5.0×10-5 s 程度で流速変化に追従している。圧力の違いによる

気液密度差の影響ももちろんあるものの、それに比べて液滴径が 1 オーダー異なる影響が顕著に表れてい

ると考えられる。 

5.3.3 正弦波状の圧力変化に対する液滴の応答 

式（2-5-21）において、ugの代わりに式（2-5-27）で定義した ug(t)を使用し、以降は 2.5.2 項と同様に解き、

感度解析を実施した結果を図 5-23および図 5-24に示す。図 5-23より、液滴径が 20 mの場合、変動周波数
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が 100 Hz では時定数が周期に比べ 1–2 オーダー程度小さいため追従は早く、流速変動（圧力変動）に対す

る液滴の応答の時間遅れが小さい。一方、変動周波数が 2000 Hzでは時定数が周期に比べ 1オーダー程度大

きいため追従は遅く、流速変動（圧力変動）に対する液滴の応答の時間遅れは大きく、液滴が十分に応答

していない。図 5-24より、音圧 100 dBの場合、液滴径の増加により時定数が大きくなるため液滴の応答に

時間遅れが生じるが、変動周波数 100 Hz では液滴径が小さい場合には時間遅れが小さく、流速変動（圧力

変動）に十分追従している。一方で、変動周波数が 2000 Hz の場合には液滴径が 10 m であっても追従が

遅く、液滴の応答には時間遅れが生じ、かつ液滴が十分に応答していない。なお、圧力の影響、および音

圧の影響については先に述べた通りである。 

低圧の音響共鳴試験条件相当（圧力 0.15 MPa、液滴径 10–30 m 程度、周波数 2500 Hz）および BWR 主

蒸気系条件相当（圧力 7.0 MPa、周波数 100–200 Hz程度）を踏まえて図 5-23および図 5-24を見ると、低圧

の音響共鳴試験相当条件では周波数が高いため、10–30 m 程度の液滴では十分追従せず、流速変動（圧力

変動）に対する液滴の応答の時間遅れは大きく、かつ液滴が十分に応答していないと言える。一方、BWR

主蒸気系条件では液滴径が 20 m 程度であったとしても周波数が 100–200 Hz 程度と低いため、流速変動

（圧力変動）に対する液滴の応答の時間遅れが小さく、ほぼ流速変動（圧力変動）と同様に液滴が応答す

ると言える。 

5.3.4 液滴の存在による付加質量係数 

本項では共鳴周波数に対する液滴の影響を検討する。液滴の運動を考慮した運動方程式から導出した付

加質量係数Mad（式（2-5-55））の感度解析結果を図5-25に示す。解析条件は均質流を仮定し、流速60 m/s、

配管径 42.6 mmとし、圧力 P、液滴径 dl、蒸気湿り度（液相の質量比= 100(1 – x) [%]）および周波数 f

をパラメータとした。図 5-25 より、周波数が 0 Hz の場合には式（2-5-55）からも液滴の量に応じた付加質

量係数であり、周波数が低く液滴が振動に追従する場合には付加質量係数は相対的に大きく、周波数が高

く振動に対して液滴の応答が遅れる場合には付加質量係数は相対的に小さくなる。図 5-25 において圧力の

みが増加する場合（図 5-25 (a)）、時定数が小さくなるため液滴の応答遅れに差が出るものの、流速、液滴

径および湿り度一定としているため、圧力の増加により液滴数が増え、結果として付加質量係数は増加す

る。液滴径のみが増加する場合（図 5-25 (b)）、圧力および湿り度一定としたために液滴径の増加により液

滴数が減少し、更に液滴径によって応答遅れが生じる周波数が異なるため、付加質量係数は減少する。湿

り度のみを増加させた場合（図 5-25 (c)）、圧力および液滴径一定としたため、液滴の応答遅れは全ての条

件において同様であり、湿り度の増加分が液滴数に反映された結果、付加質量係数は増加する。 

ここで、液滴が振動に追従し付加質量係数が相対的に大きいと、見かけの流体密度が増加することにな

り、音速即ち共鳴周波数に対して影響を及ぼす可能性があると考えられる。付加質量係数を考慮した場合

の共鳴周波数 fnac’は付加質量係数を考慮しない場合の共鳴周波数 fnacを用いて、式（5-4）のように表される。 

1

1

ac
n

ac
n ad

f

f M





          (5-4) 

図 5-26 に付加質量係数を考慮しない場合の共鳴周波数に対する、付加質量係数を考慮した場合の共鳴周

波数低下割合（= (fnac – fnac’)/fnac）の評価結果一例を示す。解析条件は圧力 1.0 MPa、液滴径 10 mで湿り度

と周波数をパラメータとした。本研究における音響共鳴試験体系のように 1400–3000 Hz 程度の高い周波数
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では液滴の応答遅れが大きく付加質量係数が小さいため、共鳴周波数の低下割合は小さく、液滴の影響は

無視できると言える。図 4-3に示した湿り蒸気音速（0.90 < x）は飽和蒸気音速からの低下が最大でも 6 %程

度であり、上述の理由により液滴の影響が小さかったものと考えられる。一方、実機など大きな体系、即

ち本研究における音響共鳴試験体系に比べ周波数が 1 オーダー程度低い場合では、液滴の応答が早く振動

に対して十分追従するために付加質量係数は相対的に大きく、共鳴周波数は液滴の影響を受けて変化する

可能性があると考えられる。例えば、周波数 100–200 Hz 程度とすると、湿り度が 1%程度での共鳴周波数

の低下は 0.5%以下で影響は小さいと言えるが、湿り度が 10%程度では共鳴周波数の低下は 5%程度である。

共鳴発生条件の評価においては流速と共鳴周波数を用いた St数での整理が有効であり、式（4-5）より St数

一定として共鳴周波数 fn が変化すると、流速 U が変化する。従って、特に周波数が低い振動の場合には、

共鳴発生流速を評価する際に液滴の影響も考慮することが重要であると言える。 

5.3.5 液滴の応答遅れによる減衰 

本節では振幅の低下に対する液滴の影響を検討する。減衰定数 Cdm（式（2-5-57））および減衰比（式

（2-5-59））の感度解析結果を図 5-27および図 5-28に示す。解析条件は、前項と同様である。 

図 5-27より、周波数が増加すると減衰定数は増加し、1000 Hz程度以上では概ね式（2-5-58）の一定値に

収束している。周波数の増加に伴い液滴の応答遅れが大きくなり、液滴の存在が減衰力として作用すると

考えられ、更に周波数が増加すると液滴が十分に応答しなくなるため、周波数に無関係な一定値に収束す

ると考えられる。 

図 5-28 より、周波数が増加すると液滴の応答遅れにより液滴の存在が減衰力として作用するため減衰比

は増加する。ただし、更に周波数が増加すると液滴が十分に応答しなくなるため減衰比が低下すると考え

られ、そのために特定の周波数範囲でピークを有する分布となっていると考えられる。図 5-28 (b)の液滴径

2 m の場合は、液滴径が小さいことにより図中の周波数範囲においては液滴の応答遅れは小さいながらも

周波数の増加と共に徐々に大きくなるため減衰比が増加する、即ち液滴の応答遅れによる減衰力が増加し

ていると考えられる。そのため、図 5-25 (b)においても付加質量係数の低下は、他の条件と比べて小さい。

ただし、更に周波数を増加させた場合には他と同様にピークを有する分布となり、周波数の増加に伴い減

衰比は低下する。また、圧力および湿り度一定であるため、減衰比の最大値は液滴径に依らず一定である。

減衰比が最大となる周波数は液滴の時定数、即ち応答遅れと関係がある。液滴径、湿り度、周波数が一定

で圧力が増加した場合（図 5-28 (a)）には、時定数が小さくなり液滴の応答が早くなるため、減衰比が最大

となる周波数は増加する。圧力、湿り度、周波数が一定で液滴径が増加した場合（図 5-28 (b)）には、時定

数が大きくなり液滴の応答が遅れるため、減衰比が最大となる周波数が低下する。圧力、液滴径、周波数

が一定で湿り度が増加した場合（図 5-28 (c)））には、時定数は変化しないため減衰比が最大となる周波数

にも変化はないが、液滴数が増加するため最大の減衰比は大きくなる。 

図 5-29に湿り度 0.5 %における低圧の音響共鳴試験相当条件（圧力 0.15 MPa、液滴径 20 m）と、圧力が

高い場合（1.0 MPa、液滴径 10 m）の解析結果を示す。森田[73]の相関式を用いて算出した D10直径を代表

液滴径とし、湿り度から液滴個数を算出した。圧力が増加すると液滴径も小さくなり、圧力増加と液滴径

減少はどちらも液滴の時定数を小さくするため、減衰比が最大となる周波数は大きくなる。圧力1.0 MPaの

場合、液滴径 10 m では、500 Hz 程度の圧力変動に対して液滴の応答遅れによる減衰力が最大となると考

えられる。図 5-29 において、実機などで想定される本実験体系に比べ周波数が 1 オーダー程度低い場合と
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して 100–200 Hz程度を考えると、圧力 1.0 MPaでは減衰比が最大となる周波数よりも小さい。BWR主蒸気

系では圧力 7.0 MPaであり、この場合には圧力が増加することで圧力 1.0 MPaに比べ密度差が小さく（密度

比g/l が大きく）なるため、液滴の応答は早くなる。従って、圧力 7.0 MPa において液滴径が同じ場合に

は、減衰比が最大となる周波数は 1.0 MPaに比べ大きくなると考えられる。また、液滴径 10 mとすると、

周波数 100–200 Hz 程度における減衰比は圧力 1.0 MPa の場合には 5.0×10-4程度であり、式（2-5-59）より

圧力 7.0 MPa の場合には 10-5オーダーとなる。いずれの場合も周波数 100–200 Hz 程度における減衰比は最

大減衰比（10-3オーダー）よりも十分に小さくなる。 

ただし、実際には液滴径は分布を有しているため、本解析のように理想的な同一の液滴径を対象とした

議論には限界がある。Omrani ら[41]は、特に粒子のストークス数が大きい場合において、固体粒子や液滴に

よる大規模渦構造の低減効果が顕著になると述べている。粒子のストークス数が大きい場合とは、即ち流

体の動きに粒子が追従できない場合であり、本解析結果を踏まえると液滴の応答遅れが生じる領域と同義

であると考えられる。従って、条件によっては遅れが大きく直接的な減衰比としては小さい値となるもの

の、そもそも気相に比べて密度の大きい液相が気相と共に流れる場合には液滴の応答遅れが減衰力として

作用するなど、大規模渦構造の発達に対しては影響を及ぼすものと考えられる。このため、5.1.4 項での議

論のように、分岐管開口部における気相の剥離剪断層流れと液相流れの相互作用の結果、流動場と音響場

の連成が気体単相流に比べて不十分となり、特に低圧の湿り蒸気流では顕著な振幅低下に繋がったものと

考えられる。 

 

 

 

図 5-21 液滴の時定数 
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図 5-22 流速のステップ変化に対する液滴の応答 
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図 5-23 正弦波入力に対する液滴の応答（音圧の影響） 

 

 

 

図 5-24 正弦波入力に対する液滴の応答（液滴径の影響） 
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(a) 圧力 Pの影響         (b) 液滴径 dlの影響        (c) 湿り度の影響 

図 5-25 周波数に対する付加質量係数の感度解析結果 

 

 

図 5-26 液滴の付加質量による共鳴周波数の低下割合 
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(a) 圧力 Pの影響         (b) 液滴径 dlの影響        (c) 湿り度の影響 

図 5-27 周波数に対する減衰定数の感度解析結果 

 

 

(a) 圧力 Pの影響         (b) 液滴径 dlの影響        (c) 湿り度の影響 

図 5-28 周波数に対する減衰比の感度解析結果 

 

 

図 5-29 周波数に対する減衰比の解析結果（圧力と液滴径を変化させた場合） 
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5.4 蒸気状態影響を考慮した湿り蒸気での音源の簡易評価手法 

ここまでの議論をまとめると、乾き蒸気の圧力脈動（音源）の特性は空気と概ね同様であり、音源特性

に対する物性の影響は小さい。一方で、蒸気状態の影響は圧力脈動振幅に対して特に顕著であり、現実的

な蒸気クオリティの範囲（0.9 < x < 1.0、最大湿り度 10%程度）で蒸気が湿った場合には、気体単相の乾き

蒸気や空気に比べて最大圧力振幅が顕著に低下する場合がある。湿り蒸気における最大圧力振幅の低下は、

主に液滴として気相と共に移流する液相成分と気液密度比との複合的な影響によって生じており、高クオ

リティ（低湿り度、高ボイド率）の湿り蒸気であっても圧力が低い場合には顕著に圧力脈動振幅が低下す

る場合がある。最大圧力振幅の低下に対する詳細なメカニズムの解明には今後更に多くの知見を積み重ね

ていくことが重要であるが、既存知見なども踏まえると分岐管開口部における気相の剪断層流れに対して

慣性の大きい液相流れが強く影響を及ぼし剥離剪断層の発達を弱める等の相互作用の結果、流動場と音響

場の連成が気体単相流に比べて不十分となったことなどが原因の一つと考えられ、振幅低下を推定可能な

パラメータとしては気液密度比とボイド率が挙げられる。一方で、蒸気における開口端補正長は音響理論

と一致し、10%程度以下の現実的な湿り度範囲の湿り蒸気音速は飽和蒸気音速からの低下が小さく、一般

的な理論式に対して飽和蒸気状態を仮定した音速を適用することで共鳴周波数を十分近似可能である。更

に、共鳴発生の指標となる共鳴限界 St 数に対する蒸気状態の影響は小さく、湿り蒸気でも乾き蒸気や空気

とほぼ同一に評価可能である。 

以上を踏まえて、単一分岐管体系において蒸気状態影響を考慮した湿り蒸気流中の音源の簡易的な評価

手法を図 5-30 に整理した。まず、湿り蒸気に対して気体単相流の飽和蒸気を仮定する手法があり、これに

より数値計算負荷を低減し、かつ保守的な圧力脈動振幅応答を予測可能である。一般の蒸気配管では蒸気

湿り度（蒸気クオリティあるいはボイド率）が既知ではないことも多く、気体単相流であれば詳細な数値

計算により音源を評価することが可能[34]であるため、有効な手段であると考えられる。更に、湿り度があ

る程度推定可能である場合には、気体単相流の数値計算等で得られた音源に対して低湿り度（高クオリテ

ィあるいは高ボイド率）を仮定し、気液密度比を用いて最大圧力振幅（振幅の低下量）を推定する。一般

の蒸気配管では蒸気トラップやドレン系統などの設置により蒸気湿り度はそれほど大きくはないことが多

いため、圧力振幅の保守性を緩和し現実的な評価を行う場合にはある程度有効な手段であると考えられる。

蒸気湿り度が大きい場合には気液密度比とボイド率の複合的な影響により更に振幅が低下する場合があり、

蒸気湿り度が既知であれば気液密度比とボイド率から振幅低下量を推定する。ただし、この場合には実際

の流動状態を踏まえ流動様式など他にも考慮すべきパラメータがあるため、注意が必要である。また、共

鳴周波数については、湿り度が大きい場合や液滴が振動に十分速く追従する場合などでは、飽和蒸気音速

に対する湿り蒸気音速の低下量が相対的に大きくなる場合があるため、注意が必要である。なお、複数の

分岐管がある場合などの配管レイアウト影響については、次章で述べる。 
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図 5-30 単一分岐管体系における湿り蒸気流中の音源の簡易評価手法 

  

湿り蒸気の音源の簡易評価手法

単一分岐管：気体単相の飽和蒸気仮定（保守的）
動圧で規格化した乾き蒸気条件の最大振幅を使用

(1) 低湿り度仮定（推定）
最大振幅の気液密度比依存性の考慮

（影響因子：気液密度比）

音源の最大音圧（最大振幅）

※その他に考慮すべき影響因子：
湿り度/ボイド率（高湿り度条件の場合）
流動様式

①音圧評価

(2) 複数分岐管の連成効果
増倍係数の考慮

（影響因子：分岐管どうしの距離）

(3) 上流エルボの偏流
振幅の変化の考慮
（影響因子：上流エルボ―分岐管距離）

単一分岐管：気体単相の飽和蒸気仮定
理論式に基づく評価

(1) 音速評価式
・飽和蒸気音速使用（湿り度10%程度ま

でであれば近似評価可能）

音源の卓越周波数、共鳴限界ストロハル数

※その他に考慮すべき影響因子：
飽和蒸気音速からの低下
（高湿り度の場合）

②共鳴周波数評価

(2) 複数分岐管の効果
共鳴周波数の変化の考慮

（影響因子：分岐管どうしの距離）

(3) 上流エルボの偏流
共鳴限界St数の変化の考慮
（影響因子：上流エルボ―分岐管距離）

③音源特性の簡易評価

蒸気状態影響 蒸気状態影響

配管レイアウト影響 配管レイアウト影響
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6. 蒸気流において分岐管本数／配置が圧力脈動特性に及ぼす影響 

本章では、実際の蒸気配管においては複数の分岐管で音響共鳴が発生し、振幅を音響的に強め合う連成

効果が生じる場合があることを踏まえ、音響共鳴現象を評価する上での研究課題である分岐管の本数や配

置などの体系影響に着目した研究成果を取り纏める。分岐管３本を直列に配置した体系、分岐管２本を同

軸に配置した体系における蒸気流動試験に基づいて、複数分岐管で音響共鳴が発生する複雑な体系へ簡易

的な音源評価手法を拡張するための知見を集約する。併せて、分岐部形状の影響についての既存知見を踏

まえ、実蒸気配管において簡易的に音源評価を行う上で考慮すべき点を整理する。 

6.1 複数分岐管体系における連成影響 

6.1.1 試験の概要 

試験は汎用蒸気試験設備ならびに汎用蒸気試験設備（拡張）を使用し、3.1.1.1 に記載の通りである。図

6-1 および図 6-2 に音響共鳴試験部の概要を示す。試験部の分岐管配置は直列（Tandem：タンデム、図 6-1）

配置と同軸（Coaxial：コアキシャル、図 6-2）配置体系とし、いずれの配置体系においても各分岐管形状寸

法は 3 章で使用した単一分岐管体系と同じものとした。各分岐管における計測値を区別するため、図中に

示すように、タンデム型については上流から A、B、C、コアキシャル型については 2 本の分岐管をそれぞ

れ A、Bとした。 

試験条件を表 6-1 に示す。なお、試験手法については 3 章と同様であり、詳細は 3.1.1.5 に記載の通りで

ある。 

6.1.2 多管体系での圧力振幅／卓越周波数応答特性 

図 6-3 から図 6-6 にタンデム型およびコアキシャル型の配置体系における乾き／湿り蒸気での各分岐管天

端部の圧力脈動の応答特性を示す。図 6-3 および図 6-4 の BR-A、B、C は図 6-1 に示したタンデム体系試験

における上流からの分岐管位置であり、図 6-5 および図 6-6 においては図 6-2 に示すコアキシャル体系試験

における BR-A、B の両者の分岐管の結果を示した。いずれの図においても、本体系と同じ長さの単一分岐

管かつ等しい蒸気クオリティ条件での計測結果（図 4-6）を併せて示した。本章での無次元 RMS 圧力振幅

Prms
*（各図の(a)）の定義は 3 章で述べた通りであり、FFT 解析結果においてピーク周波数となった時の

RMS圧力振幅に対し、RMS圧力振幅が 1/10程度となるまでの周波数区間を積分した値を主管の動圧 0.5U2

により規格化したものである。また、周波数比（各図の(b)）および横軸の St 数には 4 章での議論を踏まえ

た評価式により算出される共鳴周波数予測値を使用した。 

図 6-3 から図 6-6 より、各配置体系および各蒸気クオリティにおける St 数に対する Prms
*および卓越周波

数の応答は、複数ある分岐管いずれにおいても概ね同様である。ただし、タンデム型（図 6-3）においては、

乾き／湿り蒸気共に 3 本の分岐管の内、中央に位置する分岐管（BR-B）の振幅が両側に位置する分岐管

（BR-A、C）よりも僅かに大きい。図 6-1に示したように、本試験におけるタンデム型の配置では 3本の分

岐管を等間隔で配置しており、中央の分岐管は近接する両隣の分岐管 2 本の圧力変動の影響を受けたため

と考えられる。また、各配置体系および各蒸気クオリティにおいて、1 次の渦放出モードにより圧力振幅

が大きくなり始める St数（共鳴限界 St数）は概ね 0.6–0.65程度である。つまり 1次モードの共鳴限界 St数
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は乾き／湿り蒸気共に同程度であり、かつタンデム型／コアキシャル型いずれも単一分岐管体系と同程度

である。本試験体系においてはタンデム型／コアキシャル型いずれの分岐管も単一分岐管体系と等しい形

状寸法としており、流れ場の状態が単一分岐管体系と概ね同様であったためと考えられる。一方で、分岐

管が複数ある体系では近接する分岐管の圧力変動の影響を受け強め合ったため、Prms
*の最大値はいずれも

単一分岐管体系に比べ増加した。タンデム型およびコアキシャル型において、Prms
*が最大となった St 数で

の圧力波形とスペクトルを図 6-7 および図 6-8 に示す。乾き蒸気／湿り蒸気共にタンデム型では分岐管どう

しの距離と主管内に励起される音響モードとの関係により、各分岐管における圧力脈動が影響し合うよう

な位相となったと考えられる。また、コアキシャル型では分岐管開口部付近の粒子速度が同調するように

BR-Aと BR-Bとで位相が 180度ずれている。ここで、Ziadaら[39]により取得された、単一分岐管／タンデム

型配置／コアキシャル型配置の各体系での空気流試験結果においては、各配置体系の中でもコアキシャル

型の無次元振幅が最も大きくなることが示されている。表 6-2 に示す通り、本試験においても乾き／湿り

蒸気共に Prms
*の最大値はタンデム型に比べコアキシャル型の方が大きく、かつ両者とも単一分岐管体系に

比べ大きく、既存知見と定性的に一致した。 

また、奥山ら[74]により取得された、空気流条件において 2 本のタンデム型配列の分岐管を対象とし、分

岐管の間の主管距離を変化させた場合の最大圧力振幅比と卓越周波数比によれば、タンデム型における分

岐管の間の主管距離が分岐管の 1/4波長の偶数倍の場合に各分岐管での圧力振幅が最大かつ卓越周波数比が

1 となり、奇数倍の場合に圧力振幅が最小かつ卓越周波数比が 1 から最も離れることが示されている。な

お、奥山ら[74]の試験における分岐管径 d は 0.4D 程度と本試験体系より大きいものの概ね同程度である。こ

れを踏まえて、本試験のタンデム型配置における、乾き蒸気条件での各分岐管の最大の Prms
*の最大値と卓

越周波数比を奥山ら[74]の試験結果と比較した結果を図 6-9 に示す。なお、タンデム型配置の各分岐管にお

ける最大圧力振幅は単一分岐管の最大圧力振幅の値で規格化した。図 6-1に示すように、本試験では 2本の

分岐管の間の主管距離は 7.7D程度であり、これは開口端補正長を考慮した分岐管の 1/4波長に対し 6.6倍程

度に相当する。奥山ら[74]の試験では、2 本の分岐管の間の主管距離は 1/4 波長の 1 倍から 5 倍程度までの範

囲での試験であるため、m を自然数として 2m+0.6 倍の結果と比較すると、本試験結果は奥山らの結果と定

量的に一致する。3 章において述べたように、乾き蒸気の圧力脈動特性は空気と概ね同様であり、いずれ

も気体単相流である乾き蒸気と空気では圧力脈動の特性に対する物性の影響は小さいことが確認されてお

り、これは分岐管が複数あるタンデム型についても同様であると言える。 

6.1.3 蒸気状態の影響 

図 6-3 から図 6-6 より、タンデム型／コアキシャル型いずれの配置体系においても、湿り蒸気条件におけ

る Prms
*の最大値は乾き蒸気条件に比べ低下した。また、湿り蒸気では 1 次の渦放出モードにより Prms

*が大

きくなる St 数範囲内においても、卓越周波数は乾き蒸気とは異なり共鳴周波数にはロックインせず、St 数

の低下に伴って周波数比が緩やかに増加することが確認された。このような乾き蒸気と湿り蒸気における

応答曲線の定性的な違いについては、3 章で述べた本体系と同じ長さの単一分岐管かつ等しい蒸気クオリ

ティ条件での試験結果とも一致した。湿り蒸気における振幅低下要因については 5.1.4 項で議論した通りで

あり、音響的に強め合いの効果がある複数分岐管体系においても、流動条件は単一分岐管体系と同様であ

るため、振幅低下が生じたと考えられる。図 6-10 に各体系および乾き／湿り蒸気間での RMS 圧力振幅応

答曲線の比較を示す。タンデム型では真ん中の BR-B、コアキシャル型ではどちらも大差ないため BR-A の
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結果をプロットした。また、表 6-3 に各体系における乾き蒸気に対する湿り蒸気の Prms
*の最大値の比を示

す。タンデム型では 0.08 程度、コアキシャル型では 0.15 程度であり、シングル型では 0.18 程度であった。

前項で述べた通り、分岐管が複数ある体系では近接する分岐管の圧力変動の影響を受け強め合ったために

振幅が増大したと考えられ、これは特に流動場に対して干渉し得る液相のない乾き蒸気において顕著であ

る。即ち、タンデム型／コアキシャル型いずれにおいても、湿り蒸気に比べ乾き蒸気の方が単一分岐管体

系に対する振幅の増大が顕著であったために、シングル型に比べ乾き蒸気に対する湿り蒸気の最大振幅比

が低下したと考えられる。ここで、タンデム型における湿り蒸気の試験部圧力はシングル型と同程度であ

った一方で、試験装置の制約によりコアキシャル型ではシングル型やタンデム体系に比べ試験部圧力が 2

倍程度であった。5.1.4 項で述べたように、湿り蒸気での圧力振幅低下は蒸気湿りと圧力の複合影響によっ

て生じており、圧力が高い場合には圧力が低い場合に比べて振幅が低下しにくくなる。即ち、タンデム型

に比べて試験部圧力が 2 倍程度となったコアキシャル型については、タンデム型に比べ気液密度比

s_sat/w_sat が大きくなったことで湿り蒸気条件の振幅のみが増加した結果、タンデム型に比べると乾き蒸気

条件に対する湿り蒸気条件の最大振幅比が大きくなった可能性がある。 

以上より、実配管で見られる複数の分岐管で圧力脈動が生じる複雑な体系では、湿り蒸気でも気体単相

流と同様に単一分岐管体系に比べて圧力振幅が増倍することを明らかにした。ただし、実際の蒸気配管で

は本試験とは異なり分岐管どうしの距離も様々であるため、特定の分岐管どうしでのみ圧力振幅を強め合

うような複雑な挙動を示す場合が想定される。これに対して本試験は限られた条件での知見しか取得でき

ていないため、包括的な結論とするには更なる検討が必要と考えられるが、図 6-11 に示した配管レイアウ

ト影響を考慮した場合の湿り蒸気流中の音源の簡易的な評価手法において、複数の分岐管での連成影響に

よる圧力振幅の増倍効果を考慮する場合には、乾き蒸気の増倍係数を適用することで保守的な評価となる

と考えられる。また、タンデム型における圧力振幅の増倍係数や周波数比に対する分岐管どうしの距離の

影響については、上述した奥山ら[74]の結果を参照するのが適当であると考えられる。 
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図 6-1 タンデム配列試験部の概要 

 

 
図 6-2 コアキシャル配列試験部の概要 

 

表 6-1 試験条件 

 乾き蒸気 湿り蒸気 

流入圧力 (MPaA) 0.12–0.28 (Tandem), 0.13–0.40 (Coaxial) 

飽和蒸気温度 (K) 408–435 (Tandem), 410–445 (Coaxial) 378–405 (Tandem), 380–415 (Coaxial) 

蒸気クオリティ 1.03 0.97 

流量 (kg/h) 100–800 100–800 

流速 (m/s) 30–100 30–100 

レイノルズ数 7.0×104–4.5×105 9.0×104–5.0×105 

ストロハル数 0.3–1.0 0.3–1.0 

マッハ数 ~0.2 ~0.2 
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(a) RMS圧力振幅の応答曲線 

 
(b) 卓越周波数の応答曲線 

図 6-3 乾き蒸気におけるタンデム配列での分岐管天端部の圧力脈動応答 
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(a) RMS圧力振幅の応答曲線 

 
(b) 卓越周波数の応答曲線 

図 6-4 湿り蒸気におけるタンデム配列での分岐管天端部の圧力脈動応答 
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(a) RMS圧力振幅の応答曲線 

 
(b) 卓越周波数の応答曲線 

図 6-5 乾き蒸気におけるコアキシャル配列での分岐管天端部の圧力脈動応答 

0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2

BR-A (x=1.03)

BR-B (x=1.03)

Single branch (x=1.03) [15]

(a)

100

101

10-1

10-2

10-3

R
M

S
 a

m
p

lit
u

d
e 

P
rm

s*
(-

)

Strouhal number St = fnacd / U (-)

0.7

0.8

0.9

1.0

1.1

1.2

0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2

BR-A (x=1.03)

BR-B (x=1.03)

Single branch (x=1.03) [15]

Hydrodynamic freq.
(nh = 1)

Hydrodynamic freq.
(nh = 2)

(b)

Strouhal number St = fnacd / U (-)

F
re

q
u

en
cy

 r
at

io
f/f

na
c

(-
)



 －120－  

          

(a) RMS圧力振幅の応答曲線 

 
(b) 卓越周波数の応答曲線 

図 6-6 湿り蒸気におけるコアキシャル配列での分岐管天端部の圧力脈動応答 
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(a) 乾き蒸気（x = 1.03） 

 
(b) 湿り蒸気（x = 0.97） 

図 6-7 タンデム配列における最大圧力振幅時の圧力波形（左）とスペクトル（右） 

 

 

 
(a) 乾き蒸気（x = 1.03） 

 

(b) 湿り蒸気（x = 0.97） 

図 6-8 コアキシャル配列における最大圧力振幅時の圧力波形（左）とスペクトル（右） 
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表 6-2 複数分岐管体系における最大圧力振幅 

 
Tandem 

乾き蒸気 

Tandem 

湿り蒸気 

Coaxial 

乾き蒸気 

Coaxial 

湿り蒸気 

Prms
*の最大値 3.7 0.3 4.0 0.6 

単一分岐管の Prms
*の最大値に対する比 

（増倍係数） 
3.4 1.5 3.6 3.1 

 

       

(a) 分岐管距離と Prms
*の最大値の関係 

 

(b) 分岐管距離と卓越周波数比の関係 

図 6-9 分岐管距離と 1/4 波長の関係に対する圧力脈動応答特性 
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図 6-10 各体系および乾き／湿り蒸気間での RMS圧力振幅応答曲線の比較 

 

表 6-3 各体系における乾き蒸気に対する湿り蒸気の最大圧力振幅比 

体系 図 6-10における最大圧力振幅比 
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図 6-11 配管レイアウト影響を考慮した湿り蒸気流中の音源の簡易評価手法 
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(3) 上流エルボの偏流
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(3) 上流エルボの偏流
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6.2 上流エルボによる偏流影響の整理 

本研究では、上流エルボから分岐管までの助走区間の影響として、図 5-9 および図 5-10 に示した限られ

た知見しか取得できていない。上流エルボの影響については、空気流条件において Ziada ら[39]により詳し

く調査がなされており、5.1.3 項で述べた通り本試験結果とも定性的に一致している。そのため、本節では

Ziada ら[39]により示された上流エルボ影響を参照し、本試験結果を踏まえた簡易音源評価手法において考慮

すべき点を整理する。 

一般に、エルボ通過後の流れには遠心力によって偏るため主流に流速分布が生じ、この偏流の影響はエ

ルボ出口部からの直管長によって低減する。上流エルボで生じた偏流により、発達した流れ場における流

速分布と分岐管開口部の局所流速に差が生じる。従って、上流エルボの影響としては、エルボからの距離

とエルボの曲げに対する分岐管の設置方向（エルボ腹側に接続する直管部か背側に接続する直管部か）が

重要な影響因子であると考えられる。一方で、共鳴周波数は形状寸法と状態量である音速で定まるため、

上流エルボの影響は受けない。ここで、配管内の流速分布は配管レイアウトに大きく依存するものの、実

配管では配管内の流速分布までを考慮することは難しい場合が多く、St 数や主流動圧などにおける代表流

速には流量と配管断面積から算出される断面平均流速を取るのが一般的である。図 5-1 に示した本試験体

系のように、エルボ腹側に接続する直管部側に分岐管がある場合には、エルボから分岐管までの距離が近

いと分岐管開口部付近の局所流速は平均流速よりも遅くなる。Ziada ら[39]によれば、この場合に平均流速を

用いた St 数で応答曲線を整理した場合、実際の流速より平均流速の方が大きいため、1 次の渦放出モード

で圧力振幅が大きくなり始める St 数はエルボがない場合と比べて小さくなり、最大振幅も小さくなる結果

が示されている。従ってこの場合には、エルボがない場合の最大圧力振幅と共鳴限界 St 数は実配管条件に

対して保守的な予測を与える。一方で、エルボ背側に接続する直管部側に分岐管がある体系（図 5-1 で分

岐管が重力方向下向きに設置されているようなケース）では、エルボから分岐管までの距離が近いと分岐

管開口部付近の局所流速は平均流速よりも速くなる。Ziada ら[39]によれば、この場合に平均流速を用いた St

数で応答曲線を整理すると、実際の流速より平均流速の方が小さいため、1 次の渦放出モードで圧力振幅

が大きくなり始める St 数はエルボがない場合と比べて大きくなり、最大振幅も大きくなる結果が示されて

いる。即ちこの場合には、エルボがない場合の最大圧力振幅と共鳴限界 St 数は実配管条件に対して非保守

的な予測を与えることになり、注意が必要であると言える。なお、この場合について、Ziada ら[39]は上流エ

ルボと分岐管の距離を最大 10D までの範囲でパラメータとした試験をしており、提案されている共鳴限界

St 数のチャートにおいては、10D よりも距離が短いケースにおいては上流エルボなし（距離無限大）との

差が顕著であり影響が大きいと推測される。また、分岐管開口部付近の局所流速を用いて応答曲線を整理

すると、上流エルボ有無および分岐管設置位置に依らず、応答曲線はいずれの場合も同様になると指摘さ

れている。 

図 6-11 に示した湿り蒸気における音源の簡易的な評価手法において、特に気体単相流を仮定した評価を

する際に、エルボと分岐管の配置方向および距離によっては上流エルボの偏流影響を考慮する必要がある

と言える。偏流影響の考慮としては分岐管開口部付近の局所流速を用いて St 数や無次元振幅を評価すれば

良いが、実際の流速分布が推定できない場合には、例えば Ziada ら[39]により提案されている共鳴限界 St 数

のチャートを参照する等で影響を推測しておくことが重要である。5.1.3 項でも述べたように、図 5-10 に示

した本試験結果ではボイド率が他の条件よりも相対的に小さい 0.8 MPaの x = 0.97における Prms
*の最大値は
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上流エルボからの助走区間の影響を受け、助走区間が長い場合には Prms
*の最大値が大きくなり、ボイド率

が大きい高クオリティ条件の Prms
*の最大値と定量的に一致する結果となった。湿り蒸気条件における上流

エルボ影響の定量化については更なる検討が必要であるが、気相に比べて慣性の大きい液相が相対的に多

く存在する低ボイド率においては、流速分布に対して液相流れが影響を及ぼすことも Prms
*の最大値が低下

する要因の一つであると推測され、高クオリティないしは気体単相流を仮定することで保守的となると考

えられる。なお、その他の分岐管形状の影響（分岐管長、分岐管径、上下流端の形状）については、空気

流の既存知見を参照可能であると考えられ、Ziadaら[35]によるレビューが参考になる。 
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7. 音源評価法に基づく伝播／応力評価 

本章では、簡易的な音源評価手法に基づいた圧力脈動の伝播／応力評価手法に焦点を当てた研究成果を

取り纏める。既存のドライヤ健全性評価手法などを参考に、汎用構造解析コードについて調査を行い、湿

り蒸気の簡易的な音源評価を入力条件とした場合に音源で発生する圧力脈動の伝播ならびに構造物周りの

音圧荷重に基づいた応力までを一貫して評価可能な手法について検討し、評価を行う上で注意すべき点を

整理する。 

7.1 汎用音響／構造解析コードの調査 

1.2.2 項でも述べた既往研究等を参考に、先行研究[34]により構築されたドライヤ健全性評価法と同じく音

響伝播／応力評価には汎用 FEM コードを使用することを想定した。代表的な汎用 FEM コードの調査を通

じて配管系の音響伝播解析への適用性を評価した結果を表 7-1 に示す。調査は各 FEM コードの開発／販売

元への聞き取りにて実施した。調査対象コードは、ABAQUS（ダッソー・システムズ株式会社）、ANSYS 

Mechanical（ANSYS 社）、FrontNoise（アドバンスソフト株式会社）、LMS Virtual Lab.（シーメンス PLM ソ

フトウェア社）の4つとした。なお、LMS Virtual Lab.は汎用音響解析コードとして非常に有名なSYSNOISE

が含まれた FEMコードである。 

表 7-1に示すように各 FEMコード間で基本的な解析機能に大きな差はない。ABAQUSは構造解析ツール

としては非常に有名であるが、配管内包流体の取り扱いには他と比べて少々難があるようである。一方で、

ANSYS Mechanical、FrontNoise、LMS Virtual Lab.では各社が保有する CFD コードも活用することで、流体

―音響連成、流体―音響―構造連成解析も可能であり、FrontNoise と LMS Virtual Lab.では音響解析におい

て内包流体の平均流速を考慮することが可能なようである。また、音響伝播／応力評価の実績（適用実績）

にも違いが見られ、特に ANSYS Mechanicalと LMS Virtual Lab.については、BWR主蒸気系のような蒸気配

管を対象とした解析実績も有しており、妥当性が確認されていることがわかった。 

配管要素によって生じる様々な圧力脈動を流体音源としてモデル化されているかとの観点では、どの

FEM コードにも配管要素を対象とした音源モデルは組み込まれておらず、現象解明に基づいた音源の簡易

的な評価手法を独自に構築した上で、音源入力を行う必要があることがわかった。ただし、ANSYS 

Mechanical については、特定の外部音源に対するモデルが組み込まれており、FrontNoise はユーザーファン

クションの融通が他より利くようである。導入コストなどの他の観点も含めて総合的に検討し、本研究で

は ANSYS Mechanicalを選定し、音響解析／構造解析を実施することとした。 
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表 7-1 汎用 FEMコードにおける音響解析調査結果 

 

  

ABAQUS ANSYS Mechanical FrontNoise LMS Virtual.Lab

任意音源入力
（実験値）

◯ ◯ ◯ ◯

配管要素の
音源モデル

×
×

（特定の外部音源の
み）

×
（ユーザ組込みは可）

×

配管内流体中
の音響伝播

（移動流体の取扱い）

◯
（音速：任意一定値）

◯
（音速：任意一定値）

静止流体中のみ

◯
（音速：任意一定値）

平均速度考慮可

◯
（音速：任意一定値）

平均流速考慮可

基礎方程式
圧縮性NS方程式

（簡素化）
ヘルムホルツ方程式 波動方程式 波動方程式、他

離散化手法 有限要素法
有限要素法

（二次要素考慮）
有限要素法

有限要素法、
有限差分法、他

適用実績
主蒸気配管
解析実績：×

主蒸気配管
解析実績：◎

主蒸気配管
解析実績：×

主蒸気配管
解析実績：◯
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7.2 音源評価法に基づく音響／構造解析 

7.2.1 解析の概要 

解析対象は、先行研究[34]等を参考に BWR 主蒸気系および蒸気ドームとドライヤを簡易的にモデル化し

た解析体系とした。解析手法と解析諸元を表 7-2 に示す。なお、本研究では実機図面や CAD 等の詳細情報

は一切参照しておらず、具体的な寸法や詳細な形状が不明である箇所は仮定の下で形状作成しているため

実機とは異なる箇所が多く、あくまで模擬体系であることに注意されたい。 

音響空間の解析モデル（ハーフセクターモデル）を図 7-1 および図 7-2 に示す。一般に、音響モードを十

分解像するための音響空間メッシュサイズとして 1 波長を複数に分割したサイズとする必要があり、

ANSYS Mechanical での推奨分割数は 8 程度とされている。飽和蒸気における分岐管の共鳴周波数は、式

（4-2）で評価した場合 175–180 Hz 程度であるため、保守的にこれより大きい 300 Hz を想定し、音速 500 

m/s 程度とすると 1 波長の 1/8 は 0.21 m 程度となる。ただし、今回の音響空間モデルを 0.2 m 程度のメッシ

ュで切ると粗すぎたため、分岐管部以外は 0.05 m、分岐管部は更に細かく 0.025 m程度とし、音響モード解

像度は十分である。ハーフセクターモデルにおける音響空間節点数は 1.3×105 程度、要素数は 4.7×105 程

度である。構造モデル（ハーフセクターモデル）を図 7-3 に示す。計算負荷低減のため音圧加重が作用す

る最も外側のドライヤフードのみをモデル化し、内部の支持体などの詳細構造が不明であるため、応力解

析結果が保守的となるよう中空ドライヤとした。ドライヤフードは底面のみが下部構造体により完全拘束

されており、下部構造体は完全な剛体としてモデル化した。ドライヤフードおよび下部の構造体のメッシ

ュサイズはそれぞれ 0.05 mおよび 0.15 m程度とし、構造モデル全体の節点数は 1.8×105程度、要素数は 7.1

×104 程度である。なお、蒸気ドーム部をハーフセクターとした面には対称境界を設定しているが、この影

響を見るため図 7-4 および図 7-5 に示すようなフルセクターモデルも作成し、代表ケースについてはフルセ

クターモデルでも解析を実施した。 

7.2.2 固有値解析 

まず、ハーフセクターモデルを対象にした固有値解析により、音響空間における代表的な固有モードを

確認した。音響空間は蒸気圧力 7.0 MPa、音速 490 m/s の飽和蒸気条件とした。この場合の共鳴周波数は、

式（4-2）で評価した場合 177.7 Hzとなる。100–300 Hzの範囲で固有値解析を行った結果、音響空間が広い

ため計 188個の固有モードが確認された。分岐管の共鳴周波数付近における固有モードの全体図を図 7-6 (a)

に、ドライヤフード表面の固有モードを図 7-6 (b)に示す。細かい設定条件や入力条件などの違いはあると

思われるが、音響空間の固有値解析により得られたドライヤ表面の音響モードは、類似の体系を対象とし

た先行研究[34]における空気試験／音響解析結果と概ね同様な分布となることを確認した。 

7.2.3 音響／構造解析 

固有値解析結果を踏まえて、簡易的な音源入力に基づいた音響／構造解析を実施した。簡単化のため音

響解析は周波数領域で実施し、図 7-7 に示すように主蒸気管に流れがある箇所の分岐管天端部に、単純な

正弦波を仮定した音圧加重を位相差なしで入力し、ドライヤフード表面の音圧分布を取得した。また、簡

単化のため音響解析と構造解析は一方向連成とし、音響解析により得られたドライヤフード表面の音圧分

布を用いて構造解析で応力を評価した。ハーフセクターモデルを対象に入力音源強度の影響を評価するた
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めの解析条件を表 7-3に示す。Case 2は単一分岐管、飽和蒸気あるいは高クオリティ湿り蒸気を仮定した基

準ケースである。これに対し複数分岐管による連成効果による増倍係数に 10 を考慮したのが Case 1、気体

単相条件で圧力を変化させた場合が Case 3 および 4、簡易音源評価手法に基づいて低圧かつ高クオリティ

湿り蒸気の振幅低下量を簡易推定した場合が Case 5 および 6 である。また、音源位相差およびモデルの影

響を評価するための解析として、表 7-4 に示すように代表ケース（Case 2）に対して、分岐管が 3 本の主蒸

気管と分岐管が 7本（内 4本に音源入力）の主蒸気管とで位相差を 180°考慮した場合（Case 2-b）、フルセ

クターモデルで Case 2および Case 2-bと同じ条件とした場合（Case 2-cおよび Case 2-d）についても解析を

実施した。 

表 7-3 に示した各ケースに対する音響解析結果を図 7-8 に、構造解析結果を図 7-9 に示す。各ケースで主

蒸気配管内やドライヤフード面の音圧分布自体は変化しないものの、入力音圧加重がことなるために最大

音圧が変化していることがわかる（図 7-8）。また、ドライヤフードを中空形状としたためフード真ん中部

分の変形量が最大となった（図 7-9）。表 7-4 に示した各ケースに対する音響解析結果を図 7-10 に、構造解

析結果を図 7-11に示す。ただし基準ケースである Case 2の結果については、図 7-8 (b)および図 7-9 (b)を参

照されたい。図 7-10 より、基準ケースに対して位相差を考慮した場合にはドライヤフード表面の音圧分布

に変化が生じている。一方でフルセクターモデルでのドライヤフード面の音圧分布は両方のドライヤフー

ドで概ね同様であり、かつハーフセクターモデルのものと定性的には一致している。また、いずれのケー

スについてもドライヤフード真ん中部分の変形量が最大となった（図 7-11）。各解析により取得されたドラ

イヤ表面音圧と相当応力の最大値を基準ケースの値で相対化したものを表 7-5、図 7-12、表 7-6、および図

7-13 に示す。表 7-5 および図 7-12 より、入力音圧とドライヤ表面音圧は概ね線形の関係にあることが確認

された。なお、入力音圧に対するドライヤ表面音圧はいずれのケースでも 6%程度であり、類似の体系を対

象とした先行研究[34]での結果に比べて 3 倍以上大きい値（保守的）であった。本解析では分岐管天端部に

一様かつ位相差なしで音源を入力したためであると考えられる。ドライヤ相当応力については、Case 1 を

除けば入力音圧と線形の関係にある。本解析では、構造物の詳細な情報が不明であったことから、特にド

ライヤについては肉厚一定の中空形状として扱った。このためドライヤ表面に作用する音圧が大きくなっ

た Case 1 では、ドライヤ表面の変形量が大きくなり、大変形効果（変形に合わせて再計算した剛性）が考

慮されたためである。表 7-6 および図 7-13 より、入力音圧が同じであっても、位相差を考慮した場合には

蒸気ドーム内部に形成される音響モードに差が生じ、ドライヤフード面の音圧分布が変わったことで、ド

ライヤ表面音圧および相当応力は基準ケースに比べて相対的に大きくなった。また、フルセクターモデル

とした場合には、蒸気ドーム内の非対称なモードの影響を受けたものと考えられ、本解析条件においては

ハーフセクターモデルに比べてドライヤ表面音圧および相当応力は相対的に小さくなった。なお、本解析

は様々な仮定の下で実施しており、解析結果の絶対値そのものの取り扱いには注意が必要である。 

以上より、配管系振動疲労評価の手法として、汎用 FEM コードを用いることで簡易的に入力した音源か

らの音響伝播／振動応力評価が可能であることを示した。本解析で適用した音源の入力方法においては、

入力音圧の大きさと遠方の構造物表面の音圧の大きさは線形の関係にあり、音源強度については簡易的な

入力が可能であることが確認された。ただし、例えば本解析のように分岐管が複数ある場合の音圧は連成

効果により強め合うことがわかっているが、分岐管どうしの距離などによって音圧が大きく変化し、更に

位相差が生じる場合もある。本解析では保守的かつ簡単化して音圧を取り扱ったが、位相差の付き方によ

っては最終的に評価される応力が位相差なしのケースに比べて大きくなる場合があることを示した。実態
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に即した評価を行う上では、各分岐管での音圧強度の差や位相差などの入力方法を十分に検討する必要が

ある。更に、応力評価までを行う場合には、構造物側の詳細な情報（例えば形状や補強部材の有無など）

を正確に入力する必要がある。 
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表 7-2 解析手法と解析体系諸元 

 
 

FEM解析コード ANSYS Mechanical R19.2

解析手法 周波数応答解析

メッシュサイズ 音響要素：0.05 m以下（分岐管部0.025 m以下）
ドライヤ部構造要素：0.05 m以下

境界条件 放射境界（蒸気配管切断面）
対称境界（蒸気ドーム半割面）

配管材料
（ヤング率／ポアソン比／密度）

ステンレス鋼
（200 GPa／0.3／8000 kg/m3）

解析対象寸法 蒸気ドーム直径 6.5 m程度
主蒸気配管径 D=0.6 m程度
分岐管径 d=0.3D、分岐管長h=1.05D
ドライヤ肉厚12.7 mm程度

分岐管共鳴周波数 175 Hz程度
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(a) 側方から見た外形 

 

(b)  上部から見た外形 

図 7-1 音響空間モデル（ハーフセクターモデル） 
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図 7-2 分岐管部付近の音響空間モデル 

 

 

(a) 側方から見た外形              (b) ドライヤ断面 

図 7-3 構造モデル（ハーフセクターモデル） 
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(a) 正面から見た外形 

  

(b) 上部から見た外形 

図 7-4 音響空間モデル（フルセクターモデル） 
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図 7-5 構造モデル（フルセクターモデル） 
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(a) 音響空間全体の音響モード 

 

(b) ドライヤフード面の音響モード 

図 7-6 固有値解析における共鳴周波数付近の代表的な固有音響モード 
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図 7-7 各分岐管への音源入力有無 

 

表 7-3 音響／構造解析条件（入力音源の影響、ハーフセクターモデル） 

 
圧力 

(MPa) 

St数 飽和蒸気音速 

(m/s) 

飽和蒸気密度 

(kg/m3) 

Prms
* fn

ac  

(Hz) 

Case 1 7.0 0.4 490 36.5 10 177.7 

Case 2 7.0 0.4 490 36.5 1 177.7 

Case 3 1.0 0.4 500 5.15 1 181.4 

Case 4 0.5 0.4 494 2.67 1 179.2 

Case 5 0.5 0.4 494 2.67 0.25 179.2 

Case 6 0.2 0.4 482 1.13 0.1 174.8 

 

表 7-4 音響／構造解析条件（位相差、モデルの影響） 

 圧力 (MPa) St数 Prms
* モデル 位相差 (°) 

Case 2 7.0 0.4 1 ハーフセクターモデル 0 

Case 2-b 7.0 0.4 1 ハーフセクターモデル 180 

Case 2-c 7.0 0.4 1 フルセクターモデル 0 

Case 2-d 7.0 0.4 1 フルセクターモデル 180 
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(a) Case 1 

 

   

(b) Case 2 

 

  

(c) Case 3 
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(d) Case 4 

 

  

(e) Case 5 

 

  

(f) Case 6 

図 7-8 各ケースにおけるドライヤフード面の音圧分布（左）と壁面音圧分布（右） 

（解析条件：表 7-3） 
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(a) Case 1 

   

(b) Case 2 

   

(c) Case 3 
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(d) Case 4 

   

(e) Case 5 

   

(f) Case 6 

図 7-9 各ケースにおけるドライヤフード面の全変形量分布（左）と相当応力分布（右） 

（解析条件：表 7-3） 
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(a) Case 2-b 

 

(b) Case 2-c 

 

(c) Case 2-d 

図 7-10 各ケースにおけるドライヤフード面の音圧分布（左）と壁面音圧分布（右） 

（解析条件：表 7-4） 
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(a) Case 2-b 

   

(b) Case 2-c 

   

(c) Case 2-d 

図 7-11 各ケースにおけるドライヤフード面の全変形量分布（左）と相当応力分布（右） 

（解析条件：表 7-4） 
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表 7-5 基準ケースで相対化した解析結果（解析条件：表 7-3） 

 

 

 

図 7-12 相対入力音圧に対する相対ドライヤ表面音圧および相当応力（解析条件：表 7-3） 

 

  

Case 入力音圧 ドライヤ表面音圧 ドライヤ相当応力

1 10 10 18.5

2 1 1 1

3 1.5×10‐1 1.5×10‐1 1.4×10‐1

4 7.4×10‐2 7.5×10‐2 7.3×10‐2

5 1.9×10‐2 1.9×10‐2 1.8×10‐2

6 3.0×10‐3 3.0×10‐3 2.9×10‐3

相
対

解
析

値
(-

)
（
基

準
ケ

ー
ス

(c
as

e
2)

の
値

で
規

格
化

）

100

101

10-1

10-2

10-3

102

相対入力音圧 (-)
（基準ケース(case 2)の値で規格化）

100 10110-110-210-3 102

ドライヤ表⾯⾳圧

ドライヤ相当応⼒
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表 7-6 基準ケースで相対化した解析結果（解析条件：表 7-4） 

 
 

 

図 7-13 各ケースにおける相対ドライヤ表面音圧および相当応力（解析条件：表 7-4） 

 

  

Case 入力音圧 ドライヤ表面音圧 ドライヤ相当応力

2 1 1 1

2‐b 1 1.4 1.25

2‐c 1 0.9 0.94

2‐d 1 1.3 1.25

相
対

解
析

値
(-

)
（
基

準
ケ

ー
ス

(c
as

e
2)

の
値

で
規

格
化

）

100

101

10-1

ケースナンバー

Case 2-c Case 2-dCase 2-bCase 2

ドライヤ表⾯⾳圧

ドライヤ相当応⼒
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8. 結言 

本研究では、プラント機器／配管の振動疲労トラブルの原因となる配管分岐部での音響共鳴現象の実蒸

気配管を対象とした予測評価手法の確立を目指し、従来知見では十分に解明されていなかった蒸気の湿り

が振動系に及ぼす影響を流動試験により詳細に把握し、湿り蒸気流中の音響共鳴現象の特性を明らかにす

ると共に、簡易的に音源を評価可能な手法を構築した。 

乾き蒸気の圧力脈動の特性は空気と同様であり、気体単相流であれば音源特性に対する物性の影響は小

さいことを示した。また、蒸気における開口端補正長は音響理論と一致し、10%程度以下の現実的な湿り

度範囲の湿り蒸気音速は飽和蒸気音速からの低下が小さく、一般的な理論式に対して飽和蒸気状態を仮定

した音速を適用することで共鳴周波数を十分近似できることを見出した。更に、共鳴発生の指標となる共

鳴限界 St 数に対する蒸気状態の影響は小さく、湿り蒸気でも乾き蒸気や空気とほぼ同一に評価可能なこと

を明らかにした。一方で、蒸気状態の影響は圧力脈動振幅に対して特に顕著であり、主に液滴として気相

と共に移流する液相成分と気液密度比との複合的な影響によって、高クオリティ（低湿り度、高ボイド率）

の湿り蒸気であっても圧力が低い場合には、気体単相の乾き蒸気や空気に比べて圧力脈動振幅が顕著に低

下する場合があることを明らかにした。即ち、湿り蒸気に対して気体単相流の飽和蒸気を仮定することで、

数値計算負荷を低減し、かつ保守的な圧力脈動振幅応答を予測可能であることを見出した。 

最大圧力振幅の低下に対する詳細なメカニズムの解明には今後更に多くの知見を積み重ねていくことが

重要であると考えられるが、既存知見なども踏まえると流動場に対する液相の干渉が原因の一つと考えら

れる。即ち、分岐管開口部における気相の剪断層流れに対して慣性の大きい液滴の流れが強く影響を及ぼ

し剥離剪断層の発達を弱める等の相互作用の結果、流動場と音響場の連成が気体単相流に比べて不十分と

なったことや流速分布に対して液相流れが影響を及ぼすことなどが原因として考えられ、振幅低下を推定

可能なパラメータとしては気液密度比と液相の割合を示すボイド率（あるいは湿り度）で概ね整理できる

と考えられることを見出した。また、分岐管が複数ある体系では、湿り蒸気でも単一分岐管体系に比べて

圧力振幅が増大するものの、乾き蒸気に比べ増倍効果は同程度かあるいは小さいことを明らかにした。即

ち、複数の分岐管での連成影響による圧力振幅の増倍効果を考慮する場合には、流動場に対して干渉し得

る液相のない乾き蒸気の増倍係数を適用することで保守的な評価となることを見出した。 

取得された湿り蒸気における音源特性を整理し、蒸気の湿りによる影響や複数分岐管での連成効果など

を考慮可能な音源の評価手法を構築した。更に、配管系振動疲労評価を想定した汎用 FEM コードを用いた

音響伝播／振動応力評価において、入力音圧の大きさと遠方の構造物表面の音圧の大きさが線形の関係と

なるため、簡易的な音源評価手法が適用可能であることを確認した。ただし、分岐管が複数存在する場合

における各分岐管での音圧強度の差や位相差などの詳細な入力、構造物側の詳細情報の正確な入力などに

ついては評価結果を大きく左右するため、実態に即した評価を行う上での考慮すべき点として整理した。 

湿り蒸気流中の音源評価手法の高度化に向けた今後の研究課題として、分岐管開口部付近における流動

状態や気液間相互作用の詳細な解明、実配管における流動様式や湿り蒸気条件における上流エルボ影響の

定量化などが必要であることが明確となった。また、湿り度が大きい場合や液滴が振動に十分速く追従す

る場合には、飽和蒸気音速に対する湿り蒸気音速の低下量が相対的に大きくなり共鳴周波数に影響が生じ

る場合があるため、広範な条件での湿り蒸気音速の最適な評価式の構築が必要であることが明確となった。 
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記号一覧 

a  音速 (m/s) 

A  配管断面積 (m2) 

Ab  分岐管断面積 (m2) 

Al  液滴の投影面積 (m2) 

  ボイド率 (%)

  蒸気湿り度 (%)

Cd  抗力係数 (-) 

Cdm  減衰定数 (1/s) 

Cp  定圧比熱 (kJ/kg K) 

  液相の質量分率 (= 1 - x (-)) 

d  分岐管径 (m) 

dl  液滴径 (m) 

D  配管径 (m) 

H  熱交換量 (kJ/kg) 

f  圧力脈動の卓越周波数 (Hz) 

fn  共鳴周波数 (Hz) 

FD  抗力 (N) 

g  重力加速度 (m/s2) 

h  分岐管長 (m) 

H  エンタルピ (kJ/kg) 

j  見掛け速度 (m/s) 

k  波数 (1/m) 

Ke  等価体積弾性率 (Pa) 

KG  体積弾性率 (Pa) 

  比熱比 (-) 

l  主配管長 (m) 

Le  開口端補正長 (m) 

  波長 (m)

f  管摩擦係数 (-)

m  質量 (kg) 

M  伝達マトリクス (-) 

Ma  マッハ数 (-) 

Mad  付加質量係数 (-) 

Mb  平均分子量 (g/mol) 

  粘性係数 (Pa s) 

n  モード数 (-) 
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  動粘性係数 (m2/s) 

p,P  圧力 (MPa) 

Prms
*  無次元 RMS圧力振幅圧力 (-) 

q,Q  体積流量 (m3/h) 

r  分岐管開口部の曲率半径 (m) 

Rc  気体定数 (J/K mol) 

Re  レイノルズ数 (-) 

  密度 (kg/m3) 

S  スリップ比 (-) 

St  ストロハル数 (-) 

t  時間 (s) 

T  温度 (K) 

Tb  厚さ (m) 

  時定数 (s) 

u,U  流速 (m/s) 

Uc  キャビティ上流端から下流端への渦の移流速度 (m/s) 

  角振動数 (rad/s) 

x  蒸気クオリティ (-) 

  減衰比 (-) 

 

上付き／下付き文字 

ac  音響モード 

dry  乾き蒸気 

g  気相 

h  流動モード 

in  入口 

l  液相 

m  気液混合 

meas  計測値 

out  出口 

s  蒸気 

sat  飽和 

theo  理論値 

ts  試験部 

up  試験部上流（湿り度調整冷却器入口） 

w  水 

wet  湿り蒸気 
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